








The Formation of Production Network and International Specialization in East Asia: 























 Graduate School of Asia-Pacific Studies (GSAPS), Waseda University 
 
2018 年 6 月 
 
 




4013S325 白映旻 (BAEK YOUNGMIN)  主指導教員： 浦田秀次郎 教授 


































第 3 章第 2 節では、VIIT の決定要因についてトービット・モデルに








第 3 章第 3 節では、中間財輸出の決定要因について重力モデルにより
分析し、中間財の輸出は輸入国の GDP、輸出国の 1 人当たり GDP、輸
入国の 1 人当たり GDP、経済規模の差、インフラ、FTA、FDI とは正
の関係であり、相対的賃金、地理的な距離とは負の関係であることが明
らかになった。うち影響力が最も大きい説明変数は輸出国の 1 人当たり




第 3 章第 4 節では、日本と韓国の多国籍企業における立地決定要因に
ついてコンディショナル・ロジット・モデルにより分析した。分析結果、
















第 4 章第 3 節では、労働生産性と FVA の関係について操作変数方法
により分析し、東アジア生産ネットワーク参加による FVA の増加が労
働生産性に正の影響を与えることを明らかにした。 
第 4 章第 4 節では、全要素生産性（TFP）と中間財輸入の関係につい
て相関関係分析を行った。その結果、先進技術が体化された中間財の輸
入が TFP と正の関係であることが明らかになった。 
 本研究の意義 





意な結果が十分に得られていなかった FTA と FDI という要因の効果を












を明らかにした。（第 4 章） 
第 6 には、新しい分析方法とデータを用いて分析を行ったことである。
（第 2 章、第 4 章） 
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第 1章 はじめに 
 











ジア地域において貿易額に占める中間財の比重は 1990 年代には 50%超、2000 年代以降は 60%超
に達し、それは、世界全体の約 40%から約 50%に比べ高い比重である。 
 
   
出所：RIETI-TID2015 より筆者作成 






                                                        
1 安藤（2006）p.59。 
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3 代表的な研究として山田（2001）、藤川他（2006）および高川・岡田（2004）などがある。 
4 多国籍企業は東アジア地域において 1990 年代までのような完成品の組立工程のみならず、部品
などの中間財まで生産するようになった。 
5 企業の異質性に関する国際経済の研究の殆どは、北米と EU の先進国を中心に展開されている。 














第 2節 生産ネットワークの概念 
 










化したものである。仮設値として、まず A 国は付加価値 2 単位の原材料を B 国へ輸出するものと
する。B 国は A 国から付加価値 2 単位の原材料を輸入し、加工により 24 単位の付加価値を加え、 
付加価値 26 単位の中間財を生産し、C 国へ輸出するものとする。さらに C 国は B 国から輸入し
た中間財を用い、46 単位の付加価値を加え、付加価値 72 単位の最終財を生産し、最終需要の D




                                                                                                                                                                             
究において、クロス・セクションデータの分析では正の関係が見られたが、パネルデータ分析で
は、スピルオーバー効果が検出されていなかった。 
7 IDE-JETRO and WTO（2011）p.3。 
8 ここで、貿易統計の二重計算上の問題が発生する。貿易統計上の参加国による輸出の合計は 100





出所：UNCTAD World Investment Report 2013 より筆者作成 
図 1-2 付加価値貿易の概念図 
 
 











                                                        
9 東アジア生産ネットワークを対象にした多くの研究の中で、フラグメンテーション理論を取り
上げて、東アジア地域の国際分業を説明した研究が多い。代表的な研究として、Ando and Kimura






































                                                        
10 産業ごとに異なる生産要素の投入比率を意味する。 



























以後 Melitz（2003）は、貿易と FDI における「企業の異質性」に関する研究の土台になり、さ
まざまな研究がなされてきた。たとえば、Helpman, Melitz and Yeaple（2004）は Melitz（2003）の
「異質的企業貿易理論」に「水平的 FDI」を組み入れ、FDI に必要となる固定費用は輸出に必要
となる固定費用より高く、海外直接投資をなす企業は輸出をする企業よりも生産性が高いとした。 




り組み合わせから選択できるとされた。なお Antràs and Helpman（2004）において、「国内」とは
先進国（north）を意味し、「海外」とは途上国（south）を意味する。海外における生産は、国内














出所：Antràs and Helpman（2004） 
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表 1-1 貿易理論の展開における主要論文  
理論 伝統的貿易理論 新貿易理論 新々貿易理論 
理論モデル Ricardian model Heckscher-Ohlin model 
Krugman（1980） 
Helpman and Krugman 
（1985） 
Helpman（1984） Melitz（2003） Antràs（2003） Helpman, Melitz and  Yeaple（2004） 










市場構造 完全競争 独占的競争 独占的競争 独占的競争 独占的競争 独占的競争 独占的競争 
規模の経済 収穫一定 収穫逓増 収穫逓増 収穫逓増 収穫逓増 収穫逓増 収穫逓増 
企業の特性   企業の均質性 企業の均質性 企業の異質性 企業の均質性 企業の異質性 企業の異質性 












































































Jones and Kierzkowski（1988）によるフラグメンテーション理論である。 














変化を示し、F1 は図 1-4 の（a）のようにすべての生産工程を 1 カ所でなす場合の費用曲線、F2
と F3 は 14国内需要の増加へ対応するため、一部の生産工程を分解し、外部に委託する場合の費用
                                                        
14 F2 は生産工程を二つに分解するケース、F3 は生産工程を三つ以上に分解するケースを示す。 
SL SL
　SL 　　　  SL
　SL 　　　  SL




(b) 生産工程 1 生産工程 2 市場
生産工程 2




されている。F2 と F3 の場合は生産費用の低減の源泉は主に技術の熟練であり、F4 の場合はサー
ビスリンクコストが縦軸における線分 cd のように F3 より大きな負担となるものの、国間の要素
価格の差が加わることで生産費用をさらに低減しうるとされている。結果として企業は生産工程








 こうしたフラグメンテーション理論は Grossman and Rossi-Hansberg（2008）における「仕事の貿






出所： Jones and Kierzkowski（2001） 
図 1-5 生産工程の細分化と費用曲線の変化 













































                                                        






















































図 1-7 は東アジア地域の各国の 2015 年における 1 人当たり GDP を示し、1 人当たり GDP が最
も高いシンガポールが 5 万 3630 ドル、最も低いミャンマーは 1139 ドルであり、両国には約 47 倍








出所：World Bank World Development Indicators より筆者作成 
図 1-7 東アジア諸国の 1 人当たり GDP（2015 年、current US$） 
                                                        
17 詳細な関税率の変化については付録Ⅰを参照されたい。 












ここでは東アジア生産ネットワークにおける主要な転換点として 3 点を挙げる。 
第 1 には、1985 年に米国ニューヨーク所在のプラザホテルで開催された外国為替相場に関する
プラザ合意である。プラザ合意以後の急速な円高・米国ドル安への対応として日本企業は生産費
用の低減を必要とし、その結果として数多くの日本企業が生産拠点を 1980 年代までの NIEs に加
え ASEAN 諸国へ移転し、東アジア生産ネットワークが形成された。 







第 3 には、中国と台湾の世界貿易機関（WTO）加盟 19である。WTO は加盟国間における貿易
の自由化や対外開放を目的としており、中国と台湾の WTO 加盟は東アジア地域における域内市


















                                                        
19 中国は 2001 年 12 月、台湾は 2002 年 1 月に WTO に加入した。 










































注：図中（1）～（5）は第 5 節本文の（1）～（5）に対応 
図 1-8 東アジア生産ネットワークの概念と本論文の構成 
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第 2章 東アジア生産ネットワークの現状と推移 
 




化を明らかにする。次に第 2 節においてアジア国際産業連関表（Asian International Input-Output 
Table）を用いた付加価値流出入分析を行い、1995 年と 2005 年の 2 時点を比較分析し、東アジア




価値流入の関係を明らかにする。第 4 節では第 2 章の内容についてまとめる。 
まず予備的考察として、経済協力開発機構（OECD）と世界貿易機関（WTO）が作成している




自国を除く東アジア、EU、NAFTA およびその他という 5 地域ごとに比重を示したものである。 
まず製造業輸出総額については東アジア地域の増加が顕著であることがわかる。1995 年におけ
る製造業輸出総額では、最も金額が大きい EU21の 1 兆 5841 億ドルに対し東アジア 22はその 51.2%
である 8108 億ドルにすぎなかったが、2011 年になると EU の 3 兆 8265 億ドルに対し東アジアは
その 92.5%である 3 兆 5396 億ドルにまで増加した。なおこの 2011 年における東アジアの 3 兆 5396




まず、付加価値が輸出国の国々の自国へ帰属する比重は、1995 年には東アジアが 75.1%、EU が
74.8%、NAFTA が 78.6%といずれの地域でも 75%前後であり大差なかったが、2011 年になると東
アジアは最も比重の小さい 61.3%（1995 年比 13.8%ポイント低下）にまで大きく低下し、EU の
63.4%（1995 年比 11.4%ポイント低下）や NAFTA の 72.6%（1995 年比 6.0%ポイント低下）と比
べても、東アジア地域に属する国々において国際分業が深化したことがわかる。 
次に、自国を除く各地域へ付加価値の帰属する比重は、1995 年には東アジアが 11.5%、EU が最
                                                        
21 ここでは EU とは EU28 カ国のことである。 
22 ここでは東アジアとは日本、中国、韓国、台湾、香港、シンガポール、マレーシア、インドネ
シア、タイ、フィリピン、ベトナムという 11 カ国・地域のことである。 
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も高い 15.7%、NAFTA が 8.5%であったが、2011 年になると東アジアが 15.6%（1995 年比 4.1%ポ
イント上昇）へ高まり、EU は引き続き最も高い 17.8%（1995 年比 2.1%ポイント上昇）、NAFTA
は 8.8%（1995 年比 0.3%ポイント上昇）となっている。先行研究においても EU は世界で最も域
内分業が深化した地域とされているのだが 23、この 2011年の東アジア地域における 1995年比 4.1%
ポイント上昇から、東アジア地域においても域内分業が急速に深化したことがわかる。 
 
表 2-1 各地域における製造業輸出総額のうち付加価値が帰属する国・各地域の比重の推移 
輸出国が属する地域 
その地域における製造業輸出総額 うち付加価値が帰属する国・各地域の比重 
（100 万ドル） 自国 東アジア EU NAFTA その他 
東アジア 
1995 年 810,826 75.10% 11.50% 4.20% 4.40% 4.70% 
2005 年  1,818,336 62.70% 16.90% 6.00% 5.00% 9.40% 
2011 年 3,539,681 61.30% 15.60% 5.50% 4.40% 13.20% 
EU 
1995 年 1,584,184 74.80% 2.50% 15.70% 2.70% 4.40% 
2005 年 2,680,592 67.60% 3.30% 17.90% 3.00% 8.20% 
2011 年 3,826,577 63.40% 4.10% 17.80% 3.40% 11.30% 
NAFTA 
1995 年 645,986 78.60% 6.40% 4.00% 8.50% 2.50% 
2005 年 1,073,663 74.00% 6.70% 5.20% 9.00% 5.10% 
















                                                        
23 Huh and Park（2017）によると貿易・投資、金融、地域価値連鎖、インフラ設備・連結性、人の
移動、制度・社会統合という 6 分野の地域統合指数を計測した結果、統合指数は EU がすべての











比べ 2 倍ないし 3 倍ほど高く、特に日本とアメリカからの中間財輸入、ことに電気・電子などの
機械産業における日本からの中間財輸入への依存度が高く、韓国における国内生産は中間財輸入
による対外貿易依存を伴っていると論じた。 











表 2-2 は 2005 年アジア国際産業連関表の形式を示しており、10 の内生部門（インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、中国、台湾、韓国、日本、米国）と 4 の外生部門
（香港、インド、EU、その他）で構成されている。 
中間財需要（A）については、小行列 Ars（r,s = I,M,P,S,T,C,N,K,J,U）は行・列ともに 76 の産業
部門により構成される正方行列である。うち対角部分の小行列 Arr（r=s）の要素は r 国の産業が
財・サービスを生産するため国内各産業から購入する財・サービスを示している。また非対角に
位置する Asr（r≠s）の要素は r 国の産業が財・サービスを生産するため s 国の産業から購入する
財・サービスを示している。たとえば AIC はインドネシアの産業から中国の産業へ投入される中
間財を示している。 
最終需要（F）については、小行列 Frsも 76 の産業部門数により構成されている。うち対角部分
の小行列 Frr（r=s）は r 国の産業によって生産された財・サービスに対する国内最終需要部門の
購入を示し、Fsrは s 国の産業によって生産された財・サービスに対する r 国の最終需要部門の購





最終需要部門の購入を示している 25。また、Vr は r 国の産業が創出する付加価値を示し、Xr は r
国の産業の総算出（総生産）を示している。 
 








すと式 2-2-1 になる。式 2-2-1 を式 2-2-2 にある A（投入係数行列）、X（生産額ベクトル）、F（最
終需要ベクトル）で示すと式 2-2-3 になり、移項すると式 2-2-4 になる。この式を式 2-2-5 ように
変形し、移項すると式 2-2-6 となり 26、X は（I – A）の逆行列に F を乗じたものになる。（I – A）
の逆行列はレオンティエフ逆行列であり B と表記し、付加価値係数ベクトル𝐴𝐴𝑣𝑣�にレオンティエフ
逆行列 B を乗じたものが式 2-2-7 の付加価値誘発係数𝑉𝑉𝐴𝐴である 27。レオンティエフ逆行列を𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘と
表記すると、これは i 国 j 産業への世界需要が 1 単位増加した場合に誘発される k 国 l 産業の産出
単位を意味する。つまり、付加価値誘発係数(𝑉𝑉𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘)の意味は、i 国 j 産業の最終財に対する世界の
最終需要が 1 単位増加した場合に誘発される k 国 l 産業の付加価値単位である。 
 
 
                                                        
25 桑森他（2013）105 頁。 



















































































AI AM AP AS AT AC AN AK AJ AU FI FM FP FS FT FC FN FK FJ FU LH LG LO LW QX XX









米国 AU AUI AUM AUP AUS AUT AUC AUN AUK AUJ AUU FUI FUM FUP FUS FUT FUC FUN FUK FUJ FUU LHU LGU LOU LWU QU XU
BF BAI BAM BAP BAS BAT BAC BAN BAK BAJ BAU BFI BFM BFP BFS BFT BFC BFN BFK BFJ BFU
CH HAI HAM HAP HAS HAT HAC HAN HAK HAJ HAU HFI HFM HFP HFS HFT HFC HFN HFK HFJ HFU
CW WAI WAMWAP WAS WATWACWANWAKWAJ WAUWFI WFMWFP WFS WFT WFC WFN WFK WFJ WFU
DT DAI DAM DAP DAS DAT DAC DAN DAK DAJ DAU DFI DFM DFP DFS DFT DFC DFN DFK DFJ DFU
VV VI VM VJ VU










表 2-3 投入係数表 
  産業 1 産業 2 … 産業 n 
産業 1 a11 a12 … a1n 
産業 2 a21 a22 … a2n 
： ： ： … ： 
産業 n an1 an2 … ann 
付加価値 v1 v2 … vn 









� + �𝐹𝐹1𝐹𝐹2� =  �𝑋𝑋1𝑋𝑋2�                              （2- 2- 1） 
 𝐴𝐴 = �𝑎𝑎11 𝑎𝑎12𝑎𝑎21 𝑎𝑎22� , 𝑋𝑋 = �𝑋𝑋1𝑋𝑋2� , 𝐹𝐹 = �𝐹𝐹1𝐹𝐹2�              （2- 2- 2） 
𝐴𝐴𝑋𝑋 + 𝐹𝐹 = 𝑋𝑋                  （2- 2- 3） 
𝑋𝑋 − 𝐴𝐴𝑋𝑋 = 𝐹𝐹                  （2- 2- 4） (𝐼𝐼 − 𝐴𝐴)𝑋𝑋 = 𝐹𝐹                  （2- 2- 5） 
𝑋𝑋 = (𝐼𝐼 − 𝐴𝐴)−1𝐹𝐹                 （2- 2- 6） 






全産業を 9 産業に分類し分析する 28。分析データは 1995 年と 2005 年という 2 時点のアジア国際
産業連関表であり、2 時点を比較できるようにするために 2005 年のアジア国際産業連関表を基準







の需要が 1 単位発生したとき、そのうち自国に帰属する付加価値の割合である。 




表 2-4 において示した機械産業における付加価値国産化率についての 1995 年と 2005 年との比























韓国 中国 日本 
一般機械 -1.3% -27.6% 1.2% -20.2% -16.6% -2.5% -1.5% -2.7% -6.7% 
電気機械 -12.8% -18.6% -12.6% 0.8% 5.4% 4.6% -15.1% -11.9% -10.8% 
輸送機械 -8.2% -25.0% -8.5% -26.6% -4.4% 0.5% -8.9% 0.9% -7.0% 
精密機械 -11.9% -21.3% -21.9% 23.5% -0.4% -3.0% -13.6% -4.9% -3.3% 
出所：アジア国際産業連関表より筆者作成 
注：1995 年と 2005 年における付加価値国産化率の差であり、単位は%ポイント 
 
図 2-1 において図示した 1995 年と 2005 年の各国・地域の機械産業における付加価値国産化率








                                                        












表 2-5 は表側（最左列）に付加価値流入先（付加価値帰属先）として記載した東アジア地域の 9
カ国・地域それぞれにおける各産業や「米国」、「自国」、「東アジア域内」、「東アジア域外」（前出
の「米国」を含む）への、表頭（最上行）に付加価値流出元として記載した東アジア地域の 9 カ












年と 2005 年という 2 時点間の変化について検討し、東アジア地域の地域全体レベルにおいて国際
分業が深化してきたのかどうかについて推移を明らかにする。次に、東アジア地域の各国・地域
の各産業における付加価値流入に関する 1995 年と 2005 年という 2 時点間の変化について検討し、
                                                        






第 1 に、機械産業のうち一般機械について検討する。 
まず、米国、自国、東アジア域内、東アジア域外 33における一般機械からの付加価値流入につ
いて 1995 年と 2005 年の変化をみると、米国へ流出される付加価値は多くの国・地域において減
少し、国・地域の平均値は 1995 年の 0.046 から 2005 年の 0.041 へ低下した。自国への付加価値流
入はタイ以外のすべての国・地域において減少し、平均値は 1995 年の 0.633 から 2005 年の 0.578
へ低下した。その一方で東アジア域内への付加価値流入はシンガポール以外のすべての国・地域
において増加し、平均値は 1995 年の 0.140 から 2005 年の 0.161 へ上昇した。また、東アジア域外
への付加価値流入もタイとインドネシア以外の国・地域において増加し、平均値は 1995 年の 0.227






価値流入国は 1995 年も 2005 年も日本であったが、日本への付加価値流入の平均値は 1995 年の
0.107 から 2005 年の 0.086 へ低下した。日本に次ぐ第 2 の付加価値流入国は、1995 年には韓国（平




造業において付加価値流入が大きい。次いで 2005 年に東アジア地域における第 2 の付加価値流入
国となった中国のサービス、低技術製造業において付加価値流入が大きい。東アジア地域で 1995
年には第 2、2005 年には中国に抜かれ第 3 の付加価値流入国となった韓国については、サービス
と低技術製造業において 1995 年に比べ 2005 年の付加価値流入が増加した。 
第 2 に、機械産業のうち電気機械について検討する。 
まず、米国、自国、東アジア域内、東アジア域外における電気機械からの付加価値流入につい
て 1995 年と 2005 年の変化をみると、米国へ流出される付加価値はすべての国・地域において減
少し、平均値は 1995 年の 0.173 から 2005 年の 0.056 へ大幅に低下した。自国への付加価値流入は
フィリピン、台湾、インドネシアを除いた国々では減少し、平均値は 1995 年の 0.565 から 2005








たすべての国において増加し、平均値は 1995 年の 0.188 から 2005 年の 0.200 へ上昇した。東アジ
ア域外への付加価値流入もフィリピン、台湾、インドネシア以外の国々において増加し、平均値




機械と同様に最大の付加価値流入国は 1995 年も 2005 年も日本であるが、その平均値は 1995 年の
0.133 から 2005 年の 0.085 へ大幅に低下した。東アジア域内における日本に次ぐ第 2 の付加価値
流入国は前述の一般機械と同様に 2005 年には中国となった（平均値は 0.048）。総じて各国・地域





第 3 に、機械産業のうち輸送機械について検討する。 
まず、米国、自国、東アジア域内、東アジア域外における輸送機械からの付加価値流入につい
て 1995 年と 2005 年の変化をみると、米国へ流出される付加価値については前述の一般機械や電
気機械の場合とは異なり多くの国において増加し、平均値は 1995 年の 0.033 から 2005 年の 0.045
へ上昇した。自国への付加価値流入はインドネシアと中国を除いた国・地域において減少し、平
均値は 1995 年の 0.644 から 2005 年の 0.590 へ低下した。また、東アジア域内への付加価値流入は、
減少したのはシンガポールとフィリピン、中国という 3 カ国のみながら、その減少率が大きかっ
たことが響き、1995 年の 0.151 から 2005 年の 0.149 へ若干低下した。東アジア域外への付加価値
流入についてはタイ、台湾、インドネシア、中国において減少したものの、ほかの 5 カ国におい





機械や電気機械の場合と同様に最大の付加価値流入国は 1995 年も 2005 年も日本であるが、平均
値は 1995 年の 0.134 から 2005 年の 0.087 へ低下した。その一方で日本以外の国・地域における付
加価値流入は 1995 年に比べ 2005 年は上昇しており、中国における付加価値流入の平均値も 1995
年の 0.007 から 2005 年の 0.026 へ上昇した。さらに、東アジア域内の各国・地域の各産業におけ
る輸送機械からの付加価値流入をみると、サービス産業、輸送機械、低技術製造業において付加
価値流入が大きい。 




て 1995 年と 2005 年の変化をみると、米国へ流出される付加価値は前述の輸送機械の場合と同様
に多くの国・地域で増加しており、平均値は 1995 年の 0.042 から 2005 年の 0.049 へ上昇した。自
国への付加価値流入では増加したのはフィリピンのみであり、平均値は 1995 年の 0.686 から 2005
年の 0.643 へ低下した。その一方で東アジア域内への付加価値流入では減少したのはシンガポー
ルとフィリピンのみであり、平均値は 1995 年の 0.114 から 0.138 へ上昇した。東アジア域外への
付加価値流入においてマレーシア、フィリピン、台湾、インドネシアの４カ国・地域において減





価値流入国は前述の一般機械、電気機械、輸送機械の場合と同様に 1995 年も 2005 年も日本であ
り、その平均値は 1995 年の 0.087 から 2005 年の 0.078 へ低下したものの、前述の一般機械、電気
機械、輸送機械の場合よりはその平均値の低下は小さい。日本以外の国・地域についても、シン
ガポールを除けば付加価値流入の平均値は 1995 年に比べ 2005 年は上昇しており、特に中国への





おいて 1995 年に比べ 2005 年は低下した。これは東アジア地域の地域全体レベルでは、東アジア
域内か東アジア域外かはさておき、総体として国際分業が深化したことを示す。そして、東アジ
ア域内への付加価値流入は、機械産業のうち輸送機械を除いた一般機械、電気機械、精密機械に
おいて 1995 年に比べ 2005 年は上昇した。これは 3 機械産業については、東アジア域内における
国際分業が深化したことを示す。 
次に、東アジア地域の各国・地域における付加価値流入については、すべての機械産業におい
て日本への付加価値流入は 1995 年に比べ 2005 年は低下した 35。ただし日本は 2005 年においても
最大の付加価値流入国であり、山田（2001）が指摘したように日本の企業が東アジア生産ネット
ワークの形成に寄与したことがわかる。その一方で、日本以外の国・地域における付加価値流入
は総じて 1995 年に比べ 2005 年には上昇した。特に中国における付加価値流入の上昇は顕著であ
り、1995 年には日本に次ぐ第 2 の付加価値流入国は韓国であったが、2005 年にはかつて付加価値


















表 2-5 東アジア地域における国・地域別の付加価値流出入 
 
1995年 2005年
農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.004 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
一般機械 0.322 0.001 0.001 0.003 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.358 0.001 0.001 0.001 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
電気機械 0.002 0.001 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.003 0.001 0.002 0.001 0.005 0.001 0.001 0.000 0.000 0.002
輸送機械 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.019 0.003 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.012 0.004 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
電気ガス水道 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.131 0.004 0.002 0.007 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.105 0.004 0.001 0.002 0.001 0.004 0.001 0.001 0.000 0.002 0.002
合計 0.493 0.011 0.004 0.013 0.003 0.007 0.001 0.001 0.001 0.487 0.012 0.004 0.008 0.003 0.014 0.002 0.002 0.001 0.005 0.006
農林水産、鉱業 0.003 0.038 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.004 0.048 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002 0.001 0.001 0.001 0.002
化学産業 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.005 0.340 0.001 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.003 0.207 0.002 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
電気機械 0.004 0.007 0.000 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.004 0.000 0.002 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.001 0.001
輸送機械 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.005 0.069 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.004 0.057 0.003 0.002 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002
電気ガス水道 0.001 0.015 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.007 0.163 0.001 0.001 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.006 0.132 0.005 0.003 0.002 0.004 0.001 0.001 0.001 0.002 0.003
合計 0.025 0.642 0.005 0.005 0.004 0.006 0.002 0.002 0.001 0.019 0.465 0.015 0.010 0.006 0.011 0.004 0.003 0.002 0.006 0.009
農林水産、鉱業 0.001 0.004 0.018 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.019 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
化学産業 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.001 0.000 0.241 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.294 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002
電気機械 0.002 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.006 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
輸送機械 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.002 0.002 0.057 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.005 0.047 0.002 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002
電気ガス水道 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.013 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.002 0.002 0.162 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.002 0.006 0.114 0.002 0.001 0.006 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002
合計 0.008 0.008 0.497 0.002 0.002 0.002 0.001 0.001 0.001 0.007 0.019 0.503 0.006 0.004 0.019 0.002 0.002 0.002 0.003 0.008
農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.027 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.030 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.000 0.000 0.000 0.011 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.360 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.151 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.000 0.000 0.000 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.019 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.000 0.000 0.000 0.042 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.100 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.046 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.001 0.001 0.000 0.053 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.055 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
合計 0.002 0.001 0.001 0.509 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.003 0.002 0.406 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002
農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.001 0.014 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.013 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.010 0.000 0.000 0.001 0.000 0.001 0.000
一般機械 0.001 0.002 0.001 0.008 0.309 0.007 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.000 0.186 0.002 0.000 0.000 0.000 0.003 0.001
電気機械 0.001 0.001 0.000 0.005 0.004 0.000 0.000 0.001 0.000 0.002 0.002 0.001 0.002 0.014 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.003 0.003 0.002 0.006 0.117 0.003 0.001 0.001 0.000 0.002 0.005 0.003 0.007 0.115 0.002 0.001 0.002 0.001 0.003 0.003
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.001 0.014 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.003 0.003 0.003 0.012 0.167 0.006 0.001 0.002 0.000 0.004 0.007 0.004 0.017 0.188 0.004 0.001 0.004 0.001 0.004 0.005
合計 0.009 0.010 0.008 0.035 0.640 0.018 0.002 0.005 0.001 0.009 0.016 0.010 0.028 0.533 0.010 0.003 0.009 0.003 0.011 0.011
農林水産、鉱業 0.003 0.002 0.001 0.001 0.003 0.013 0.002 0.001 0.001 0.004 0.005 0.002 0.003 0.006 0.017 0.005 0.001 0.002 0.002 0.004
化学産業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.311 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.274 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.016 0.001 0.000 0.000 0.006 0.006 0.002 0.002 0.001 0.024 0.001 0.000 0.001 0.001 0.002
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.102 0.001 0.000 0.000 0.009 0.004 0.003 0.002 0.002 0.101 0.001 0.001 0.001 0.001 0.003
合計 0.008 0.005 0.003 0.004 0.005 0.448 0.003 0.002 0.002 0.023 0.017 0.009 0.008 0.009 0.437 0.007 0.003 0.004 0.004 0.010
農林水産、鉱業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.022 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.017 0.001 0.000 0.001 0.001
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.014 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.011 0.001 0.000 0.001 0.001
一般機械 0.003 0.001 0.005 0.001 0.001 0.007 0.406 0.001 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.004 0.348 0.001 0.001 0.002 0.001
電気機械 0.002 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.018 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001 0.002 0.002 0.001 0.020 0.002 0.001 0.001 0.001
輸送機械 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.006 0.004 0.004 0.004 0.003 0.004 0.120 0.003 0.001 0.004 0.006 0.005 0.009 0.004 0.004 0.134 0.004 0.001 0.004 0.005
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.011 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.013 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.003 0.003 0.003 0.003 0.002 0.004 0.133 0.002 0.000 0.003 0.005 0.004 0.007 0.004 0.004 0.170 0.005 0.002 0.002 0.004
合計 0.016 0.012 0.015 0.012 0.009 0.017 0.732 0.008 0.002 0.011 0.017 0.012 0.020 0.013 0.014 0.721 0.015 0.005 0.011 0.013
農林水産、鉱業 0.002 0.002 0.002 0.002 0.003 0.001 0.002 0.077 0.001 0.005 0.007 0.006 0.006 0.007 0.006 0.005 0.082 0.002 0.002 0.006
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.027 0.000 0.001 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.001 0.021 0.001 0.001 0.002
一般機械 0.001 0.000 0.001 0.003 0.000 0.003 0.000 0.348 0.000 0.004 0.004 0.007 0.001 0.004 0.013 0.001 0.298 0.002 0.001 0.005
電気機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.027 0.001 0.003 0.003 0.002 0.003 0.003 0.002 0.001 0.014 0.001 0.000 0.002
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.014 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.004 0.003 0.004 0.003 0.006 0.003 0.003 0.167 0.001 0.011 0.014 0.013 0.013 0.012 0.013 0.007 0.167 0.004 0.003 0.011
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.022 0.000 0.001 0.002 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001 0.028 0.001 0.000 0.001
サービス 0.002 0.002 0.002 0.002 0.003 0.002 0.002 0.114 0.001 0.011 0.014 0.012 0.012 0.012 0.015 0.007 0.156 0.004 0.002 0.011
合計 0.011 0.008 0.010 0.011 0.014 0.011 0.009 0.796 0.004 0.037 0.046 0.043 0.039 0.043 0.053 0.023 0.775 0.016 0.009 0.037
農林水産、鉱業 0.003 0.002 0.003 0.002 0.003 0.002 0.001 0.001 0.012 0.001 0.002 0.002 0.002 0.002 0.001 0.001 0.001 0.009 0.002 0.002
化学産業 0.004 0.004 0.005 0.005 0.006 0.002 0.003 0.002 0.012 0.002 0.004 0.004 0.003 0.006 0.002 0.002 0.002 0.009 0.004 0.003
一般機械 0.040 0.009 0.054 0.030 0.013 0.058 0.015 0.007 0.471 0.017 0.010 0.025 0.004 0.021 0.039 0.007 0.003 0.430 0.028 0.016
電気機械 0.011 0.013 0.007 0.012 0.008 0.005 0.007 0.006 0.031 0.005 0.006 0.004 0.017 0.008 0.004 0.004 0.004 0.030 0.009 0.007
輸送機械 0.002 0.005 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.003 0.001 0.003 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.003 0.001 0.001
精密機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000
低技術製造業 0.033 0.022 0.035 0.020 0.031 0.022 0.014 0.010 0.132 0.014 0.028 0.032 0.027 0.021 0.017 0.010 0.007 0.114 0.023 0.020
電気ガス水道 0.003 0.002 0.004 0.003 0.003 0.003 0.002 0.001 0.020 0.002 0.002 0.003 0.003 0.003 0.003 0.001 0.001 0.019 0.003 0.002
サービス 0.051 0.030 0.054 0.037 0.034 0.049 0.022 0.015 0.252 0.031 0.040 0.050 0.037 0.044 0.048 0.021 0.014 0.257 0.036 0.036
合計 0.148 0.089 0.163 0.109 0.098 0.142 0.064 0.042 0.935 0.073 0.096 0.121 0.094 0.105 0.115 0.048 0.032 0.873 0.107 0.086
0.072 0.035 0.043 0.079 0.042 0.064 0.046 0.019 0.011 0.074 0.052 0.038 0.046 0.041 0.057 0.028 0.014 0.016 0.046 0.041
0.493 0.642 0.497 0.509 0.640 0.448 0.732 0.796 0.935 0.487 0.465 0.503 0.406 0.533 0.437 0.721 0.775 0.873 0.633 0.578
0.226 0.145 0.209 0.189 0.136 0.202 0.083 0.062 0.012 0.181 0.226 0.217 0.213 0.185 0.238 0.089 0.067 0.034 0.140 0.161















































農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.004 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
一般機械 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.222 0.010 0.013 0.007 0.005 0.002 0.003 0.001 0.001 0.231 0.013 0.011 0.009 0.005 0.002 0.005 0.002 0.001 0.005 0.006
輸送機械 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.014 0.003 0.002 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.003 0.002 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
電気ガス水道 0.006 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.101 0.009 0.008 0.005 0.003 0.002 0.002 0.001 0.001 0.064 0.005 0.004 0.004 0.002 0.001 0.003 0.001 0.001 0.004 0.003
合計 0.351 0.026 0.024 0.017 0.010 0.006 0.005 0.003 0.002 0.306 0.022 0.016 0.015 0.009 0.007 0.009 0.005 0.002 0.012 0.011
農林水産、鉱業 0.002 0.010 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.003 0.021 0.003 0.002 0.001 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002
化学産業 0.001 0.003 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001 0.005 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.001 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.022 0.333 0.014 0.003 0.009 0.001 0.003 0.002 0.001 0.010 0.200 0.009 0.004 0.003 0.001 0.002 0.003 0.001 0.007 0.004
輸送機械 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.004 0.029 0.002 0.002 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.003 0.022 0.003 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.001
電気ガス水道 0.001 0.010 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.013 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.012 0.098 0.007 0.002 0.005 0.001 0.002 0.001 0.001 0.012 0.135 0.011 0.005 0.005 0.003 0.002 0.005 0.002 0.004 0.006
合計 0.044 0.489 0.026 0.009 0.016 0.004 0.007 0.004 0.002 0.029 0.398 0.026 0.013 0.011 0.008 0.006 0.010 0.004 0.014 0.014
農林水産、鉱業 0.002 0.001 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.009 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
化学産業 0.001 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.004 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.012 0.003 0.268 0.001 0.002 0.000 0.001 0.000 0.001 0.004 0.005 0.211 0.003 0.002 0.001 0.001 0.002 0.001 0.002 0.002
輸送機械 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.006 0.001 0.019 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.020 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001
電気ガス水道 0.000 0.000 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.007 0.002 0.089 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.003 0.006 0.090 0.003 0.002 0.004 0.001 0.002 0.001 0.002 0.003
合計 0.027 0.007 0.395 0.003 0.005 0.002 0.002 0.001 0.002 0.009 0.015 0.345 0.007 0.006 0.009 0.003 0.005 0.004 0.006 0.007
農林水産、鉱業 0.001 0.000 0.001 0.038 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.000 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.002 0.001 0.003 0.262 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.002 0.005 0.291 0.003 0.000 0.002 0.002 0.002 0.001 0.003
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.001 0.000 0.001 0.057 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.030 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.001 0.032 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.004 0.001 0.005 0.065 0.003 0.000 0.001 0.000 0.001 0.005 0.003 0.003 0.078 0.002 0.000 0.001 0.001 0.001 0.002 0.002
合計 0.008 0.003 0.011 0.441 0.005 0.000 0.002 0.000 0.001 0.014 0.007 0.009 0.444 0.006 0.001 0.004 0.004 0.004 0.004 0.006
農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.008 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.008 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.001
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.001 0.005 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.007 0.005 0.008 0.003 0.257 0.002 0.003 0.001 0.001 0.016 0.012 0.011 0.006 0.291 0.001 0.009 0.005 0.005 0.004 0.008
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.003 0.003 0.004 0.003 0.051 0.001 0.001 0.001 0.001 0.003 0.003 0.003 0.002 0.031 0.001 0.001 0.002 0.001 0.002 0.002
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.005 0.005 0.006 0.004 0.118 0.002 0.002 0.002 0.001 0.010 0.010 0.013 0.012 0.136 0.002 0.006 0.006 0.004 0.003 0.008
合計 0.016 0.014 0.020 0.012 0.454 0.007 0.007 0.005 0.003 0.031 0.027 0.028 0.021 0.479 0.005 0.018 0.014 0.011 0.011 0.019
農林水産、鉱業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.002 0.032 0.001 0.001 0.001 0.004 0.003 0.002 0.002 0.003 0.039 0.003 0.001 0.002 0.001 0.002
化学産業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.019 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.013 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.002 0.001 0.001 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.003 0.001 0.000 0.000 0.000 0.389 0.000 0.000 0.000 0.010 0.001 0.002 0.001 0.000 0.412 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.011 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.044 0.000 0.000 0.000 0.005 0.002 0.002 0.001 0.001 0.057 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.004 0.001 0.001 0.001 0.001 0.163 0.000 0.000 0.000 0.018 0.004 0.004 0.002 0.002 0.141 0.001 0.001 0.001 0.001 0.004
合計 0.011 0.005 0.003 0.003 0.004 0.662 0.002 0.002 0.002 0.040 0.012 0.011 0.008 0.006 0.693 0.006 0.003 0.005 0.004 0.011
農林水産、鉱業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.013 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.008 0.001 0.000 0.001 0.000
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.011 0.001 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001 0.009 0.001 0.000 0.001 0.001
一般機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.025 0.008 0.008 0.009 0.013 0.003 0.437 0.006 0.004 0.007 0.010 0.013 0.007 0.018 0.002 0.307 0.011 0.005 0.010 0.009
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.005 0.004 0.003 0.005 0.004 0.002 0.066 0.003 0.001 0.003 0.004 0.005 0.003 0.006 0.002 0.063 0.005 0.002 0.003 0.004
電気ガス水道 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.011 0.001 0.000 0.000 0.000
サービス 0.009 0.004 0.004 0.004 0.005 0.002 0.114 0.003 0.001 0.005 0.008 0.010 0.006 0.012 0.004 0.151 0.009 0.004 0.004 0.007
合計 0.043 0.019 0.017 0.021 0.026 0.007 0.659 0.014 0.007 0.017 0.024 0.031 0.019 0.041 0.010 0.559 0.027 0.012 0.019 0.023
農林水産、鉱業 0.002 0.001 0.002 0.001 0.002 0.001 0.002 0.072 0.001 0.007 0.008 0.009 0.004 0.006 0.004 0.005 0.065 0.003 0.001 0.006
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.001 0.001 0.032 0.000 0.003 0.003 0.003 0.001 0.003 0.002 0.002 0.026 0.001 0.001 0.002
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.018 0.000 0.002 0.002 0.002 0.001 0.002 0.001 0.001 0.015 0.001 0.000 0.001
電気機械 0.003 0.001 0.002 0.000 0.002 0.001 0.002 0.318 0.001 0.016 0.017 0.021 0.007 0.010 0.005 0.007 0.222 0.004 0.002 0.011
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.004 0.002 0.003 0.002 0.003 0.002 0.003 0.159 0.001 0.014 0.014 0.018 0.007 0.011 0.007 0.009 0.132 0.005 0.003 0.011
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.020 0.000 0.002 0.002 0.003 0.001 0.002 0.001 0.001 0.019 0.001 0.000 0.002
サービス 0.003 0.002 0.002 0.001 0.002 0.001 0.002 0.105 0.001 0.020 0.022 0.026 0.010 0.015 0.012 0.011 0.157 0.007 0.002 0.015
合計 0.014 0.008 0.011 0.005 0.011 0.007 0.009 0.728 0.005 0.065 0.069 0.083 0.030 0.050 0.033 0.036 0.642 0.022 0.009 0.048
農林水産、鉱業 0.003 0.002 0.003 0.002 0.003 0.001 0.002 0.001 0.010 0.001 0.001 0.002 0.001 0.002 0.000 0.001 0.001 0.008 0.002 0.001
化学産業 0.006 0.006 0.006 0.007 0.008 0.003 0.006 0.003 0.014 0.003 0.004 0.004 0.003 0.011 0.002 0.005 0.002 0.013 0.006 0.004
一般機械 0.007 0.004 0.004 0.003 0.005 0.005 0.003 0.002 0.016 0.003 0.002 0.002 0.004 0.005 0.002 0.002 0.001 0.015 0.004 0.003
電気機械 0.091 0.052 0.071 0.049 0.067 0.009 0.040 0.030 0.479 0.019 0.029 0.033 0.038 0.028 0.005 0.024 0.015 0.386 0.051 0.024
輸送機械 0.002 0.004 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.003 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.002 0.001 0.001
精密機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000
低技術製造業 0.028 0.025 0.028 0.018 0.031 0.007 0.018 0.012 0.101 0.010 0.014 0.022 0.014 0.019 0.005 0.014 0.008 0.096 0.021 0.013
電気ガス水道 0.005 0.004 0.004 0.003 0.004 0.001 0.003 0.002 0.021 0.002 0.003 0.003 0.003 0.003 0.001 0.002 0.001 0.023 0.003 0.002
サービス 0.070 0.049 0.059 0.041 0.060 0.015 0.037 0.025 0.257 0.029 0.039 0.051 0.046 0.051 0.019 0.038 0.022 0.260 0.044 0.037
合計 0.212 0.145 0.176 0.123 0.179 0.043 0.109 0.075 0.903 0.067 0.093 0.117 0.109 0.120 0.037 0.087 0.050 0.805 0.133 0.085
0.170 0.208 0.204 0.219 0.202 0.228 0.128 0.148 0.048 0.123 0.080 0.057 0.049 0.062 0.019 0.061 0.023 0.028 0.173 0.056
0.351 0.489 0.395 0.441 0.454 0.662 0.659 0.728 0.903 0.306 0.398 0.345 0.444 0.479 0.693 0.559 0.642 0.805 0.565 0.519
0.375 0.227 0.289 0.193 0.257 0.078 0.143 0.104 0.024 0.273 0.269 0.323 0.222 0.249 0.110 0.170 0.118 0.064 0.188 0.200














































農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.006 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.014 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.002 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.001 0.002 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001
輸送機械 0.386 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.396 0.000 0.002 0.005 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.016 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.008 0.003 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
電気ガス水道 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.124 0.002 0.002 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.097 0.003 0.001 0.003 0.000 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.001
合計 0.557 0.006 0.004 0.002 0.002 0.002 0.001 0.001 0.000 0.512 0.010 0.005 0.012 0.001 0.004 0.003 0.002 0.001 0.003 0.005
農林水産、鉱業 0.002 0.017 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.002 0.044 0.003 0.002 0.002 0.001 0.002 0.001 0.001 0.001 0.002
化学産業 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.008 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.012 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.002 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.016 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
輸送機械 0.002 0.397 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.122 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.004 0.058 0.001 0.002 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.057 0.003 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
電気ガス水道 0.000 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.012 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.004 0.064 0.001 0.002 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.139 0.003 0.003 0.001 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002
合計 0.016 0.546 0.004 0.008 0.003 0.002 0.002 0.002 0.001 0.010 0.410 0.011 0.008 0.004 0.005 0.004 0.002 0.002 0.005 0.006
農林水産、鉱業 0.001 0.001 0.013 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.003 0.016 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
化学産業 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.009 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.014 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.013 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.001 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.010 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
輸送機械 0.000 0.001 0.301 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.259 0.008 0.000 0.008 0.000 0.000 0.001 0.000 0.003
精密機械 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.002 0.001 0.040 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.005 0.035 0.002 0.001 0.002 0.000 0.000 0.001 0.001 0.002
電気ガス水道 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.012 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.002 0.001 0.107 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.009 0.099 0.008 0.001 0.006 0.001 0.001 0.001 0.001 0.003
合計 0.006 0.003 0.495 0.006 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.005 0.027 0.453 0.022 0.003 0.020 0.002 0.002 0.003 0.003 0.010
農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.043 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.000 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.025 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.190 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.217 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.000 0.000 0.000 0.067 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.031 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.011 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.014 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.000 0.000 0.001 0.113 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.023 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
合計 0.001 0.001 0.002 0.438 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.003 0.007 0.322 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002
農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.001 0.001 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.000 0.000 0.001 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.001 0.002 0.005 0.000 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001
輸送機械 0.000 0.001 0.000 0.002 0.404 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.342 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.002 0.001 0.002 0.003 0.068 0.001 0.001 0.001 0.000 0.002 0.004 0.002 0.003 0.071 0.001 0.001 0.002 0.001 0.002 0.002
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.002 0.002 0.002 0.003 0.115 0.001 0.001 0.002 0.000 0.002 0.006 0.004 0.019 0.153 0.002 0.002 0.003 0.001 0.002 0.005
合計 0.007 0.006 0.007 0.010 0.624 0.004 0.002 0.006 0.002 0.006 0.015 0.009 0.026 0.596 0.004 0.004 0.007 0.003 0.005 0.009
農林水産、鉱業 0.003 0.001 0.001 0.002 0.002 0.034 0.001 0.001 0.001 0.003 0.005 0.002 0.003 0.004 0.029 0.005 0.001 0.003 0.001 0.003
化学産業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.002 0.001 0.000 0.001 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
輸送機械 0.002 0.001 0.000 0.000 0.000 0.486 0.000 0.000 0.000 0.001 0.005 0.004 0.002 0.001 0.501 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.050 0.000 0.000 0.000 0.004 0.005 0.002 0.003 0.001 0.053 0.001 0.000 0.001 0.001 0.002
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.003 0.001 0.001 0.001 0.001 0.108 0.000 0.000 0.000 0.006 0.005 0.003 0.003 0.001 0.099 0.001 0.000 0.001 0.001 0.003
合計 0.011 0.004 0.002 0.003 0.004 0.700 0.003 0.001 0.002 0.018 0.021 0.013 0.012 0.007 0.703 0.007 0.002 0.005 0.004 0.011
農林水産、鉱業 0.001 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.018 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.015 0.001 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.013 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.011 0.001 0.000 0.001 0.001
一般機械 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.022 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.018 0.001 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.001 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.022 0.001 0.000 0.000 0.002 0.001 0.002 0.001 0.000 0.016 0.001 0.001 0.001 0.001
輸送機械 0.002 0.002 0.001 0.008 0.001 0.000 0.420 0.000 0.000 0.000 0.007 0.001 0.001 0.003 0.001 0.317 0.002 0.000 0.002 0.002
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.004 0.002 0.003 0.004 0.002 0.002 0.096 0.003 0.001 0.003 0.007 0.005 0.004 0.003 0.002 0.126 0.004 0.002 0.003 0.004
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.011 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.013 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.002 0.002 0.002 0.004 0.001 0.001 0.133 0.002 0.000 0.002 0.008 0.004 0.005 0.004 0.002 0.153 0.005 0.001 0.002 0.004
合計 0.012 0.008 0.009 0.020 0.005 0.005 0.737 0.008 0.002 0.007 0.027 0.012 0.014 0.013 0.006 0.672 0.015 0.005 0.009 0.012
農林水産、鉱業 0.002 0.001 0.002 0.002 0.002 0.001 0.002 0.066 0.001 0.003 0.006 0.005 0.003 0.004 0.003 0.006 0.076 0.002 0.001 0.004
化学産業 0.001 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.001 0.024 0.000 0.001 0.002 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.021 0.001 0.000 0.001
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.032 0.000 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.029 0.000 0.000 0.001
電気機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.017 0.000 0.001 0.004 0.002 0.004 0.001 0.001 0.002 0.010 0.001 0.000 0.002
輸送機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.359 0.000 0.001 0.001 0.001 0.002 0.002 0.002 0.001 0.300 0.001 0.000 0.001
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.004 0.002 0.003 0.004 0.003 0.001 0.003 0.144 0.001 0.008 0.011 0.010 0.007 0.008 0.005 0.010 0.153 0.004 0.003 0.008
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.022 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.027 0.000 0.000 0.001
サービス 0.002 0.001 0.002 0.002 0.001 0.001 0.002 0.102 0.001 0.007 0.012 0.009 0.008 0.007 0.006 0.009 0.159 0.003 0.001 0.008
合計 0.010 0.005 0.008 0.010 0.008 0.004 0.009 0.768 0.003 0.023 0.039 0.031 0.028 0.024 0.019 0.030 0.775 0.012 0.007 0.026
農林水産、鉱業 0.002 0.003 0.003 0.004 0.002 0.002 0.002 0.001 0.012 0.001 0.002 0.003 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.009 0.002 0.001
化学産業 0.003 0.006 0.006 0.006 0.005 0.003 0.003 0.002 0.016 0.001 0.004 0.005 0.002 0.005 0.002 0.003 0.002 0.013 0.004 0.003
一般機械 0.013 0.005 0.008 0.010 0.003 0.002 0.007 0.004 0.012 0.002 0.004 0.008 0.002 0.003 0.002 0.004 0.002 0.012 0.006 0.003
電気機械 0.009 0.008 0.012 0.011 0.004 0.005 0.007 0.006 0.037 0.002 0.008 0.006 0.020 0.004 0.003 0.006 0.003 0.029 0.008 0.006
輸送機械 0.014 0.073 0.045 0.119 0.021 0.042 0.009 0.006 0.462 0.004 0.030 0.033 0.012 0.023 0.017 0.004 0.005 0.402 0.041 0.016
精密機械 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000
低技術製造業 0.024 0.028 0.033 0.046 0.019 0.019 0.017 0.012 0.124 0.010 0.028 0.040 0.016 0.018 0.011 0.015 0.007 0.118 0.025 0.018
電気ガス水道 0.003 0.004 0.004 0.007 0.002 0.003 0.002 0.001 0.021 0.001 0.003 0.004 0.003 0.002 0.002 0.002 0.001 0.022 0.003 0.002
サービス 0.036 0.060 0.053 0.094 0.027 0.035 0.024 0.017 0.249 0.015 0.053 0.065 0.040 0.038 0.041 0.026 0.014 0.262 0.043 0.037
合計 0.107 0.187 0.165 0.298 0.084 0.111 0.070 0.050 0.934 0.036 0.133 0.165 0.097 0.096 0.078 0.061 0.033 0.869 0.134 0.087
0.089 0.026 0.026 0.030 0.036 0.014 0.042 0.018 0.014 0.155 0.040 0.030 0.062 0.034 0.020 0.033 0.018 0.018 0.033 0.045
0.557 0.546 0.495 0.438 0.624 0.700 0.737 0.768 0.934 0.512 0.410 0.453 0.322 0.596 0.703 0.672 0.775 0.869 0.644 0.590
0.170 0.220 0.201 0.357 0.108 0.130 0.089 0.070 0.011 0.104 0.275 0.254 0.218 0.150 0.136 0.111 0.064 0.030 0.151 0.149














































農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.005 0.001 0.000 0.003 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.001 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000
一般機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.002 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.003 0.008 0.000 0.000 0.003 0.000 0.002 0.001 0.000 0.000 0.002
輸送機械 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.447 0.007 0.002 0.036 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.432 0.005 0.006 0.002 0.000 0.002 0.001 0.001 0.000 0.006 0.002
低技術製造業 0.021 0.002 0.001 0.002 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.006 0.002 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000
電気ガス水道 0.008 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.099 0.004 0.002 0.012 0.002 0.001 0.001 0.000 0.000 0.065 0.005 0.002 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001 0.000 0.003 0.002
合計 0.585 0.014 0.005 0.055 0.005 0.003 0.002 0.002 0.001 0.515 0.021 0.010 0.003 0.006 0.006 0.005 0.004 0.001 0.011 0.007
農林水産、鉱業 0.002 0.008 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.002 0.019 0.003 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001
化学産業 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.002 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.001 0.000 0.000 0.002 0.013 0.001 0.000 0.002 0.000 0.000 0.002 0.000 0.001 0.001
輸送機械 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.002 0.403 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.247 0.005 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
低技術製造業 0.003 0.026 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.022 0.003 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
電気ガス水道 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.003 0.100 0.001 0.001 0.002 0.000 0.001 0.000 0.000 0.005 0.121 0.005 0.001 0.003 0.002 0.001 0.002 0.001 0.001 0.002
合計 0.014 0.556 0.004 0.003 0.007 0.001 0.003 0.002 0.002 0.013 0.437 0.016 0.002 0.008 0.006 0.004 0.005 0.002 0.004 0.007
農林水産、鉱業 0.001 0.000 0.018 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.012 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.005 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.004 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.001 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.003 0.003 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001
輸送機械 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.441 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.369 0.001 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.002 0.001 0.058 0.001 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.027 0.000 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001
電気ガス水道 0.000 0.000 0.011 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.002 0.001 0.154 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.000 0.002 0.005 0.111 0.001 0.001 0.004 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002
合計 0.006 0.002 0.694 0.002 0.003 0.002 0.001 0.001 0.001 0.004 0.015 0.542 0.002 0.004 0.013 0.002 0.003 0.002 0.002 0.006
農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.027 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.000 0.000 0.000 0.027 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.002 0.002 0.000 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.000 0.000 0.000 0.476 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.004 0.756 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
低技術製造業 0.000 0.000 0.000 0.041 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.009 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.000 0.000 0.000 0.048 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.001 0.005 0.002 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.001
合計 0.001 0.000 0.001 0.631 0.002 0.000 0.001 0.000 0.001 0.003 0.005 0.006 0.779 0.004 0.002 0.002 0.002 0.002 0.001 0.003
農林水産、鉱業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.001 0.001 0.001 0.001 0.013 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.001 0.005 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.015 0.000 0.001 0.000 0.000 0.003 0.007 0.001 0.000 0.031 0.000 0.003 0.003 0.002 0.000 0.002
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.001 0.001 0.001 0.000 0.250 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.251 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.003 0.002 0.002 0.003 0.059 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.002 0.002 0.001 0.055 0.001 0.001 0.002 0.001 0.002 0.001
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.011 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.004 0.002 0.002 0.003 0.138 0.001 0.001 0.002 0.001 0.003 0.008 0.002 0.002 0.135 0.001 0.002 0.004 0.002 0.002 0.003
合計 0.010 0.007 0.005 0.008 0.499 0.003 0.003 0.005 0.002 0.008 0.019 0.007 0.004 0.497 0.003 0.007 0.010 0.005 0.006 0.008
農林水産、鉱業 0.002 0.001 0.001 0.002 0.002 0.047 0.001 0.001 0.001 0.002 0.002 0.002 0.001 0.003 0.056 0.004 0.001 0.002 0.001 0.002
化学産業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.012 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.004 0.001 0.000 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.040 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.451 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.381 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
低技術製造業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.070 0.000 0.000 0.000 0.003 0.002 0.002 0.000 0.001 0.095 0.001 0.000 0.001 0.001 0.001
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.011 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.003 0.001 0.001 0.001 0.001 0.175 0.000 0.000 0.000 0.009 0.003 0.002 0.000 0.001 0.137 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002
合計 0.009 0.003 0.002 0.004 0.003 0.764 0.002 0.001 0.002 0.021 0.010 0.008 0.002 0.006 0.741 0.006 0.003 0.004 0.003 0.007
農林水産、鉱業 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.015 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.012 0.000 0.000 0.000 0.000
化学産業 0.001 0.000 0.001 0.003 0.001 0.000 0.012 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001 0.000 0.001 0.000 0.016 0.001 0.000 0.001 0.001
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.001 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000 0.000
電気機械 0.002 0.001 0.000 0.000 0.004 0.000 0.053 0.001 0.002 0.001 0.006 0.001 0.000 0.012 0.000 0.041 0.005 0.002 0.001 0.003
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.002 0.001 0.001 0.000 0.001 0.001 0.428 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.001 0.000 0.299 0.001 0.000 0.001 0.000
低技術製造業 0.003 0.002 0.001 0.002 0.003 0.001 0.072 0.002 0.001 0.002 0.003 0.003 0.001 0.005 0.001 0.090 0.003 0.001 0.002 0.002
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.012 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.012 0.000 0.000 0.000 0.000
サービス 0.003 0.001 0.001 0.002 0.003 0.001 0.170 0.002 0.001 0.002 0.006 0.003 0.001 0.009 0.002 0.190 0.008 0.002 0.002 0.004
合計 0.012 0.006 0.005 0.009 0.013 0.003 0.771 0.008 0.004 0.007 0.018 0.008 0.003 0.029 0.006 0.666 0.019 0.006 0.008 0.012
農林水産、鉱業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.065 0.001 0.004 0.006 0.004 0.001 0.005 0.003 0.004 0.065 0.002 0.001 0.004
化学産業 0.001 0.000 0.001 0.001 0.001 0.000 0.001 0.026 0.000 0.001 0.002 0.001 0.000 0.002 0.001 0.001 0.021 0.001 0.000 0.001
一般機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.021 0.000 0.001 0.002 0.001 0.000 0.001 0.001 0.000 0.016 0.001 0.000 0.001
電気機械 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.001 0.045 0.000 0.003 0.009 0.001 0.001 0.006 0.001 0.002 0.029 0.002 0.000 0.003
輸送機械 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.005 0.000 0.000 0.000
精密機械 0.002 0.001 0.000 0.000 0.001 0.000 0.001 0.340 0.001 0.004 0.003 0.005 0.001 0.003 0.002 0.001 0.278 0.001 0.001 0.002
低技術製造業 0.003 0.002 0.002 0.002 0.003 0.001 0.002 0.142 0.001 0.007 0.010 0.008 0.002 0.010 0.004 0.006 0.119 0.003 0.002 0.006
電気ガス水道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.021 0.000 0.001 0.002 0.001 0.000 0.001 0.001 0.001 0.033 0.000 0.000 0.001
サービス 0.002 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001 0.002 0.106 0.001 0.010 0.015 0.009 0.003 0.012 0.007 0.006 0.167 0.004 0.001 0.008
合計 0.011 0.005 0.005 0.006 0.010 0.003 0.008 0.771 0.004 0.031 0.048 0.032 0.009 0.040 0.020 0.021 0.733 0.013 0.006 0.027
農林水産、鉱業 0.002 0.001 0.001 0.001 0.003 0.000 0.001 0.001 0.009 0.001 0.001 0.002 0.001 0.002 0.001 0.001 0.001 0.007 0.001 0.001
化学産業 0.005 0.003 0.004 0.005 0.009 0.001 0.003 0.002 0.012 0.002 0.003 0.003 0.001 0.007 0.001 0.003 0.002 0.009 0.004 0.003
一般機械 0.003 0.002 0.002 0.003 0.004 0.001 0.002 0.003 0.015 0.002 0.005 0.002 0.001 0.003 0.002 0.001 0.001 0.017 0.002 0.002
電気機械 0.009 0.005 0.004 0.005 0.047 0.001 0.019 0.017 0.044 0.010 0.021 0.007 0.005 0.020 0.003 0.016 0.007 0.071 0.013 0.011
輸送機械 0.001 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 0.004 0.000 0.001 0.001 0.000 0.001 0.006 0.000 0.000 0.003 0.001 0.001
精密機械 0.020 0.019 0.019 0.044 0.017 0.009 0.003 0.005 0.445 0.005 0.002 0.029 0.020 0.005 0.007 0.002 0.002 0.401 0.017 0.009
低技術製造業 0.017 0.016 0.015 0.013 0.028 0.004 0.010 0.011 0.097 0.008 0.014 0.023 0.007 0.020 0.007 0.013 0.006 0.093 0.014 0.012
電気ガス水道 0.002 0.002 0.002 0.003 0.004 0.001 0.002 0.002 0.021 0.001 0.003 0.003 0.001 0.003 0.001 0.002 0.001 0.021 0.002 0.002
サービス 0.033 0.028 0.027 0.044 0.062 0.010 0.022 0.023 0.259 0.022 0.052 0.047 0.025 0.071 0.026 0.034 0.017 0.254 0.031 0.037
合計 0.092 0.078 0.074 0.119 0.174 0.029 0.063 0.063 0.906 0.051 0.103 0.116 0.061 0.132 0.053 0.072 0.036 0.876 0.087 0.078
0.077 0.062 0.027 0.032 0.077 0.015 0.036 0.022 0.026 0.113 0.084 0.055 0.029 0.063 0.022 0.045 0.017 0.017 0.042 0.049
0.585 0.556 0.694 0.631 0.499 0.764 0.771 0.771 0.906 0.515 0.437 0.542 0.779 0.497 0.741 0.666 0.733 0.876 0.686 0.643
0.155 0.116 0.101 0.206 0.217 0.045 0.084 0.082 0.017 0.137 0.239 0.203 0.085 0.231 0.108 0.117 0.082 0.035 0.114 0.138












































値流入が最も多い 3 カ国・地域を示す。 
注 2：地色が青色の部分は付加価値国産率を示す。 
注 3：地色が赤色の部分は 1995 年と比べ 2005 に数値が低下した付加価値誘発係数を示す。 
 
 















と定義され、Antràs and Chor（2013）の上流度指数や Fally（2012）の上流度指数と同じ値である
ことを示した。 
本節の構成は次のようになっている。3.1 では上流度指数分析に関する先行研究をレビューする。







Antràs et al.（2012）は 2002 年の米国の国内産業連関表と 2005 年の OECD-STAN データベース
を用いて EU16 カ国の産業について上流度指数を計算し、各国の産業における順位相関係数が正






係があることを示した。Miller and Temurshoev（2013）は 1995 年から 2011 年までの World 






じた。Ito and Veniza（2015）は 1990 年から 2005 年までのアジア国際産業連関表を用いて製造業
の上流度指数を計測し、生産段階と付加価値に関するスマイルカーブ曲線 36が有効であることを












Antràs et al.（2012）によれば、𝑖𝑖 ∈ {1,2,3, … ,𝑁𝑁}、𝑁𝑁数の産業が存在する閉鎖的な経済を仮定する
と、𝑖𝑖産業の生産物の一部は、最終財として消費者によって使われ、残りの一部は中間財として𝑗𝑗産
業によって使われる。これは式 2-3-1 のように表すことができる。𝑌𝑌𝑖𝑖は𝑖𝑖産業の総算出で、𝐹𝐹𝑖𝑖は𝑖𝑖 産
業に対する最終需要、𝑍𝑍𝑖𝑖は𝑖𝑖 産業に対する中間需要を意味する。また、𝑖𝑖産業の生産物が中間財と
して、𝑗𝑗産業だけに使われると仮定すると、式 2-3-2 のように示される。ここで𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖は𝑗𝑗産業が 1 ドル





𝑌𝑌𝑖𝑖 = 𝐹𝐹𝑖𝑖 + 𝑍𝑍𝑖𝑖                        （2- 3- 1） 
                                                        
36 生産段階と付加価値の関係が U 字カーブの関係であることを意味する。 
34 
 
𝑌𝑌𝑖𝑖 = 𝐹𝐹𝑖𝑖 + �𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑌𝑌𝑖𝑖𝑁𝑁
𝑖𝑖=1






� ,  𝐹𝐹���⃗ ≔ �𝐹𝐹1⋮
𝐹𝐹𝑛𝑛
� ,  𝑌𝑌���⃗ ≔ �𝑌𝑌1⋮
𝑌𝑌𝑛𝑛


























⎤ .            （2- 3- 4） 
 
次に、式 2-3-2 における𝑖𝑖産業と𝑗𝑗産業について、多数の産業が存在する生産ネットワークを想定
すると、式 2-3-2 は式 2-3-5 になる。式 2-3-5 右辺の第 1 項は𝑖𝑖産業に対する直接的な最終需要、第
2 項は𝑖𝑖産業に対する𝑗𝑗産業の中間需要、第 3 項は𝑖𝑖産業に対する𝑘𝑘産業を経由した𝑗𝑗産業の間接的な
中間需要を示す。 
 












      （2- 3- 5） 
 
Antràs and Chor（2013）は式 2-3-5 から次のように上流度を計算する。𝑖𝑖産業の生産物が最終財の
生産から離れている距離（生産段階）に各 1 を加え、式 2-3-5 の各項に掛け、𝑖𝑖産業の総算出で割
る。この過程を式で表すと式 2-3-6 になる。 
 
𝑈𝑈𝑖𝑖 = 1 × 𝐹𝐹𝑖𝑖𝑌𝑌𝑖𝑖 + 2 × ∑ 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝐹𝐹𝑖𝑖𝑁𝑁𝑖𝑖=1𝑌𝑌𝑖𝑖 + 3 × ∑ ∑ 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑘𝑘𝑑𝑑𝑘𝑘𝑖𝑖𝐹𝐹𝑖𝑖𝑁𝑁𝑘𝑘=1𝑁𝑁𝑖𝑖=1 𝑌𝑌𝑖𝑖 + 4 × ∑ ∑ ∑ 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑘𝑘𝑑𝑑𝑘𝑘𝑘𝑘𝑑𝑑𝑘𝑘𝑖𝑖𝐹𝐹𝑖𝑖𝑁𝑁𝑘𝑘=1𝑁𝑁𝑘𝑘=1𝑁𝑁𝑖𝑖=1 𝑌𝑌𝑖𝑖 + ⋯ 
（2- 3- 6） 
上流度ベクトルを𝑈𝑈�⃗ = (𝑈𝑈1,⋯ ,𝑈𝑈𝑛𝑛)とすると、式 2-3-3と式 2-3-4の行列表記から式 2-3-6は式 2-3-7
に表現できる。式 2-3-7 の両辺に[𝐼𝐼 − 𝐷𝐷]𝐴𝐴を乗じると式 2-3-8 になり、上流度ベクトル𝑈𝑈�⃗ は式 2-3-9
のように変形され、Antràs et al.（2012）における上流度指数の計算式となる。 
 
𝑈𝑈�⃗ = 𝐴𝐴−1 ∙ [𝐼𝐼 + 2𝐷𝐷 + 3𝐷𝐷2 + ⋯ ] ∙ ?⃗?𝐹            （2- 3- 7） [𝐼𝐼 − 𝐷𝐷] ∙ 𝐴𝐴 ∙ 𝑈𝑈�⃗ = [𝐼𝐼 + 𝐷𝐷 + 𝐷𝐷2 + ⋯ ] ∙ ?⃗?𝐹 = [𝐼𝐼 − 𝐷𝐷]−1 ∙ ?⃗?𝐹            （2- 3- 8） 
𝑈𝑈�⃗ = 𝐴𝐴−1 ∙ [𝐼𝐼 − 𝐷𝐷]−2 ∙ ?⃗?𝐹               （2- 3- 9）  
 
𝑈𝑈𝑖𝑖の最小値は 1 になる。𝑖𝑖産業の生産がすべて最終財として消費されると仮定すれば、式 2-3-6









第 2 章 2 節の付加価値流出入分析と同様に、分析対象は日本、韓国、中国、台湾、シンガポー
ル、マレーシア、インドネシア、タイ、フィリピンの東アジア 9 カ国・地域における機械産業で
ある。使用するデータは 1990 年、1995 年、2000 年、2005 年のアジア国際産業連関表（Asian 
International Input-Output Table）であり、4 時点のデータを比較できるよう各年の産業分類は 2005
年のアジア国際産業連関表を基準として統一する作業を行い、また、全産業を機械産業をはじめ









についての標準偏差は、1990 年には 0.778 であったが、1995 年には 0.859、2000 年には 0.871、2005
年には 0.993 に上昇し、上流度指数の上昇とともに産業間の差も拡大してきた。 
 
表 2-6 上流度指数の基本統計量（全産業） 
年度 1990 1995 2000 2005 
平均 3.248 3.457 3.675 3.950 
標準偏差 0.778 0.859 0.871 0.993 
最小 1.351 1.880 2.111 2.011 
最大 5.221 5.647 5.742 6.252 
出所：アジア国際産業連関表より筆者作成 
 
表 2-7 には 9 分類した産業別の上流度指数の平均値と増減率が示されている。最も上流度指数
が高い産業は「一般機械」で、全期間にわたり他産業より上流度指数が高く、2005 年には 4.974
に達した。2 番目に上流度指数が高い産業は「化学」であり、2000 年には一時的に「電気機械」




のほうが高くなったが、2005 年には大幅に上昇し 4.778 となった。3 番目に上流度指数が高い産





とを唯一の例外として、すべての産業において 1995 年・2000 年・2005 年すべての時点において
継続的に上昇した。とりわけ上昇率が大きかったのは、2005 年における化学、1995 年と 2000 年






表 2-7 上流度指数の平均値と増減率（産業別） 
 
上流度平均値 増減率（%） 
1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 1995 年 2000 年 2005 年 
農林水産業、鉱業 3.247  3.242  3.427  3.749  -0.17  5.72  9.39  
化学 3.799  3.991  4.162  4.778  5.04  4.29  14.80  
一般機械 4.258  4.455  4.766  4.974  4.62  6.99  4.37  
電気機械 3.340  3.771  4.216  4.302  12.93  11.78  2.04  
輸送機械 2.821  3.040  3.197  3.237  7.77  5.16  1.25  
精密機械 2.646  2.915  3.207  3.711  10.15  10.03  15.71  
低技術製造業 3.123  3.286  3.431  3.861  5.21  4.42  12.53  
電気・ガス・水道、建設 3.373  3.611  3.712  3.910  7.06  2.79  5.34  







ける 1990 年・1995 年・2000 年・2005 年という 4 時点の上流度指数を示した。 
                                                        





均値が持続的に上昇し、1990 年 4.258 から 2005 年には 4.974 に達している。一方、標準偏差値に








水準は 2005 年時点では一般機械と化学に次いで高く、その推移は 1990 年の 3.340 から 1995 年と
2000 年に急速に上昇し、2005 年の 4.302 に達している。その一方で標準偏差は比較的小さく、各
国・地域間の差が小さい。電気機械において上流度指数が最も高かった国は、1990 年時点では日
本であったが、1995 年および 2000 年の時点ではシンガポールとなり、さらに 2005 年の時点では
フィリピンとなっている。2005 年時点においてはインドネシア以外の国・地域の上流度指数はい
ずれも 4 以上かつ 5 以下という比較的に高水準な範囲に稠密に分布している。また、1990 年時点
と比べてインドネシア以外の ASEAN 諸国の向上が顕著であり、電気機械における ASEAN 諸国の
キャッチアップが確認できる。 
機械産業のうち輸送機械について分析する。輸送機械についての上流度指数の平均値において、
水準は総じて他産業より低いものの、その推移は 1990 年の 2.821 から 2005 年の 3.237 へ上昇して
いる。ただし、標準偏差は 1990 年時点で 0.845 ともともと比較的大きかったうえ、2005 年には
1.130 にまで拡大上昇し、各国・地域間の差は大きくなっている。輸送機械において上流度指数が
最も高かった国は、2005 年の時点において前述の一般機械と同様に中国である。総じて上流には




いる。精密機械において上流度指数が最も高かった国は、1990 年時点および 2000 年時点には中
国であったが、2005 年時点では韓国となった。そのほか上流指数が高いのは日本やシンガポール
である。なお 2000 年時点までは最も下流に位置していたフィリピンは 2005 年時点で急上昇を遂
げている。フィリピンの急上昇の背景には、電気・精密機械における日本企業からの海外直接投
資がある 40。日本企業による進出が活発になされたことにより、フィリピンにおいて電気・精密











ドネシアの低い中間財輸出が取り上げられる。図 2-3 には電気機械における 2005 年 ASEAN 諸国
の域内中間財輸出額と総生産に占めるその割合が示されている。インドネシアの中間財輸出額は
33 億ドルであり、ASEAN5 のうち最も少なく、次に輸出額が少ないプィリピン（114 億ドル）の
29%にすぎない。総生産に占める中間財輸出の割合においても、インドネシアは 16%であり、30%
以上のほかの ASEAN 諸国に比べて低い水準である。しかし、インドネシアの国内最終財需要が






図 2-2 機械産業における上流度指数 








図 2-3 電気機械産業における ASEAN 諸国の域内中間財輸出（2005 年） 
 
次に、上流度指数と第 2 章第 2 節の付加価値流出入分析で前述した付加価値国産化率や付加価




年とも正の相関関係が看取されるが、電気機械においては 1995 年・2005 年とも負の相関関係が
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付加価値国産化率が ASEAN 諸国の付加価値国産化率より高かった。 
その一方で、1995 年と比べ 2005 年の東アジア地域の機械産業における内生部門 9 カ国の付加
価値国産化率は総じて低下しており、機械産業の分業化が深化したことが明らかになった。その
うち最も付加価値国産化率が低い産業は電気機械であり、電気機械が東アジア域内分業の中心で
あることがわかった。1995 年と比べ 2005 年に低下した付加価値国産化率は、東アジアの域内と
域外に分配されたが、域外より域内へ流出される国・地域が多く、1995 年と比べ 2005 年に東ア
ジア生産ネットワークはさらに深化したことが明らかになった。このような東アジア生産ネット
ワークの深化には、かねて東アジア地域において最大の付加価値流入国であった日本の企業が寄













特に 1990 年と比べて ASEAN 諸国の上流度指数の向上が顕著であり、ASEAN 諸国によるキャッ










第 3章 東アジア生産ネットワークの決定要因 
 











らかにする。第 5 節では第 3 章の内容についてまとめる。 
 
 























て、記述的な分析を行う。図 3-1 には UN Comtrade Database のデータを用い、東アジア地域の機
械産業における 1992 年から 2015 年までの貿易パターンの推移を示した。産業としては機械産業
の全体および一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械について示し、それぞれについて左列は
完成品および部品の合計、右列は部品について示している。NCIIT とは、産業間貿易である OWT
（One-Way Trade、一方向貿易）ではない、双方向的な IIT（Intra-Industry Trade、産業内貿易）に
分類された貿易のうち、貿易統計に数量についての情報がないため単位価額を算出できず、単位
価額の乖離の大小による VIIT（Vertical Intra-Industry Trade、垂直的産業内貿易）または HIIT
（Horizontal Intra-Industry Trade、水平的産業内貿易）への分類ができない産業内貿易である 43。 
まず、機械産業全体について分析する。 
機械産業全体の完成品および部品の合計における OWT と IIT の比重の推移については、1990
年代には OWT の比重が低下し IIT の比重が上昇し、その後 2000 年代に入ると OWT の比重が上
昇し IIT の比重は低下するという逆転現象がみられたものの、2014 年・2015 年には再び OWT の
比重が低下し IIT の比重が上昇している。IIT のうち VIIT と HIIT の比重については、1990 年代に
おける NCIIT は VIIT であったと推測するなら、全期間にわたり VIIT が高い比重を占め、HIIT は
10%前後程度で推移してきたといえる。そのため前述したような IIT の比重の推移は VIIT の比重
の推移が主因であったといえる。 
機械産業全体のうち部品については、完成品および部品の合計と時系列的にはほぼ同様な比重
の推移がみられるものの、完成品および部品の合計よりも IIT の比重が大きく、IIT は 2012 年と




年ごろから OWT と IIT の比重の増減の傾向が一変するという逆転現象がみられた。これは東アジ
ア域内貿易への中国による寄与度の増大が主因と考えられる。図 3-2 には東アジアの機械産業に
おける部品の OWT と IIT の比重の推移、うち日本・中国の寄与度が示されている。図 3-2 の左側
の図において東アジア域内における OWT の比重の推移をみると、1990 年代は日本の OWT と同
様に比重が低下傾向となっていたが、2000 年以降には、日本の OWT の比重は引き続き低下傾向
であったにもかかわらず、中国の OWT と同様に比重が増加傾向へと転じている。その一方で、
図 3-2 の右側の図において東アジア域内における IIT の比重の増減の推移をみると、1990 年代か
ら 2000 年代後半までには日本と同様の傾向であり、2000 年代後半から中国と同様の傾向となっ
ていた。OWT と IIT を合わせた全体貿易の中で占める日本と中国の比重を比較すると、1992 年時
点では日本 57.94%、中国 20.77%と日本の比重が圧倒的に大きかったが、2015 年時点では日本
22.70%、中国 65.28%と逆に中国の比重が圧倒的となっており、中国の推移が東アジア地域の推移
へ及ぼす影響が大きくなっている。 
                                                        





出所：UN Comtrade Database （via WITS）より筆者作成 




出所：UN Comtrade Database （via WITS）より筆者作成 
図 3-2 東アジア機械産業における部品の OWT と IIT の比重の推移、うち日本・中国の寄与 
 
次は、図 3-1 に戻り、機械産業を一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械の 4 つの産業に分
けて、貿易パターン指数の変化を調べる。 
一般機械における完成品および部品の合計については、OWT の比重と IIT の比重は、機械産業
全体と同様に 2000 年前後に増減の傾向が一変している。IIT のうち VIIT の比重と HIIT の比重で
は VIIT が HIIT より大きく、2000 年には一時的に HIIT の比重が高まったものの、IIT の殆どが
VIIT で構成されている。 
一般機械における部品では、一般機械における完成品および部品の合計よりも IIT の比重が大
きく、特に VIIT が大きな比重を占めている。そのため多くの時点において VIIT の比重が OWT
の比重より大きくなっており、一般機械における部品では VIIT が東アジア域内貿易の中心となっ
ている。 
電気機械における完成品と部品の合計においても、OWT の比重と IIT の比重の増減の傾向は、
機械産業全体や一般機械における完成品および部品の合計と同様な推移となっている。機械産業
全体や一般機械における完成品および部品との相違点として、2009 年までにわたり IIT の比重が
OWT の比重よりも水準が高かったことを挙げられるものの、IIT のうち VIIT の比重は 2000 年代
には総じて低下傾向で、HIIT も 2003 年をピークとして総じて低下傾向にあるため、2010 年以降









ての貿易の金額が大きいためである。1990 年代後半に OWT の比重がやや低下し、その分だけ IIT
の比重がやや上昇したものの、2000 年代以降も OWT が約 80%の比重を占めている。IIT のうち
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HIIT の比重は 2004 年まで一時的に上昇したもののその後は低下し、VIIT の比重も低水準での横
ばい推移となっている。 
輸送機械における部品については、完成品および部品の合計とは異なり、1990 年後半以降の
OWT の比重の低下と VIIT の比重の上昇が著しい。この現象は VIIT 貿易額の増加より OWT 貿易
額の減少から起因するもので、OWT において 1998 年の貿易額は 1997 年の貿易額の 1/3 に減少し
た。この原因は日本の自動車産業にあり、日本の対タイ、対インドネシア、対マレーシアとの OWT
貿易額が大きく減少したことがその背景である。一方、近年では OWT の比重と IIT の比重はほぼ
同水準となっている。IIT のうち、2004 年に一時的に HIIT の比重が VIIT の比重より大きかった
ことを除けば、すべての時点において VIIT の比重が HIIT の比重より大きくなっている。 
精密機械における完成品および部品の合計については、輸送機械における完成品および部品の
合計と同様に OWT が IIT よりかなり高かったものの、2010 年になると OWT の比重は急激に低下
し、その分だけ IIT の比重が上昇し、そのうち HIIT の比重が上昇した。IIT のうち、1990 年代に
低下した NCIIT が VIIT であったと推測すると、VIIT は長期にわたり総じて減少傾向にあったと
推測される一方で、HIIT は 2010 年になると OWT を代替する形で急速に水準が上昇した。このよ
うな急激な変化の原因は、中国と韓国の貿易パターンの変化にあり、2009 年まで OWT が中心で
あった中国と韓国の精密機械貿易が 2010 年 HIIT に変わり、域内貿易パターンへ大きい影響を与
えた 44。 
精密機械における部品については、1990年代から大きな変化がみられ、1990年代におけるNCIIT
が VIIT であったと推測すると、1990 年代には VIIT が中心であったと推測できるのだが、2000 年
代なると OWT の比重が急激に上昇し、その後 2010 年代に入ると今度は HIIT が中心となった。 
上記の分析結果をまとめると以下のようになる。 
比重の増減の推移については、機械産業のうち精密機械では 2010 年代に VIIT から HIIT への移
行がみられるものの、機械産業全体や精密機械以外の分野では 2000 年代において VIIT の比重の
低下を OWT の比重の上昇が代替した。 
ただし比重の水準については、2000 年代以降も総じて VIIT は OWT と併存しつつ引き続き高い
比重を占めているといえる。特に東アジア生産ネットワークを主導してきた電気機械における部












ジア生産ネットワークの特徴である VIIT の比重が 2000 年代にかけて低下していた。しかしなが




















Falvey（1981）や Falvey and Kierzkowski（1987）によると、垂直的産業内貿易に影響を与える
要因は次のとおりである。 
第 1 に、国々の要素賦存の差が大きいほど、垂直的産業内貿易は増加する。 
第 2 に、経済規模の差が大きいほど、垂直的産業内貿易は増加する。 
第 3 に、経済規模が大きければ差別化された財の生産者は「規模の経済」を実現でき、垂直的
産業内貿易が増加する。 




産業内貿易について計測した研究の嚆矢として Grubel and Lloyd（1975）がある。Grubel and Lloyd
（1975）は式 3-2-1 のような産業内貿易指数（G-L 指数）を考案し、産業内貿易についての指標を
提示した。 
ここで、𝐺𝐺𝐺𝐺𝑖𝑖𝑘𝑘は i 国 k 産業の産業内貿易指数であり、𝑋𝑋𝑖𝑖𝑘𝑘は i 国 k 産業の輸出額、𝑀𝑀𝑖𝑖𝑘𝑘は i 国 k 産




が 1 に近いほど輸出額と輸入額が等しい産業内貿易となる。 
 
𝐺𝐺𝐺𝐺𝑖𝑖𝑘𝑘 = (𝑋𝑋𝑖𝑖𝑘𝑘 + 𝑀𝑀𝑖𝑖𝑘𝑘) − |𝑋𝑋𝑖𝑖𝑘𝑘 − 𝑀𝑀𝑖𝑖𝑘𝑘|(𝑋𝑋𝑖𝑖𝑘𝑘 + 𝑀𝑀𝑖𝑖𝑘𝑘) = 1 − |𝑋𝑋𝑖𝑖𝑘𝑘 − 𝑀𝑀𝑖𝑖𝑘𝑘|(𝑋𝑋𝑖𝑖𝑘𝑘 + 𝑀𝑀𝑖𝑖𝑘𝑘)                               （3- 2- 1） 
 
Grubel and Lloyd（1975）以降、多様な計測方法が考案され、産業内貿易に関する研究が進んで










Clark and Stanley（1999）は南北貿易のモデルから 1970 年から 1992 年までの米国と発展途上国と
の間の貿易について分析し、IIT は発展途上国の経済規模や発展途上国の貿易志向性とは正の関係
であり、1人当たりGDPの差や地理的な距離、貿易不均衡とは負の関係であることを示した。Blanes 
and Martin（2000）は 1988 年から 1995 年までのスペインとポルトガルの貿易について分析し、VIIT
は経済規模の差や 1 人当たり GDP の差、2 国間の距離とは負の関係であり、海外直接投資とは正
の関係であることを示した。Ekanayake（2001）は 1996 年から 1998 年までのメキシコの貿易につ
いて分析し、IIT は経済規模や 1 人当たり GDP の平均、貿易志向性とは正の関係であり、経済規
模の差や 1 人当たり GDP の差、貿易不均衡とは負の関係であり、地域統合とは関連性を持たない
ことを示した。深尾他（2003）は 1988 年から 2000 年までの日本の電子機械産業の貿易について
分析し、VIIT が 1 人当たり GDP の差や 2 国間の距離とは負の関係であり、海外直接投資とは正
の関係であることを示した。Sotomayor（2012）は 1994 年から 2006 年までのメキシコと NAFTA
の貿易について分析し、経済の規模や 1 人当たり GDP の差、海外直接投資、R&D が IIT と VIIT
にプラスの影響を与えたことを示した。 
次に、ある地域について分析している先行研究は、次のとおりである。 
Fontagné and Freudenberg（2002）は 1980 年から 1999 年までの EU11 カ国の貿易について分析し、
VIIT が貿易相手国の経済規模や経済規模の差、1 人当たり GDP の平均、1 人当たり GDP の差と
正の関係であることを示した。Montout et al.（2002）は 1990 年代の NAFTA における自動車産業
について分析し、VIIT が貿易相手国の経済規模や経済統合（NAFTA）とは正の関係であり、経済
規模の差や 1 人当たり GDP の差、2 国間の距離とは負の関係であることを示した。Ito and Umemoto
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（2004）は 1996 年から 2001 年までの ASEAN4 について分析し、VIIT が市場規模の拡大とは正の
関係であり、経済規模の差、1 人当たり GDP の平均、1 人当たり GDP の差、2 国間の距離とは負
の関係であり、地域統合（AFTA）とは関連性がないことを示した。Thorpe and Zang（2005）は 1970
年から 1996 年までの東アジア 10 カ国の貿易について分析し、VIIT が規模の経済、経済規模の差、
1 人当たり GDP の平均、為替とは正の関係であり、1 人当たり GDP の差、2 国間の距離とは負の
関係であり、貿易開放や貿易不均衡とは関連性がないことを示した。Sawyer et al.（2010）は 2003
年のアジア 22 カ国の IIT について分析し、IIT が R&D とは正の関係であり、経済規模の差、2 国
間の距離とは負の関係であることを示した。 
これらの実証分析の結果を VIIT を中心にまとめると、VIIT が 2 国の経済規模、経済規模の差、
1 人当たり GDP の平均、貿易志向性、海外直接投資、研究開発とは正の関係であり、2 国間の距









第 1 に、東アジア地域の 10 カ国における貿易データを生産段階ごとに分けることにより、先行
研究ではデータの制約のため殆どなされていなかった、東アジア地域の全体における貿易パター
ンの決定要因の分析を行う 45。 
                                                        






























IIT VIIT IIT VIIT IIT VIIT IIT VIIT VIIT VIIT IIT IITVIIT
経済規模 正 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
経済規模の差
IIT：負
VIIT：正 － － ＋ － － ＋ －
一人当たりGDP平均 正 ＋ ＋ ＋ no effect
一人当たりGDP差 混在 － － － ＋ － － － － ＋
距離 負 － － － － － － － －
貿易志向性 正 ＋ ＋ no effect
貿易不均衡 負 － － no effect
海外直接投資 正 ＋ ＋ no effect ＋
研究開発 正 ＋ ＋
自由貿易協定 不明 no effect ＋ no effect















期間 1970-1992 1988-1995 1996-1998 1980-1994 1992-1999 1988-2000 1996-2001 1970-1996 2003 1994-2006
分析方法
Probit
Tobit OLS Logit,OLS OLS
OLS
固定効果
IV, OLS Tobit Tobit Tobit NLS,GLM
















第 2 節の推定モデルは、 Ito and Umemoto（2004）、 Thorpe and Zang（2005）、 Sawyer et al.（2010）
の推定式に沿って定式化し、推定の手法としてはトービット・モデルを用いる。 
産業内貿易についての実証分析における推定の手法としては、1990 年代までは OLS（Ordinary 
Least Squares regression、最小 2 乗回帰）の手法が多く用いられていたものの、産業内貿易分析の











∗ = 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽𝑥𝑥𝑖𝑖 + 𝑒𝑒𝑖𝑖 
𝑦𝑦𝑖𝑖
∗ =  𝑦𝑦𝑖𝑖∗,    0 < 𝑦𝑦𝑖𝑖∗ < 1 の場合 
𝑦𝑦𝑖𝑖
∗ =  0,   𝑦𝑦𝑖𝑖∗ ≤ 0 の場合 
𝑦𝑦𝑖𝑖
∗ =  1,   𝑦𝑦𝑖𝑖∗ ≥ 1 の場合 
 （3- 2- 2） 




46 Torpe and Zang（2005）242 頁。 
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基本分析モデルは式 3-2-3 のとおりであり、産業ダミーの𝛾𝛾を加えて産業の効果を固定する。 
 
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖
∗ = 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽4𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽5𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖−1+ 𝛽𝛽6𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝐼𝐼𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽7𝑀𝑀𝐴𝐴𝑁𝑁𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽8𝑙𝑙𝐼𝐼𝑀𝑀𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽9𝐹𝐹𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛾𝛾 + 𝑒𝑒                           （3- 2- 3） 
 
被説明変数の𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖
∗ は t 年 i 国と j 国 k 産業における産業内貿易の IIT、VIIT、HIIT である。なお
本節では機械部品産業の垂直的産業内貿易を東アジア生産ネットワークの代理変数と仮定したう
えで分析するため、分析結果は垂直的産業内貿易の指標である VIIT を中心に論じる。 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 i 国と j 国における実質 GDP の平均値であり、2 国の経済規模を示す。𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖
は t 年 i 国と j 国における実質 GDP の差であり、2 国間の経済規模の差を示す。𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年
i 国と j 国における 1 人当たり実質 GDP の平均値であり、2 国の所得水準を示す。𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は t
年 i 国と j 国における 1 人当たり実質 GDP の差であり、2 国間の所得水準の差を示す。𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖−1は
t-1 年 i 国から j 国への海外直接投資についてのストックである。𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝐼𝐼𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖は i 国と j 国の 2 国間に
おける地理的な距離を示す。𝑀𝑀𝐴𝐴𝑁𝑁𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 j 国における製造業の輸出比率であり、j 国の経済発展
の水準を示す。𝑙𝑙𝐼𝐼𝑀𝑀𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 i 国と j 国の 2 国間における貿易不均衡を示す。𝐹𝐹𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 i 国と





のように閾値に基づく貿易パターン指数を採用する。計測には以下の 3 段階が必要である。 
第 1 の段階では、式 3-2-4 のように品目 j について輸出額と輸入額の比率を計算し、比率が 0.1
以下である場合は OWT に分類し、0.1 より大きい場合は IIT に分類する。第 2 の段階では式 3-2-4
で IIT に分類された品目 j について、式 3-2-5 のように貿易パターンが VIIT か HIIT かを輸出単価
と輸入単価の比率を用いて分類する。ここで 0.25 は輸出入単価の比率の閾値を示しており、その
閾値により品目 j は VIIT と HIIT に分類される。第 3 段階の式 3-2-6 において貿易パターン n は
OWT、VIIT、HIIT を意味する。閾値に基づく貿易パターン指数 S はある産業の総輸出・輸入のう








𝑀𝑀𝑎𝑎𝑥𝑥�𝑋𝑋𝑘𝑘𝑖𝑖 ,𝑀𝑀𝑘𝑘𝑖𝑖� ≤ 0.1                 （3- 2- 4） 
53 
 
             𝑋𝑋𝑘𝑘𝑖𝑖＝k 国 j 品目の輸出額、𝑀𝑀𝑘𝑘𝑖𝑖＝k 国 j 品目の輸入額 
 11.25 ≤ 𝑙𝑙𝑘𝑘𝑖𝑖𝑋𝑋𝑙𝑙𝑘𝑘𝑖𝑖𝑀𝑀 ≤ 1.25                       （3- 2- 5） 
    𝑙𝑙𝑘𝑘𝑖𝑖
𝑋𝑋＝𝑘𝑘国𝑗𝑗品目の輸出単価、𝑙𝑙𝑘𝑘𝑖𝑖
𝑀𝑀＝k 国 j 品目の輸入単価 
 
𝑙𝑙(𝑖𝑖)𝑛𝑛 = � (𝑋𝑋𝑘𝑘𝑖𝑖𝑛𝑛 + 𝑀𝑀𝑘𝑘𝑖𝑖𝑛𝑛 )
𝑖𝑖
/� (𝑋𝑋𝑘𝑘𝑖𝑖 + 𝑀𝑀𝑘𝑘𝑖𝑖)
𝑖𝑖




𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖 + 𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖2 �                        （3- 2- 7） 
 








𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1 + 𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑤𝑤) + (1 − 𝑤𝑤)𝑙𝑙𝑙𝑙(1 − 𝑤𝑤)𝑙𝑙𝑙𝑙2 、    𝑤𝑤 = 𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖 + 𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖                       （3- 2- 8） 
経済規模の差については、式 3-2-8 のように多くの先行研究 47で採用した Balassa and Bauwens
（1988）の方法を採択する。この測定法は 0 から 1 の値となり、貿易相手国の経済規模に左右さ
れる絶対値の GDP の差より望ましいと言われている。伝統的に経済規模の差は類似な商品の産業




③1 人当たり GDP の平均 
      𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖＝𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖 + 𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖2 �                         (3- 2- 9) 
                                                        









④1 人当たり GDP の差 
  𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑙𝑙𝑙𝑙|𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖 − 𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖|                       (3- 2- 10) 
 
 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷は両国の 1 人当たり GDP の差の絶対値の対数をとったもので、Linder（1961）による
需要面では、両国の所得水準が類似で消費者の好みが似ている場合、両国において同時に消費者
を満足させる製品がより多く作られる。つまり両国の所得水準の差が小さい場合、貿易商品の構






優位によって決定される。したがって、GDPPD は VIIT に正の影響を与えると期待する。 
 
⑤海外直接投資 
  𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖𝑜𝑜𝑜𝑜𝑖𝑖𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜�                       (3- 2- 11) 
 
 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖は j 国に向かう i 国の FDI ストックの対数をとったもので、FDI が産業内貿易に影響を
与えるには時間がかかるため、同時性問題を回避するために 1 期のラグをとる。FDI と産業内貿
易の関係については理論的にはまだ明確ではないものの、多くの先行研究では FDI と産業内貿易






FDI と HIIT の関係も FDI の目的と貿易相手国の輸出構造によって左右される。本論文では東アジ
ア地域で行われる機械産業の FDI を安い賃金が進出の主な目的である垂直的 FDI と仮定している











響を受ける。期待される効果は VIIT、HIIT 両方とも負の関係である。 
 
⑦製造業製品の輸出比率 






れる貿易パターンである。したがって、MANU は VIIT、HIIT に正の影響を与えると期待する。 
 
⑧貿易不均衡 
𝑙𝑙𝐼𝐼𝑀𝑀𝐵𝐵𝑖𝑖 = �𝑋𝑋𝑖𝑖 − 𝑀𝑀𝑖𝑖�𝑋𝑋𝑖𝑖 + 𝑀𝑀𝑖𝑖                             (3- 2- 14) 
 
𝑙𝑙𝐼𝐼𝑀𝑀𝐵𝐵は相手国の貿易不均衡を示したもので、𝑋𝑋𝑖𝑖は j 国の輸出、𝑀𝑀𝑖𝑖は j 国の輸入を示す。Clark and 
Stanley（1999）は IIT の実証分析において貿易相手との貿易不均衡が大きくなるほど、係数が小




 FTA 変数は、両国における FTA 締結有無のダミー変数であり、締結された年からは 1、締結
される前の年はすべて 0 に設定する。理論的に関税の引下げと非関税障壁の撤廃は生産の特化と
規模の経済を促進し、IIT に正の影響を与えると期待される。たとえば、Balassa and Bauwens（1987）
において NAFTA のような地域統合への参加は IIT と正の関係であった。しかし、東アジアを対象
にした先行研究では有意な結果を得られなかった。これは東アジアを分析した先行研究が 1990 年
代を分析対象にしたいたためである。付録Ⅰにおいて確認できるように東アジア地域の FTA は、
AFTA を除くと 2000 年代以降活発になった。したがって FTA が活発になった 2000 年代を分析期
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間に含めて推定すると、FTA は VIIT や HIIT に正の影響を与えると考えられる。 
以上これらの議論を踏まえ、東アジア地域における VIIT の決定要因について次のように 9 つの
仮説を提起する。 
 
仮説 1）両国の経済規模が大きいほど、VIIT の割合は高くなる。 
仮説 2）両国の経済規模の差が大きいほど、VIIT の割合は小さくなる。 
仮説 3）両国の所得水準が高いほど、VIIT の割合は高くなる。 
仮説 4）両国の所得水準の差が大きいほど、VIIT の割合は高くなる。 
仮説 5）貿易相手国へ FDI が増えるほど、VIIT の割合も高くなる。 
仮説 6）2 国間の地理的な距離が遠いほど、VIIT の割合は小さくなる。 
仮説 7）貿易相手国の産業構造の水準が高いほど、VIIT の割合は高くなる。 
仮説 8）貿易相手国の貿易不均衡が深化するほど、VIIT の割合は小さくなる。 







間は表 3-2 に示されているように HS 貿易データが存在する 1988 年から 2013 年までにする 48。被




説明変数のデータの出所は次のとおりである。GDP、1 人当たり GDP および MANU のデータ
は World Development Indicators（World Bank）から収集し、lnDIST の距離データはフランスの国
際経済研究所（CEPII）から収集している。TIMB の貿易データは World Integrated Trade Solution
（WITS）から収集し、FTA の発効データは Asia Regional Intergation Center から、2 国間の FDI デ






                                                        
48 FDI データに合わせて、分析期間を 2013 年までにする。 
49 WITS を経由して入手した UN comtrade の貿易データを用いる。 
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表 3-2 貿易データの情報 
 
出所：WITS から筆者作成 
注 1：HS 1988/92 は最も古く、長期間のデータをカバーできる HS 基準である。 
注 2：I は輸入データの有無を、E は輸出データの有無を示す。 
注 3：ISO3 が示す国は次のとおりである。 





では、平均 VIF 検定値は 2.4 であり、説明変数間における多重共線性の問題はないと考えられる。 
 






ISO3 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006 2005 2004 2003 2002 2001 2000 1999 1998 1997 1996 1995 1994 1993 1992 1991 1990 1989 1988
CHN IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
JPN IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
KOR IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
SGP IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
HKG IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
MYS IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
IDN IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
THA IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
PHL IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
VNM IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE IE
Obs Mean Std. Dev. Min Max
IIT 8081 0.4849 0.3252 0 1
VIIT 8081 0.2880 0.2821 0 1
HIIT 8081 0.0861 0.1644 0 0.9978
lnGDPA 8594 20.7925 2.5883 18.1186 29.5524
lnGDPD 8594 0.3508 0.3029 0.0000 0.9459
lnGDPPA 8594 9.0135 0.9993 6.4733 10.7891
lnGDPPD 8594 8.9590 1.4193 1.7730 10.8038
lnDIST 8594 7.7742 0.6143 5.7543 8.6642
MANU 8356 0.7626 0.1717 0.2975 0.9626
TIMB 8082 0.3393 0.2682 0.0001 0.9928
FTA 8594 0.4617 0.4986 0 1
lnFDI 2676 7.1686 2.4740 -0.6236 13.0682
IIT VIIT HIIT lnGDPA lnGDPD lnGDPPA lnGDPPD lnDIST MANU TIMB FTA lnFDI
IIT 1
VIIT 0.6814 1
HIIT 0.3893 -0.1659 1
lnGDPA 0.0416 0.1798 -0.0856 1
lnGDPD -0.1025 0.0397 -0.1098 0.7344 1
lnGDPPA 0.2228 0.0637 0.1202 0.2658 0.0802 1
lnGDPPD 0.1633 0.0561 0.0806 0.1769 0.0375 0.7829 1
lnDIST -0.1305 -0.0182 -0.0878 0.4589 0.6099 0.0265 -0.1010 1
MANU 0.1889 0.1665 0.0959 0.2988 0.1058 0.2685 0.0934 0.0293 1
TIMB -0.2527 -0.2033 -0.0790 -0.0824 0.0260 0.1550 -0.0675 -0.0378 0.0484 1
FTA 0.0111 -0.0452 -0.0019 -0.3754 -0.0905 -0.3107 -0.2120 -0.1066 -0.3131 -0.1221 1






で、下段の表はトービット推定から限界効果（marginal effects at means）を計算したものでる。ト
ービット・モデルは非線形モデルであるため、変数の係数がその変数の限界効果を意味しない。
したがって、係数を解釈するために限界効果を同時に示す。モデル（1）から（4）までは被説明
変数が IIT で、モデル（5）から（8）は被説明変数が VIIT、モデル（9）から（12）までは被説明
変数が HIIT になっている。また、1990 年代と 2000 年代を比較分析するために、分析期間を期間
全体、1988 年から 2000 年、2001 年から 2013 年のように 3 つに分けている。モデル（4）、（8）、
（12）は海外直接投資の影響を確認するために FDI をモデルに加えて推定したものである。ここ
では、推定結果を先行研究の結果と比較し、一致する結果と一致しない結果に分けて検討する。 
第 1 に、先行研究と一致する結果について検討する。1 人当たり GDP の平均、距離、経済発展
度および貿易不均衡は先行研究と同様な結果となった。1 人当たり GDP の平均（lnGDPPA）は、
すべてのモデルにおいてプラスの有意な結果であり、理論的な仮説を支持している。東アジア域
内諸国の 1 人当たり所得の向上による需要の多様性が IIT を促進したといえる。地理的距離
（lnDIST）は、2000 年以降の HIIT（モデル（11））では有意性がないが、ほかの IIT、VIIT、2000
年以前の HIIT は、すべてが仮説どおりマイナスの有意な結果となった。理論のとおりに距離が遠
くなると輸送費用などのサービスリンクコストが高くなり貿易量は減少する。一方、距離におい
て VIIT の限界効果の係数は-0.0312 であり、HIIT の-0.0153 より相対的に高く、VIIT が HIIT より
距離の影響を受けやすい結果となった。経済発展水準（MANU）もすべての IIT において、仮説
どおりにプラスの有意な結果となった。特に MANU はほかの変数よりも限界効果が高いことから、
主に IIT は製造業の貿易から発生し、相手国の製造業製品の輸出比率が高いほど IIT の比率が高く
なることが明らかになった。貿易不均衡の TIMB も仮説どおりマイナスの有意な結果となり、相
手国の貿易不均衡が大きくなるほど、2 国間の IIT は減少することが明らかになった。 
第 2 に、先行研究と一致しない結果について検討する。両国の経済規模（lnGDPA）については、
モデル（8）以外のすべてのモデルにおいて予想と反対のマイナスの有意な結果となった。その原





意な結果となった。しかし、VIIT と HIIT において、2000 年以前のモデル（6）と（10）は予想と
反対のプラス有意の結果となった。これも東アジア地域の貿易構造における特徴であり、1990 年
                                                        
50 同じ条件の下で香港とシンガポール、マレーシアを除いて推定した結果、ほかの変数には大き





の背景である。その一方で、2000 年代以降はほかの域内諸国の IIT 指数も総じて上昇し、仮説ど
おりの負の関係となった。1 人当たり GDP の差（lnGDPPD）については、IIT と HIIT は予想どお
りに負の関係となったが、1 人当たり GDP の差を要素賦存差と解釈し、正の関係が期待された
VIIT は、仮説と反対のマイナスの有意な結果となった。しかし、このような結果はアジア地域を
分析対象にした多くの実証分析 51の結果と整合的であり、1 人当たり GDP の差が大きいという東
アジア地域の特性が反映された結果である。自由貿易協定（FTA）は、予想どおりにプラスの有
意な結果となり、今まで東アジア地域を分析対象にした研究では得られなかった結果となった。
特に VIIT のモデル（6）と（7）において 2000 年以前は先行研究のように有意性のない結果であ
ったが、2 国間の FTA が活発になった 2000 年代以降は、プラスの有意な結果に転換し、新しい発
見となった。また、FTA の限界効果は相対的に VIIT（0.0773）が HIIT（0.0275）より大きく、FTA
締結による関税の引き下げが垂直的な中間財貿易をより活性化させた。海外直接投資（FDI）も予
想どおりにプラスの有意な結果となった。しかし、2 国間の FDI データを使った地域レベルの先
行研究が今までなかったため 52、新しい発見となった。FDI の限界効果について VIIT と HIIT を
比較すると、VIIT は HIIT より係数も有意性も高く、東アジア諸国間の FDI は市場追求型 FDI よ
り効率性追求型 FDI であり、第 1 章第 5 節の本論文の構成で仮定した「東アジア地域における高
賃金の国から低賃金の国へ行われる多くの FDI は、安い賃金が進出の主な目的である垂直的 FDI
であり、生産工程のうち労働集約的な中間財工程と最終財の組み立て工程が投資受入国に移転さ
れる」という仮説を支持する。 






IIT 比率と他諸国の IIT 比率に大きい差があったが、2000 年代以降、東アジア諸国の IIT 比率が総
じて増加し、その差が縮まったことが原因である。両国の経済規模の差（lnGDPD）は、精密機械
だけがプラスの有意な結果となり、東アジア生産ネットワークにおいて、経済規模の差は重要な
要因ではなかった。1 人当たり GDP の平均（lnGDPPA）は、すべての産業においてプラスの有意
な結果となった。また、2000 年以前より 2001 年以降に限界効果が高く、その重要度が増加した。
1 人当たり GDP の差（lnGDPPD）は、表 3-4 で VIIT と負の関係であったが、これは一般機械と輸
送機械の影響であり、電気機械と精密機械では有意性がなかった。地理的な距離（lnDIST）は一
般機械、電気機械、輸送機械の産業において VIIT と負の関係となった。しかし、精密機械におい
                                                        
51 深尾他（2003）、Ito and Umemoto（2004） Thorpe and Zang（2005）および Sawyer et al.（2010） 
52 FDI データについて、一国中心の先行研究は主に自国の流出 FDI データを採用し、地域単位の












を供給する電気機械は他産業より FDI 変数の限界効果も有意性も高かった。 
 
 
出所：IIT は UN comtrade データから筆者作成、実質 GDP は World Development Indicators  
から筆者作成 
注 1：ISO3 が示す国は表 3-2 と同様 
注 2：香港の 1992 年 IIT は 1993 年の数値である。 
注 3：フィリピンの 1992 年 IIT は 1996 年の数値である。 
注 4：香港の 1992 年 IIT は 2000 年の数値である。 
図 3-3 東アジア諸国の平均 IIT と実質 GDP（2010 年基準） 
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表 3-4 推定結果（機械全産業） 
tobit (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) 
   VARIABLES IIT VIIT HIIT 
     ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 
   lnGDPA -0.0245*** -0.0334*** -0.0153*** -0.0121*** -0.0154*** -0.0219*** -0.00595** -0.000601 -0.0134*** -0.00991*** -0.0128*** -0.00925*** 
     (0.00138) (0.00210) (0.00198) (0.00216) (0.00179) (0.00241) (0.00271) (0.00284) (0.00141) (0.00183) (0.00214) (0.00220) 
   lnGDPD -0.00372 -0.0130 -0.0297* -0.0691*** 0.0440*** 0.0440* 0.00245 0.0193 0.0229* 0.0858*** -0.0447** -0.0874*** 
     (0.0133) (0.0219) (0.0174) (0.0222) (0.0166) (0.0252) (0.0230) (0.0283) (0.0129) (0.0190) (0.0180) (0.0217) 
   lnGDPPA 0.164*** 0.161*** 0.158*** 0.0831*** 0.106*** 0.0619*** 0.112*** 0.0586*** 0.0614*** 0.0464*** 0.0601*** 0.0358*** 
     (0.00634) (0.0111) (0.00792) (0.00998) (0.00875) (0.0141) (0.0113) (0.0135) (0.00672) (0.0105) (0.00879) (0.0104) 
   lnGDPPD -0.0443*** -0.0321*** -0.0469*** -0.0303*** -0.0298*** -0.0157* -0.0343*** -0.0232*** -0.00979** -0.00428 -0.0125** -0.00852 
     (0.00415) (0.00694) (0.00521) (0.00612) (0.00552) (0.00875) (0.00707) (0.00820) (0.00424) (0.00646) (0.00551) (0.00633) 
   lnDIST -0.0592*** -0.0736*** -0.0513*** -0.0454*** -0.0357*** -0.0536*** -0.0286** -0.0590*** -0.0262*** -0.0468*** -0.00451 -0.00193 
     (0.00619) (0.00934) (0.00842) (0.0107) (0.00839) (0.0118) (0.0118) (0.0145) (0.00646) (0.00870) (0.00912) (0.0111) 
   MANU 0.249*** 0.211*** 0.235*** 0.364*** 0.263*** 0.260*** 0.218*** 0.285*** 0.0988*** 0.132*** 0.0545* 0.0850** 
     (0.0208) (0.0317) (0.0283) (0.0353) (0.0266) (0.0361) (0.0384) (0.0461) (0.0209) (0.0279) (0.0302) (0.0359) 
   TIMB -0.273*** -0.229*** -0.287*** -0.416*** -0.264*** -0.276*** -0.281*** -0.393*** -0.0837*** -0.104*** -0.0953*** -0.132*** 
     (0.0128) (0.0224) (0.0156) (0.0211) (0.0166) (0.0287) (0.0207) (0.0260) (0.0128) (0.0214) (0.0162) (0.0201) 
   FTA 0.0741*** 0.0356** 0.0598*** 0.0335*** 0.0881*** -0.0205 0.0603*** 0.0367** 0.0465*** 0.00836 0.0157 0.00677 
     (0.00733) (0.0156) (0.00955) (0.0113) (0.00974) (0.0190) (0.0130) (0.0147) (0.00753) (0.0142) (0.0101) (0.0113) 
   L.lnFDI   
  
0.0270***   
  
0.00900***   
  
0.00445* 
         (0.00251)     (0.00338)     (0.00258) 
   Observations 7,864 3,192 4,672 2,672 4,604 1,849 2,755 1,571 4,604 1,849 2,755 1,571 
   LR 2303.87 1104.77 1225.65 1035.98 1138.24 539.97 671.38 522.43 551.49 397.28 249.42 166.64 
   Prob > chi2 0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  
   Pseudo-R2 0.421 0.414 0.449 0.707 0.374 0.521 0.355 0.697 0.493 1.171 0.402 -1.983 
   Dep. Var <=0 227 149 78 16 358 185 173 37 1214 649 565 248 
   Dep. Var >=1 65 60 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 
                   mfx (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) 
   VARIABLES IIT VIIT HIIT 
     ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 
   lnGDPA -0.0225*** -0.0304*** -0.0142*** -0.0114*** -0.0134*** -0.0186*** -0.0053** -0.0006 -0.0078*** -0.0050*** -0.0080*** -0.0061*** 
     (0.001) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.003) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) 
   lnGDPD -0.0034 -0.0118 -0.0275* -0.0652*** 0.0384*** 0.0374* 0.0022 0.0179 0.0134* 0.0433*** -0.0282** -0.0579*** 
     (0.012) (0.020) (0.016) (0.021) (0.014) (0.021) (0.021) (0.026) (0.008) (0.010) (0.011) (0.014) 
   lnGDPPA 0.1509*** 0.1460*** 0.1468*** 0.0785*** 0.0927*** 0.0526*** 0.0997*** 0.0543*** 0.0358*** 0.0234*** 0.0378*** 0.0238*** 
     (0.006) (0.010) (0.007) (0.009) (0.008) (0.012) (0.010) (0.013) (0.004) (0.005) (0.006) (0.007) 
   lnGDPPD -0.0408*** -0.0292*** -0.0434*** -0.0286*** -0.0260*** -0.0134* -0.0306*** -0.0216*** -0.0057** -0.0022 -0.0079** -0.0056 
     (0.004) (0.006) (0.005) (0.006) (0.005) (0.007) (0.006) (0.008) (0.002) (0.003) (0.003) (0.004) 
   lnDIST -0.0544*** -0.0669*** -0.0475*** -0.0429*** -0.0312*** -0.0455*** -0.0255** -0.0547*** -0.0153*** -0.0237*** -0.0028 -0.0013 
     (0.006) (0.008) (0.008) (0.010) (0.007) (0.010) (0.011) (0.013) (0.004) (0.004) (0.006) (0.007) 
   MANU 0.2284*** 0.1914*** 0.2174*** 0.3436*** 0.2298*** 0.2205*** 0.1952*** 0.2647*** 0.0576*** 0.0667*** 0.0343* 0.0563** 
     (0.019) (0.029) (0.026) (0.033) (0.023) (0.031) (0.034) (0.043) (0.012) (0.014) (0.019) (0.024) 
   TIMB -0.2510*** -0.2084*** -0.2656*** -0.3924*** -0.2303*** -0.2345*** -0.2511*** -0.3647*** -0.0488*** -0.0525*** -0.0600*** -0.0873*** 
     (0.012) (0.020) (0.014) (0.020) (0.015) (0.024) (0.019) (0.024) (0.007) (0.011) (0.010) (0.013) 
   FTA 0.0681*** 0.0324** 0.0554*** 0.0316*** 0.0773*** -0.0173 0.0537*** 0.0340** 0.0275*** 0.0043 0.0099 0.0045 
     (0.007) (0.014) (0.009) (0.011) (0.009) (0.016) (0.012) (0.014) (0.005) (0.007) (0.006) (0.007) 
   L.lnFDI   
  
0.0255***   
  
0.0083***   
  
0.0030* Standard errors in parentheses 




表 3-5 推定結果（機械産業別） 
tobit (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) 
VARIABLES 一般機械 電気機械 輸送機械 精密機械 
  ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 
lnGDPA -0.0220*** -0.0270*** -0.00691 0.00666 -0.0151*** -0.0196*** -0.0119** -0.00830* -0.00743** -0.0136*** 0.00261 0.0102** -0.0172*** -0.0352*** -0.00690 -0.00855* 
  (0.00419) (0.00488) (0.00762) (0.00816) (0.00292) (0.00375) (0.00472) (0.00461) (0.00311) (0.00417) (0.00455) (0.00454) (0.00391) (0.00806) (0.00471) (0.00508) 
lnGDPD 0.0165 0.0682 -0.0889 -0.114 0.0300 0.00239 0.0116 -0.0305 0.0194 0.0938** -0.0369 0.0484 0.162*** 0.0270 0.170*** 0.149*** 
  (0.0378) (0.0524) (0.0576) (0.0752) (0.0283) (0.0413) (0.0410) (0.0473) (0.0293) (0.0442) (0.0392) (0.0457) (0.0346) (0.0694) (0.0422) (0.0530) 
lnGDPPA 0.0928*** 0.0342 0.111*** 0.0385 0.0948*** 0.0501** 0.111*** 0.0400* 0.120*** 0.0570** 0.119*** 0.0787*** 0.0919*** 0.130*** 0.0700*** 0.0353 
  (0.0202) (0.0291) (0.0279) (0.0335) (0.0146) (0.0230) (0.0191) (0.0229) (0.0149) (0.0243) (0.0188) (0.0212) (0.0203) (0.0412) (0.0236) (0.0287) 
lnGDPPD -0.0325** -0.0132 -0.0445** -0.0257 -0.0117 0.000599 -0.0166 -0.00934 -0.0506*** -0.0232 -0.0560*** -0.0592*** -0.00800 -0.0347 0.00131 0.0188 
  (0.0129) (0.0184) (0.0176) (0.0213) (0.00928) (0.0145) (0.0119) (0.0137) (0.00938) (0.0149) (0.0119) (0.0130) (0.0123) (0.0245) (0.0144) (0.0168) 
lnDIST -0.0454** -0.0652*** -0.0311 -0.0948** -0.0485*** -0.0754*** -0.0452** -0.0168 -0.0440*** -0.0568*** -0.0351* -0.0904*** -0.00955 0.0196 -0.0238 -0.0345 
  (0.0197) (0.0249) (0.0301) (0.0383) (0.0143) (0.0190) (0.0210) (0.0257) (0.0145) (0.0202) (0.0196) (0.0229) (0.0177) (0.0337) (0.0217) (0.0269) 
MANU 0.440*** 0.413*** 0.425*** 0.467*** 0.276*** 0.208*** 0.328*** 0.466*** 0.159*** 0.199*** 0.106 0.156** 0.149*** 0.148 0.0431 0.117 
  (0.0613) (0.0761) (0.0967) (0.118) (0.0450) (0.0582) (0.0688) (0.0844) (0.0475) (0.0645) (0.0669) (0.0752) (0.0539) (0.0944) (0.0676) (0.0813) 
TIMB -0.228*** -0.236*** -0.271*** -0.386*** -0.276*** -0.176*** -0.349*** -0.628*** -0.210*** -0.357*** -0.168*** -0.160*** -0.426*** -0.372*** -0.455*** -0.555*** 
  (0.0371) (0.0581) (0.0493) (0.0648) (0.0282) (0.0469) (0.0360) (0.0439) (0.0286) (0.0495) (0.0351) (0.0427) (0.0385) (0.0876) (0.0427) (0.0504) 
FTA 0.118*** -0.0249 0.0948*** 0.0149 0.0374** -0.112*** 0.0465** 0.0549** 0.128*** 0.0820** 0.0805*** 0.0312 0.0331* -0.0106 -0.0182 0.0110 
  (0.0236) (0.0406) (0.0328) (0.0394) (0.0168) (0.0313) (0.0233) (0.0257) (0.0166) (0.0334) (0.0221) (0.0233) (0.0198) (0.0499) (0.0236) (0.0268) 
L.lnFDI   
  
0.0188**   
  
0.0235***   
  
0.00129   
  
0.00287* 
      (0.00913)     (0.00708)     (0.00510)     (0.00600) 
Observations 1,125 520 605 315 1,062 508 554 327 1,497 535 962 553 920 286 634 376 
LR 174.97 101.71 67.5 71.13 252.76 105.8 168.62 201.61 170.00  100.07 69.1 60.58 230.67 72.47 178.2 139.42 
Prob > chi2 0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  
Pseudo-R2 0.201 0.331 0.138 0.351 1.222 3.666 1.232 2.619 0.197 0.445 0.122 0.499 0.435 0.340 0.603 1.418 
Dep. Var <=0 27 17 10 2 14 9 5 0 197 92 105 27 120 67 53 8 
                 mfx (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) 
VARIABLES 一般機械 電気機械 輸送機械 精密機械 
  ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 ALL 1988-2000 2001-2013 2001-2013 
lnGDPA -0.0201*** -0.0241*** -0.0065 0.0064 -0.0145*** -0.0186*** -0.0116** -0.0082* -0.0059** -0.0100*** 0.0022 0.0089** -0.0140*** -0.0253*** -0.0059 -0.0077* 
  (0.004) (0.004) (0.007) (0.008) (0.003) (0.004) (0.005) (0.005) (0.002) (0.003) (0.004) (0.004) (0.003) (0.006) (0.004) (0.005) 
lnGDPD 0.0151 0.0608 -0.0833 -0.1098 0.0288 0.0023 0.0113 -0.0303 0.0154 0.0692** -0.0304 0.0421 0.1318*** 0.0194 0.1445*** 0.1350*** 
  (0.035) (0.047) (0.054) (0.072) (0.027) (0.039) (0.040) (0.047) (0.023) (0.033) (0.032) (0.040) (0.028) (0.050) (0.036) (0.048) 
lnGDPPA 0.0848*** 0.0304 0.1039*** 0.0370 0.0910*** 0.0475** 0.1079*** 0.0396* 0.0951*** 0.0420** 0.0985*** 0.0684*** 0.0746*** 0.0932*** 0.0597*** 0.0319 
  (0.018) (0.026) (0.026) (0.032) (0.014) (0.022) (0.019) (0.023) (0.012) (0.018) (0.016) (0.018) (0.016) (0.030) (0.020) (0.026) 
lnGDPPD -0.0297** -0.0118 -0.0417** -0.0246 -0.0112 0.0006 -0.0161 -0.0093 -0.0401*** -0.0171 -0.0462*** -0.0515*** -0.0065 -0.0249 0.0011 0.0170 
  (0.012) (0.016) (0.017) (0.020) (0.009) (0.014) (0.012) (0.014) (0.007) (0.011) (0.010) (0.011) (0.010) (0.018) (0.012) (0.015) 
lnDIST -0.0415** -0.0581*** -0.0291 -0.0910** -0.0465*** -0.0715*** -0.0440** -0.0167 -0.0349*** -0.0419*** -0.0290* -0.0786*** -0.0078 0.0141 -0.0203 -0.0312 
  (0.018) (0.022) (0.028) (0.037) (0.014) (0.018) (0.020) (0.025) (0.011) (0.015) (0.016) (0.020) (0.014) (0.024) (0.019) (0.024) 
MANU 0.4025*** 0.3681*** 0.3983*** 0.4483*** 0.2647*** 0.1969*** 0.3199*** 0.4619*** 0.1258*** 0.1466*** 0.0874 0.1359** 0.1213*** 0.1062 0.0367 0.1059 
  (0.056) (0.068) (0.091) (0.114) (0.043) (0.055) (0.067) (0.084) (0.038) (0.048) (0.055) (0.065) (0.044) (0.068) (0.058) (0.074) 
TIMB -0.2086*** -0.2103*** -0.2542*** -0.3705*** -0.2649*** -0.1665*** -0.3402*** -0.6231*** -0.1664*** -0.2629*** -0.1389*** -0.1392*** -0.3461*** -0.2675*** -0.3879*** -0.5024*** 
  (0.034) (0.052) (0.046) (0.062) (0.027) (0.045) (0.035) (0.044) (0.023) (0.037) (0.029) (0.037) (0.031) (0.063) (0.037) (0.046) 
FTA 0.1091*** -0.0221 0.0888*** 0.0143 0.0360** -0.1041*** 0.0453** 0.0545** 0.1023*** 0.0633** 0.0660*** 0.0271 0.0269* -0.0076 -0.0155 0.0099 
  (0.022) (0.036) (0.031) (0.038) (0.016) (0.028) (0.023) (0.025) (0.013) (0.027) (0.018) (0.020) (0.016) (0.036) (0.020) (0.024) 
L.lnFDI   
  
0.0180**   
  
0.0233***   
  
0.0011   
  
0.0026* 
      (0.009)     (0.007)     (0.004)     (0.005) 












るが、2000 年代以降 VIIT の減少を OWT が代替している。この背景には中国の東アジア経済への
編入が挙げられる。一方、2000 年代以降の機械全産業において VIIT は OWT と併存しつつ引き続
き高い比率を占めている。特に東アジア生産ネットワークを主導してきた電気機械の部品産業で
は、2000 年代以降も VIIT が高い割合を占めているため、2000 年代以降も垂直的産業内貿易が東
アジア生産ネットワークの中心と判断できる。 
第 2 に、東アジア地域の機械部品産業における VIIT の決定要因を分析した結果、両国の経済規
模と 1 人当たり GDP の差、地理的な距離、貿易不均衡は負の関係で、経済規模の差、1 人当たり
GDP の平均、相手国の産業構造の高度化、FTA および FDI は正の関係であった。特に、FTA につ
いて今まで東アジア地域を分析対象にした研究では得られなかった結果となった。また、2 国間
の FDI データを用いて分析し、東アジア諸国間の FDI が VIIT を促進する効果を明らかにした。
このような分析結果は、単一の市場と生産基地 53を目指している ASEAN へ示唆を与えられる。
ASEAN は ASEAN 経済共同体へ向けて域内の特恵税率を削減してきた。その結果、AFTA は東ア
ジアにおいて最も自由化率の高い FTA となっている。しかし、ASEAN が東アジア生産ネットワ
ークの中心的な生産基地になるためには、さらに ASEAN より発展段階が高い東アジア諸国の FDI
や中間財を受け入れる必要がある。そのために ASEAN+1 といった ASEAN の域外との FTA にお









を反映した貿易統計である TEC（Trade by enterprise characteristics）が作成されている。さらに、
                                                        




















枠組みについて説明する。3.4 では分析結果を示し、3.5 では結論をまとめる。 
 
3.1 東アジア地域における中間財貿易の増加   
 
図 3-4 には東アジアにおける機械産業の貿易額が示されている。機械産業の貿易は、1990 年代
においても徐々に上昇してきたが、2000 年代から急激に増加し、1992 年の 1057 億ドルから 2012
年には 1 兆 3057 億ドルになっている。産業別については、2012 年時点において機械産業のうち
電気機械産業が約 55%の高い割合を占め、次に一般機械が約 25%、輸送機械と精密機械が約 10%
を占めている。機械産業の貿易を部品の貿易と最終品の貿易に分けると 1992 年においては部品の
貿易額が 546 億ドル、最終品の貿易額が 511 億ドルであったが、それから部品の貿易額が大幅に
増加し、2012 年には部品の貿易額は 8,489 億ドル、最終品の貿易額は 4,568 億ドルであり、部品












出所：UN Comtrade Database （via WITS）より筆者作成 



































以降、Helpman and Krugman（1985）、Deardorff（1995）、Evenett and Keller（1998）、Anderson and van 
Wincoop（2001）、Eaton and Kortum（2002）などの研究により理論的にも裏付けられ、現在も多く
使われている。Anderson（1979）は製品の原産地によって製品が差別化されるという Armington
（1969）の仮定 54に基づき、2 国間の貿易額が 2 国の所得と輸送費の関数であることを提示した。
Helpman and Krugman（1985）は規模の経済が存在する独占的競争モデルから重力モデルを導き、




第 2 に、経済規模が大きい輸出国のほうが、生産額が大きいため、他国への輸出額も大きい。 




                                                        








には中間財貿易の決定要因に関する実証分析が示されている。Kawai and Urata（1998）は 1980 年
から 1992 年までの日本の貿易を分析し、日本の輸出は GDP、1 人当たり GDP、FDI とは正の関係
で、距離とは負の関係があると示した。特に重力モデルに FDI 変数を加え、日本の FDI と貿易の
関係を分析し、製造業において中間財依存度が高い一般機械と電気機械の輸出が FDI と相互補完
的な関係であることを明らかにした。Egger and Egger（2005）は 1988 年から 1999 年までの EU12
カ国を分析し、中間財の輸出は 1 人当たり GDP の差、為替、インフラと正の関係で、関税とは負
の関係であるとした。特に EU の中間財貿易において、市場の大きさは有意な結果が得られなく、
EU において経済規模より相手国の関税とインフラが重要な要因であると論じた。Jones et al.（2005）
は 1990 年から 2000 年までの NAFTA、EU、東アジアの地域を分析し、中間財の輸出は GDP とは
正の関係であるが、電話費用とは負の関係であるとした。また、域内における所得成長は部品の
域内貿易が主導し、このような現象は東アジアと NAFTA において顕著であると示した。Athukorala 
and Yamashita（2006）は 1992 年から 2002 年までの世界 36 カ国を分析し、機械産業の中間財貿易
は GDP、1 人当たり GDP、共通言語、自由貿易協定とは正の関係で、1 人当たり GDP の差、距離、
相対的労働者賃金と負の関係であるとした。特に、地域ダミーを加え、東アジアでは EU や NAFTA
より垂直的分業が発達しており、垂直特化による地域成長のダイナミズムは域外への最終財貿易
に依存しているとした。Kimura et al.（2007）は 1987 年、1995 年、2003 年の世界 56 カ国を分析























これらの実証分析の結果をまとめると、両国の経済規模、両国の 1 人当たり GDP、地理的・文
化的な類似性、自由貿易協定、為替、インフラ、経済的自由度、海外直接投資は中間財の輸出と
正の関係であり、地理的な距離、輸出先の労働者賃金、関税、サービスリンクコスト、市場規制
は負の関係であることがわかる。また、1 人当たり GDP の差についてはプラスとマイナスが混在
している。 
 


























中間財の輸出 日本の輸出 中間財の輸出 中間財の輸出
機械産業の中
間財貿易
中間財の輸出 中間財の輸出 中間財の輸入 中間財の輸出
GDP 正 ＋ no effect ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
一人当たりGDP 正 ＋ ＋ ＋ no effect
一人当たりGDPの差 混在 ＋ － ＋
距離 負 － － － － －
隣接 正 no effect no effect ＋
労働者賃金 負 － no effect
共通言語 正 ＋ ＋ ＋ ＋
自由貿易協定 正 ＋ ＋
為替 正 ＋












世界36カ国 世界の56カ国 東アジア15カ国 世界187カ国 EU15カ国
期間 1980-1992 1988–1999 1990-2000 1992-2002 1987, 1995,2003 1980-2005 2000-2007
1999, 2002
2005, 2008
分析方法 OLS 固定効果 OLS OLS OLS,GLS 固定効果 OLS OLS,固定効果





となった 2 国間の FDI データを活用し、FDI が中間財輸出に与える影響を明らかにする。また、 
AFTA を通じて FTA と中間財輸出の関係を明らかにした Yokota（2008）に続き、FTA が活発にな
った 2000 年代を分析期間に含めることにより、ASEAN+1 と 2 国間 FTA の効果を明らかにする。 
第 4 に、東アジア地域における FDI と中間財貿易の関係を明らかにするために、国レベルの 2







先行研究において前述した重力モデルを定式化すると式 3-3-1 になる。式 3-3-1 において𝑙𝑙𝑚𝑚𝑎𝑎𝑑𝑑𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖
は i 国と j 国の貿易額を示し、𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖と𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖は i 国と j 国の GDP を、𝐷𝐷𝑖𝑖𝐷𝐷𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖は 2 国間の距離を、A は
任意の定数を示し、2 国間の貿易は 2 国間の距離と負の関係であり、2 国の経済規模と正の関係で
あることが予想できる。ここで、式 3-3-1 に対数をとって線形化すると式 3-3-2 になる。 
 
𝑙𝑙𝑚𝑚𝑎𝑎𝑑𝑑𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐴𝐴 × 𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝛼𝛼𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝛽𝛽𝐷𝐷𝑖𝑖𝐷𝐷𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝛾𝛾                                  (3- 3- 1) 
 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑚𝑚𝑎𝑎𝑑𝑑𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛿𝛿 + 𝛼𝛼𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖 + 𝛾𝛾𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝐷𝐷𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖                (3- 3- 2) 
 
一方、重力モデルは推定において 2 つの問題点を抱えている。1 点目は内生性の問題を起こし







（2006）はこの問題を避けるために、PPML（poisson pseudo-maximum- likelihood method）の推定
法を提案している 55。 
本節の推定モデルは、Athukorala and Yamashita（2006）、Yokota（2008）および Zeddies（2011）





ー（𝛿𝛿）と Year ダミー（𝜇𝜇）を加えて推計を行う。 
 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐴𝐴𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖 = 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽4𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽5𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑𝑑𝑎𝑎𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖+ 𝛽𝛽6𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖 + 𝛽𝛽7𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝐼𝐼𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽8𝐶𝐶𝐶𝐶𝑁𝑁𝑙𝑙𝐼𝐼𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽9𝐶𝐶𝐶𝐶𝑀𝑀𝐺𝐺𝐴𝐴𝑁𝑁𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽10𝐹𝐹𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖+ 𝛽𝛽11𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝛽𝛽12𝑙𝑙𝑙𝑙𝐼𝐼𝑁𝑁𝐹𝐹𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛾𝛾 + 𝛿𝛿 + 𝜇𝜇 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖                                     (3- 3- 3) 
 
被説明変数𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐴𝐴𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖は t 年 i 国 k 産業が j 国へ輸出する中間財を示す。推定においては中間財
の特性を明らかにするために最終財の輸出も被説明変数に加えて分析を行う。𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙は経済規模
の GDP を示し、𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙は 1 人当たり GDP を、𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 i 国と j 国の 1 人当たり GDP の
差を示す。𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖は t 年 k 産業における i 国と j 国の相対的な労働者賃金を示し、𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝐼𝐼𝑙𝑙𝑙𝑙は 2
国間の地理的な距離を、𝐶𝐶𝐶𝐶𝑁𝑁𝑙𝑙𝐼𝐼𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖は 2 国間の隣接ダミーを、𝐶𝐶𝐶𝐶𝑀𝑀𝐺𝐺𝐴𝐴𝑁𝑁𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖は 2 国間の共通言語ダミ
ーを、𝐹𝐹𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は 2 国間の自由貿易協定ダミーを、𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖−1は t-1 年 i 国から j 国への FDI ストック











and Helpman（2005）による GDP は市場深化（market thickness）の代理変数と解釈でき、市場が深
化すると中間財の需要と供給が増え、中間財貿易に肯定的な影響を与える。したがって、中間財
と経済規模の間で期待される効果は正の関係である。 




②1 人当たり GDP 








な立地要因となる。中間財と 1 人当たり GDP の間で期待される効果は、輸出国、輸入国とも正の
関係である。 
 
③1 人当たり GDP の差 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑙𝑙𝑙𝑙|𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖 − 𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖|                       (3- 3- 4) 
 








𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖 = 𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝑙𝑙𝑎𝑎𝑑𝑑𝑒𝑒𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖𝑙𝑙𝑎𝑎𝑑𝑑𝑒𝑒𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖�                                                 (3- 3- 5) 
 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖は t 年 j 国 k 産業の労働者賃金を i 国 k 産業の労働者賃金で割ったものであり、相対
的な労働者賃金を示し、比較優位の差を意味する。相対的な労働コストの差は Helpman and 



















⑦自由貿易協定 FTA 変数は、2 国における FTA 締結有無のダミー変数であり、締結された年以降は 1、締結さ
れる前の年はすべて 0 に設定する 56。理論的に関税の引下げと非関税障壁の撤廃は生産の特化と
規模の経済を促進するため、貿易と正の関係が期待される。また、最終財より国境を越える回数
が多い中間財の貿易は最終財の貿易より FTA に敏感に反応すると考えられる。 
 
⑧海外直接投資 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖−1は j 国に向かう i 国の FDI ストックの対数をとったもので、同時性問題を回避するた




と中間財の関係を明らかにするために国レベルの 2 国間 FDI（金額ベース）だけでなく、産業レ
ベルの 2 国間 FDI（件数ベース）変数を使って分析を行う。 
 
⑨相手国のインフラ設備 













仮説 5）2 国間地理的な距離が遠いほど、中間財の輸出は減少する。 
仮説 6）2 国間の地理的・文化的類似性が高いほど、中間財の輸出は増加する。 
                                                        
56 東アジアの機械産業の FTA や関税率の詳細については付録Ⅰを参照されたい。 
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仮説 7）2 国の間に FTA が発行すると、中間財の輸出が増加する。 








1992 年から 2013 年までにする 57。被説明変数である中間財と最終財の輸出データは、UN comtrade
の貿易データを WITS（World Integrated Trade Solution）を経由して入手する。また、中間財と最終
財の分類は Kimura and Obashi（2010）を参考する。 
説明変数のデータの出所は次のとおりである。 
分析国の GDP、1 人当たり GDP、インフラの代理変数であるエネルギー使用量・電気消費量・




スの国際経済研究所（CEPII）から収集している。FTA の発効年に関するデータは Asia Regional 
Intergation Center から入手する。2 国間における金額ベースの国レベル FDI データは APEC の
Bilateral Linkages Database から収集し、件数ベースの産業レベル FDI データは、OSIRIS 世界上場
企業データベースと東洋経済の海外進出企業総覧、韓国 FnGuide から収集している 58。 
表 3-7 には変数の基本統計量が示されている。ここで、OUTPUT は産業別の生産額を示し、GDP
の代わりに中間財需要の代理変数として用いられる。lnr_OUTPUT は輸出国産業の総生産額の対
数をとったもので、lnr_OUTPUTP は輸出国産業の労働者 1 人当たり生産額、lnp_OUTPUT は輸入
国産業の総生産額、lnp_OUTPUTP は輸入国産業の労働者 1 人当たり生産額、ln_OUTPUTPD は両




表 3-7 と表 3-8 には変数の基本統計量と変数間の相関関係が示されている。説明変数間の多重共
線性を回避するために実施した VIF 検査の結果では、すべての変数を同時に推定すると VIF の平
均値が 9.15 となり 10 に近く 59、多重共線性の問題が疑われる。これは輸入国の 1 人当たり GDP
                                                        
57 第 3 章の 2 節と同様に FDI データに合わせて、分析期間を 2013 年までにする。 
58 詳細については第 3 章の 4 節にあるデータの説明を参照されたい。 















                                                        
60 すべてのインフラ代理変数を除外したモデルの平均 VIF 値は 3.63、輸入国の 1 人当たり GDP
変数を外しエネルギー使用量の変数を入れたモデルの平均 VIF 値は 2.66 であり、多重共線性の問
題はないと考えられる。  
 
Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max
lnPART 7027 11.8380 2.3878 0.2696 18.4980
lnFINAL 7021 11.4898 2.2605 -0.4181 17.6896
lnr_GDP 7039 26.4720 1.3503 24.4439 29.1894
lnp_GDP 7039 26.3519 1.4045 23.8544 29.1894
lnr_GDPP 7039 8.5717 1.4169 6.2764 10.5237
lnp_GDPP 7039 8.4699 1.4779 5.8128 10.5237
ln_GDPPD 7039 8.8860 1.6068 1.6368 10.5024
lnr_OUTPUT 5734 22.8377 2.4017 15.0320 28.0731
lnp_OUTPUT 5457 22.8006 2.4292 15.0320 28.0731
lnr_OUTPUTP 5698 10.9782 1.3136 6.6253 13.4864
lnp_OUTPUTP 5421 10.9831 1.3131 6.6253 13.4864
ln_OUTPUTPD 4626 11.1682 1.2251 5.2209 13.4020
lnRWG 3702 -0.0338 3.1205 -10.6034 10.6034
lnDIST 7039 7.7824 0.6141 5.7543 8.6642
CONTIG 7039 0.1141 0.3179 0 1
COMLANG 7039 0.1841 0.3876 0 1
FTA 7039 0.4468 0.4972 0 1
lnFDI（産業全体） 2668 7.1655 2.4770 -0.6236 13.0682
lnFDI（産業別） 844 2.0758 1.3621 0.0000 5.5872
lnp_Energy 7039 7.3475 0.8703 5.6209 8.9052
lnp_EPC 7039 7.6147 1.2015 4.6584 9.2443
lnp_Internet 6787 1.8025 2.7621 -8.9116 4.4317
lnp_Mobile 7039 2.8223 2.2898 -6.8010 5.4348

















lnr_GDP 0.250 0.382 1.000
lnp_GDP 0.231 0.120 -0.104 1.000
lnr_PGDP 0.311 0.213 0.123 -0.033 1.000
lnp_PGDP 0.155 0.180 -0.056 0.237 -0.135 1.000
lngap_PGDP 0.244 0.245 0.060 0.112 0.320 0.195 1.000
lnRWG -0.103 -0.056 -0.164 0.197 -0.730 0.711 -0.100 1.000
lnDIST -0.222 -0.192 0.241 0.076 0.006 -0.044 -0.195 -0.050 1.000
CONTIG 0.189 0.184 -0.124 -0.108 -0.023 -0.069 0.042 -0.018 -0.476 1.000
COMLANG 0.233 0.172 -0.263 -0.104 0.050 0.112 0.070 0.059 -0.176 0.387 1.000
FTA -0.072 -0.054 -0.296 -0.240 -0.136 -0.217 -0.124 -0.050 -0.154 0.312 0.120 1.000
lnFDI 0.512 0.471 0.180 -0.003 0.718 -0.105 0.270 -0.545 -0.226 0.278 0.294 0.088 1.000
lnp_Energy 0.140 0.162 -0.053 0.303 -0.117 0.906 0.240 0.630 -0.045 -0.038 0.105 -0.172 -0.069 1.000
lnp_EPC 0.176 0.192 -0.068 0.301 -0.113 0.948 0.221 0.660 -0.069 -0.030 0.138 -0.188 -0.052 0.950 1.000
lnp_Internet 0.162 0.183 -0.039 0.134 -0.092 0.827 0.212 0.572 -0.109 0.049 0.131 -0.038 -0.042 0.810 0.902 1.000









中間財輸出の決定要因については、輸出国の GDP 変数は有意性がないが、輸入国の GDP、輸
出国の 1 人当たり GDP、輸入国の 1 人当たり GDP、両国の 1 人当たり GDP の差、地理的・文化
的な要因、FTA、FDI、インフラの代理変数はプラスの有意な結果となった。また、地理的な距離
と相対的な労働者賃金はマイナスの有意な結果となり、輸出国の GDP 以外の変数において仮説ど


















変数は、表 3-10 の推定結果Ⅰにおいても仮説と一致していない結果となっており、図 3-5 により
その理由を検討する。 
図 3-5 には各国の実質 GDP と東アジアにおける中間財輸出のうち各国における中間財輸出が 
占める割合が示されている。最も経済規模が大きい国は 2002 年までは東アジア全体の経済規模の
半分以上を占めた日本であったが、2012 年には中国となった。2012 年における各国の割合につい
ては、中国が 43.67%（7.21 兆ドル）で最も高く、次に日本が 35.01%（5.78 兆ドル）、韓国が 7.03%
（1.16 兆ドル）、インドネシアが 5.15%（0.85 兆ドル）、タイが 2.24%（0.37 兆ドル）、ほかの ASEAN














の 7.22%から 2002 年には 12.01%、さらに 2012 年には 26.06%に上昇した。一方、1992 年に 47.12%
















域の 2 倍以上と大きかったが、2000 年以降には ASEAN、韓国、台湾といった国・地域が大幅に
増加している。また、ASEAN へ中間財を供給している国・地域の輸出額においても最大であった








次に、表 3-11 の分析結果Ⅱに戻り、ほかの説明変数における分析結果について検討する。 
輸入国の GDP、輸入国の 1 人当たり GDP、地理的・文化的な要因、FTA は全産業においてプラ
スの有意な結果となり、地理的な距離と相対的な労働者賃金はマイナスの有意な結果となった。
次に各産業において最も影響力が大きい変数については、一般機械、電気機械、輸送機械では、
輸出国の 1 人当たり GDP の係数が最も高く、機械全産業と同様な結果となった。一方、輸送機械
では FTA の係数が最も高く、FTA 効果が最も大きい産業は輸送機械であった。その理由は表 3-9
の東アジア地域における機械産業の平均関税率から推測できる。表 3-9 には 1992 年、2002 年、2012
年における 4 つの機械産業の平均 MFN 税率 62が示されている。平均 MFN 税率が最も高い産業は
輸送機械産業で、1992 年には 19.04%、2002 年には 10.66%、2012 年には 8.12%であり、ほかの機
械産業の MFN 税率より 2 倍ほど高い。輸送機械の MFN 税率を国ごとにみると、日本、香港、シ
ンガポールはほぼ無関税であり、韓国も平均より低い 5.41%であるが、中国、タイ、マレーシア、
ベトナムは 10%を超え、インドネシアやフィリピンも平均値を越えている。すなわち、東アジア
地域の主な中間財の輸入国である中国と ASEAN 諸国の高い MFN 税率より、輸送機械において
FTA 効果が最も大きい結果となった。 
次に、表 3-12 の推定結果Ⅲについて検討する。この推定結果は、産業レベルにおける中間財貿





3-12 の lnr_OUTPUT は輸出国の産業別の総生産を示し、lnp_OUTPUT は輸入国の産業別の総生産
を、lnr_OUTPUTP は輸出国の労働者 1 人当たり生産額（産業別）を、lnp_OUTPUTP は輸入国の




次に、本節における最後の分析結果である表 3-13 の推定結果Ⅳについて検討する。表 3-13 の
推定結果Ⅳは、国レベルの 2 国間 FDI ではなく、日本と韓国における産業別の FDI 件数を加えて
                                                        
61 経済産業省『通商白書』（2010）は 2008 年の電子部品・デバイスの世界全体の生産額 57 兆円の
うち、日本国内生産額は 9.7 兆円、日系企業による海外生産額は 7.2 兆円としている。 
62 MFN（Most Favored Nation Treatment）税率は最恵国待遇の税率で、WTO で決められた原則に
基づき、全ての国に対して適用する共通の関税率を意味する。別名として WTO 協定税率もある。 
63 たとえば、日本の電気機械の中間財は、相手国の電気機械だけでなく、一般機械、輸送機械、
精密機械にも輸出される。 



















出所：実質 GDP は World Development Indicators より、中間財の輸出データは 
UN Comtrade Database（via WITS）より筆者作成 
図 3-5 各国の中間財輸出と実質 GDP 
 
表 3-9 東アジア地域における機械産業の平均関税率 
 
出所：Trade Analysis Information System (TRAINS)より筆者作成 
一般機械 1992年 2002年 2012年 電気機械 1992年 2002年 2012年
日本 0.01 0 0 日本 0.23 0.15 0.08
中国 26.95 9.70 7.81 中国 39.48 11.43 11.77
韓国 10.79 6.17 6.03 韓国 11.24 5.75 6.05
香港 - 0 0 香港 - 0 0
シンガポール 0 0 0 シンガポール 0 0 0
タイ 32.43 8.10 3.74 タイ 41.85 14.37 7.76
インドネシア 12.76 2.10 5.32 インドネシア 18.75 6.40 5.71
マレーシア 6.00 3.43 3.26 マレーシア 16.83 8.17 4.08
フィリピン 12.68 2.10 2.08 フィリピン 19.13 3.94 3.95
ベトナム 2.14 4.42 2.94 ベトナム 10.64 14.57 8.07
平均 11.53 3.60 3.12 平均 17.57 6.48 4.75
輸送機械 1992年 2002年 2012年 精密機械 1992年 2002年 2012年
日本 0.00 0.06 0.06 日本 0.23 0.14 0.16
中国 43.61 15.36 11.21 中国 37.86 11.35 9.98
韓国 9.02 4.81 5.41 韓国 11.16 6.47 6.74
香港 - 0 0 香港 - 0 0
シンガポール 0 0 0 シンガポール 0 0 0
タイ 35.04 27.25 19.41 タイ 37.11 7.49 5.49
インドネシア 30.89 11.69 8.75 インドネシア 14.12 5.03 5.74
マレーシア 19.19 18.60 10.90 マレーシア 6.32 1.48 0.61
フィリピン 17.61 7.73 8.40 フィリピン 16.67 2.93 2.81
ベトナム 15.98 21.06 17.01 ベトナム 7.05 9.55 6.00
平均 19.04 10.66 8.12 平均 14.50 4.44 3.75
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表 3-10 推定結果Ⅰ 
  (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) 
VARIABLES 中間財の輸出 最終財の輸出 輸出全体 
lnr_GDP -0.432 0.951** 0.804 -0.591* -0.405 -0.284 -0.328 -0.304 -0.215 0.250 lnr_GDP -0.324 
  (0.343) (0.430) (0.678) (0.347) (0.343) (0.355) (0.335) (0.379) (0.526) (0.739)   (0.341) 
lnp_GDP 0.487*** 0.426*** 0.460*** 0.464*** 0.453*** 0.515*** 0.527*** 0.345*** 0.283*** 0.264*** lnp_GDP 0.328*** 
  (0.0129) (0.0168) (0.0176) (0.0136) (0.0133) (0.0125) (0.0121) (0.0143) (0.0205) (0.0192)   (0.0159) 
lnr_GDPP 2.080*** -0.0941 -0.277 2.267*** 2.067*** 2.112*** 2.017*** 1.810*** 1.220* 0.421 lnr_GDPP 1.930*** 
  (0.352) (0.538) (0.754) (0.357) (0.352) (0.363) (0.343) (0.389) (0.659) (0.822)   (0.350) 
lnp_GDPP 0.330*** 0.515*** 0.139*** 
   
  0.332*** 0.677*** 0.205*** lnp_GDPP 0.324*** 
  (0.0125) (0.0328) (0.0166) 
   
  (0.0138) (0.0402) (0.0181)   (0.0173) 
ln_GDPPD 0.0323*** 0.0727*** 0.0568*** 0.0597*** 0.0397*** 0.0657*** 0.0671*** 0.0901*** 0.123*** 0.0931*** ln_GDPPD 0.0913*** 
  (0.0118) (0.0152) (0.0162) (0.0118) (0.0116) (0.0113) (0.0109) (0.0130) (0.0185) (0.0177)   (0.0164) 
lnDIST -0.606*** -0.664*** -0.645*** -0.625*** -0.588*** -0.607*** -0.579*** -0.474*** -0.537*** -0.469*** lnDIST -0.448*** 
  (0.0291) (0.0342) (0.0404) (0.0295) (0.0291) (0.0289) (0.0284) (0.0322) (0.0419) (0.0440)   (0.0403) 
CONTIG 0.474*** 0.0400 0.138 0.397*** 0.428*** 0.423*** 0.453*** 0.588*** 0.0996 0.222** CONTIG 0.718*** 
  (0.0558) (0.0772) (0.0867) (0.0565) (0.0557) (0.0560) (0.0544) (0.0617) (0.0946) (0.0945)   (0.0765) 
COMLANG 0.866*** 0.812*** 0.387*** 0.900*** 0.815*** 0.887*** 0.784*** 0.621*** 0.576*** 0.0346 COMLANG 0.615*** 
  (0.0456) (0.0577) (0.0772) (0.0462) (0.0459) (0.0454) (0.0447) (0.0504) (0.0707) (0.0842)   (0.0601) 
FTA 0.672*** 0.453*** 0.236*** 0.494*** 0.634*** 0.582*** 0.652*** 0.555*** 0.505*** 0.260*** FTA 0.436*** 
  (0.0433) (0.0559) (0.0592) (0.0434) (0.0431) (0.0427) (0.0420) (0.0479) (0.0685) (0.0645)   (0.0526) 
lnRWG   -0.179***   
   
    -0.232***   dp_lnr_GDP -0.116*** 
    (0.0209)   
   
    (0.0256)     (0.0185) 
L.lnFDI（産業全体）   
 
0.159*** 
   
    
 
0.230*** dp_lnp_GDP 0.177*** 
    
 
(0.0167) 
   
    
 
(0.0182)   (0.0187) 
lnp_Energy   
 
  0.478*** 
  
    
 
  dp_lnr_GDPP 0.0577** 
    
 
  (0.0212) 
  
    
 
    (0.0250) 






    
 
  dp_lnp_GDPP 0.0140 






    
 
    (0.0243) 




0.225***     
 
  dp_ln_GDPPD -0.0641*** 




(0.00926)     
 
    (0.0229) 
lnp_Mobile   
 
  
   
0.389***   
 
  dp_lnDIST -0.186*** 
    
 
  
   
(0.0117)   
 
    (0.0561) 
    
 
  
   
    
 
  dp_CONTIG -0.380*** 
    
 
  
   
    
 
    (0.105) 
    
 
  
   
    
 
  dp_COMLANG 0.262*** 
    
 
  
   
    
 
    (0.0790) 
    
 
  
   
    
 
  dp_FTA 0.355*** 
    
 
  
   
    
 
    (0.0602) 
Observations 7,027 3,696 2,400 7,027 7,027 6,779 7,027 7,021 3,696 2,668   14,048 
Adj-R2 0.746 0.776 0.774 0.739 0.746 0.744 0.758 0.654 0.647 0.681   0.473 
Standard errors in parentheses 
           *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
           出所：筆者作成 
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表 3-11 推定結果Ⅱ 
  (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) 
VARIABLES 一般機械 電気機械 輸送機械 精密機械 
lnr_GDP -0.643 0.724 1.577* -0.0611 0.0362 1.032 1.609** 2.406*** 2.978** 
-2.605**
* -0.849 -2.373* 
  (0.531) (0.676) (0.843) (0.482) (0.556) (0.882) (0.721) (0.859) (1.330) (0.664) (1.113) (1.333) 
lnp_GDP 0.428*** 0.386*** 0.343*** 0.387*** 0.320*** 0.368*** 0.544*** 0.542*** 0.509*** 0.589*** 0.497*** 0.621*** 
  (0.0199) (0.0259) (0.0219) (0.0181) (0.0227) (0.0229) (0.0271) (0.0352) (0.0345) (0.0250) (0.0353) (0.0346) 
lnr_GDPP 2.047*** 0.314 -1.642* 1.680*** 0.856 -0.481 -0.669 -2.158** -2.321 5.230*** 1.999 3.337** 
  (0.545) (0.831) (0.937) (0.495) (0.704) (0.981) (0.740) (1.096) (1.479) (0.682) (1.352) (1.483) 




* 0.454*** 0.820*** 0.251*** 







* -0.0355 -0.0453 0.0463 0.110*** 0.223*** 0.0771** 


























  (0.0450) (0.0533) (0.0502) (0.0409) (0.0461) (0.0525) (0.0612) (0.0686) (0.0792) (0.0564) (0.0745) (0.0794) 
CONTIG 0.590*** 0.135 0.0272 0.520*** 0.261** 0.257** 0.396*** -0.199 0.0985 0.397*** -0.131 0.170 
  (0.0862) (0.119) (0.108) (0.0784) (0.107) (0.113) (0.118) (0.161) (0.170) (0.108) (0.158) (0.171) 
COMLANG 0.935*** 0.908*** 0.261*** 1.079*** 0.977*** 0.816*** 0.551*** 0.340*** 0.130 0.898*** 0.874*** 0.339** 
  (0.0706) (0.0875) (0.0961) (0.0642) (0.0775) (0.100) (0.0959) (0.122) (0.152) (0.0884) (0.121) (0.152) 
FTA 0.706*** 0.705*** 0.375*** 0.444*** 0.312*** 0.0283 1.306*** 0.618*** 0.485*** 0.225*** 0.148 0.0567 
  (0.0669) (0.0845) (0.0736) (0.0608) (0.0725) (0.0770) (0.0911) (0.122) (0.116) (0.0840) (0.129) (0.116) 
lnRWG   
-0.134**
*     
-0.179**
*     
-0.323**
*     
-0.292**
*   
    (0.0245)     (0.0364)     (0.0567)     (0.0523)   
L.lnFDI（産業全体
）   
 
0.230***   
 
0.199***   
 
-0.0103   
 
0.219*** 
    
 
(0.0208)   
 
(0.0218)   
 
(0.0328)   
 
(0.0329) 
Observations 1,761 998 600 1,761 1,034 600 1,755 930 600 1,750 734 600 
Adj-R2 0.717 0.733 0.827 0.792 0.785 0.841 0.605 0.651 0.633 0.756 0.781 0.801 
Standard errors in parentheses 
           *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
           出所：筆者作成 
 
表 3-12 推定結果Ⅲ 
  (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) 
VARIABLES 中間財の輸出 
lnr_OUTPUT 0.312*** 0.376*** 0.303*** 0.317*** 0.315*** 0.310*** 0.314*** 
  (0.0103) (0.0141) (0.0178) (0.0105) (0.0103) (0.0103) (0.0102) 
lnp_OUTPUT 0.150*** 0.182*** 0.155*** 0.193*** 0.175*** 0.213*** 0.217*** 
  (0.0103) (0.0141) (0.0155) (0.00971) (0.00957) (0.00861) (0.00847) 
lnr_OUTPUTP 0.288*** 0.103*** -0.0589* 0.265*** 0.281*** 0.282*** 0.282*** 
  (0.0173) (0.0330) (0.0354) (0.0174) (0.0173) (0.0171) (0.0170) 
lnp_OUTPUTP 0.275*** 0.261*** 0.132*** 
   
  
  (0.0176) (0.0331) (0.0268) 
   
  
ln_OUTPUTPD 0.210*** 0.163*** 0.127*** 0.229*** 0.219*** 0.213*** 0.218*** 
  (0.0158) (0.0182) (0.0251) (0.0159) (0.0157) (0.0156) (0.0155) 
lnDIST -0.445*** -0.573*** -0.433*** -0.480*** -0.447*** -0.455*** -0.429*** 
  (0.0305) (0.0347) (0.0418) (0.0308) (0.0306) (0.0302) (0.0302) 
CONTIG 0.779*** 0.262*** 0.319*** 0.695*** 0.728*** 0.727*** 0.753*** 
  (0.0645) (0.0802) (0.117) (0.0652) (0.0644) (0.0641) (0.0637) 
COMLANG 0.586*** 0.651*** 0.469*** 0.618*** 0.565*** 0.585*** 0.556*** 
  (0.0411) (0.0513) (0.0729) (0.0416) (0.0414) (0.0409) (0.0408) 
FTA 0.122*** 0.113** -0.0271 0.112** 0.174*** 0.158*** 0.180*** 



















   
  
lnp_Energy 




















     
0.158***   
  
     
(0.00991)   
lnp_Mobile 
      
0.263*** 
  
      
(0.0141) 
Observations 4,620 3,300 1,430 4,620 4,620 4,495 4,620 
Adj-R2 0.761 0.770 0.768 0.754 0.760 0.761 0.766 
Standard errors in parentheses 
      *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 




















第 2 に、中間財の輸出と FTA の関係を取り上げる。本節では、東アジア地域において 2000 年





第 3 に、中間財の輸出と FDI の関係について、本論文では、東アジア地域における高賃金の国






lnr_OUTPUT 0.239 0.361 -0.247
(0.207) (0.359) (1.361)
lnp_OUTPUT 0.0290 0.0648** -0.0637
(0.0258) (0.0325) (0.0482)
lnr_OUTPUTP 0.364 0.509 -0.139
(0.250) (0.617) (1.296)
lnp_OUTPUTP 0.501*** 0.434*** 0.779***
(0.0449) (0.0485) (0.0970)
ln_OUTPUTPD -0.0685 -0.130* 0.208
(0.0672) (0.0721) (0.143)
lnDIST -0.416*** -0.152** -0.749***
(0.0628) (0.0693) (0.130)
L.lnFDI（産業別） 0.598*** 0.513*** 0.698***
(0.0438) (0.0537) (0.0913)
Observations 600 392 208
Adj-R2 0.784 0.777 0.829
Standard errors in parentheses




の仮定について分析するために、2 国間における国レベルの FDI と産業レベルの FDI をモデルに
入れて推定を行った。その結果、両変数ともプラスの有意な結果となり、貿易相手国へ FDI が行
われるほど、中間財の輸出は増加するという仮説を支持した。 
第 4 に、従来の重力モデルを用いた研究は国レベルの分析が多く、経済規模として一国の GDP














第 4節 東アジア地域における多国籍企業の FDI立地決定要因 
 







































表 3-14 は「OSIRIS 世界上場企業データベース」から集計した東アジア地域における機械産業
の海外進出を示した表で、表頭は親会社の国籍、表側は投資先国を表している。上段の表は件数
を示し、下段の表は比率を示す。投資国については、日本の直接投資が最も多く、2014 年の時点
で日本の 499 の親会社が東アジア地域に 1,358 の子会社（工場）を運営している。この数は全体
投資の 55.7%で、東アジア生産ネットワークの中で日本企業の影響力が最も大きいことを意味す
る。日本に次ぐ投資国として、シンガポールが 20%、韓国が 10%を占めている。投資先国につい






表 3-15 は表 3-14 を産業別に分類したもので、表下の合計において、電気・精密機械の投資が全







殆どは日本と NIEs から中国と ASEAN 諸国へ実施されている。また、日本と NIEs の投資を比較
すると、NIEs の投資は日本の投資に比べて中国と電気・精密機械産業に集中している。 
 
表 3-14 東アジア地域における機械産業の直接投資（機械全産業、2014 年基準） 
 
出所：OSIRIS 世界上場企業データベースから筆者作成 
表 3-15 東アジア地域における機械産業の直接投資（機械産業別、2014 年基準） 
 
出所：OSIRIS 世界上場企業データベースから筆者作成 
日本 中国 韓国 香港 シンガポール マレーシア タイ 合計
499 67 55 17 97 45 13 793
21 17 2 5 0 1 46
635 164 117 246 19 7 1188
71 3 1 3 0 0 78
64 9 6 1 11 2 2 95
36 0 9 70 11 4 130
22 36 3 6 24 6 97
97 12 6 0 18 16 2 151
82 9 9 2 91 1 194
196 7 9 1 16 7 236
64 0 6 0 10 1 2 83
91 10 15 0 18 5 0 139
1358 107 244 130 488 85 25 2437
日本 中国 韓国 香港 シンガポール マレーシア タイ 合計
0.9% 0.7% 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 1.9%
26.1% 6.7% 4.8% 10.1% 0.8% 0.3% 48.7%
2.9% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 3.2%
2.6% 0.4% 0.2% 0.0% 0.5% 0.1% 0.1% 3.9%
1.5% 0.0% 0.4% 2.9% 0.5% 0.2% 5.3%
0.9% 1.5% 0.1% 0.2% 1.0% 0.2% 4.0%
4.0% 0.5% 0.2% 0.0% 0.7% 0.7% 0.1% 6.2%
3.4% 0.4% 0.4% 0.1% 3.7% 0.0% 8.0%
8.0% 0.3% 0.4% 0.0% 0.7% 0.3% 9.7%
2.6% 0.0% 0.2% 0.0% 0.4% 0.0% 0.1% 3.4%
3.7% 0.4% 0.6% 0.0% 0.7% 0.2% 0.0% 5.7%






























産業 日本 中国 韓国 香港 シンガポール マレーシア タイ 合計
電気・精密機械 0.5% 0.6% 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 1.3%
一般機械 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3%
輸送機械 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3%
電気・精密機械 11.0% 5.3% 4.4% 5.3% 0.4% 0.2% 26.6%
一般機械 7.8% 0.3% 0.0% 2.1% 0.1% 0.0% 10.3%
輸送機械 7.3% 1.2% 0.4% 2.6% 0.2% 0.1% 11.8%
電気・精密機械 1.1% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 1.4%
一般機械 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1%
輸送機械 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.7%
電気・精密機械 1.2% 0.3% 0.2% 0.0% 0.4% 0.0% 0.1% 2.3%
一般機械 1.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 1.1%
輸送機械 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5%
電気・精密機械 1.2% 0.0% 0.2% 2.0% 0.4% 0.2% 4.0%
一般機械 0.2% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.6%
輸送機械 0.1% 0.0% 0.1% 0.5% 0.0% 0.0% 0.7%
電気・精密機械 0.5% 0.8% 0.1% 0.2% 0.5% 0.2% 2.3%
一般機械 0.4% 0.5% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 1.1%
輸送機械 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 0.5%
電気・精密機械 0.9% 0.4% 0.2% 0.0% 0.2% 0.1% 0.0% 1.8%
一般機械 0.7% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2% 0.0% 1.1%
輸送機械 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.3% 0.0% 3.2%
電気・精密機械 2.7% 0.2% 0.3% 0.1% 2.3% 0.0% 5.6%
一般機械 0.4% 0.2% 0.0% 0.0% 1.1% 0.0% 1.6%
輸送機械 0.3% 0.0% 0.1% 0.0% 0.3% 0.0% 0.7%
電気・精密機械 2.6% 0.2% 0.3% 0.0% 0.5% 0.1% 3.7%
一般機械 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.1% 2.3%
輸送機械 3.4% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 3.7%
電気・精密機械 1.6% 0.0% 0.2% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 2.1%
一般機械 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.4%
輸送機械 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.9%
電気・精密機械 2.1% 0.2% 0.5% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 3.0%
一般機械 0.8% 0.1% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 1.2%
輸送機械 0.9% 0.1% 0.1% 0.0% 0.3% 0.2% 0.0% 1.6%
電気・精密機械 24.8% 2.7% 8.0% 4.9% 11.4% 1.6% 0.7% 54.1%
一般機械 14.7% 1.1% 0.3% 0.0% 4.4% 0.6% 0.1% 21.3%


















図 3-6 と表 3-16 には日本企業の年別・年代別の海外直接投資が示されている。日本企業の直接
投資は 1980 年代末から急激に増加し、一時的な世界経済危機を除くと全期間にわたって持続的に





が急増し、日本の主な投資先が ASEAN から中国へ移動するようになった。このような現象は 2000
年代以降さらに加速し、2012 年の時点で日本企業の進出が多い国・産業は、中国での電気機械が
全体の 19.8%を占めて最も高く、次に中国での一般機械と輸送機械が 14.1%と 13%、タイでの輸
送機械が 6.2%、マレーシアとタイでの電気・精密機械が両国とも 4.8%を占めている。 
図 3-7 と表 3-17 には韓国企業の年別・年代別の海外直接投資が示されている。韓国企業の直接
投資は 1990 年代から始まったものの、韓国企業の直接投資は日本企業とは異なって、1995 年頭
打ちになり、アジア通貨危機を経て持続的に減少している。表 3-17 の韓国企業の年代別進出につ




高く、1990 年代には 90.8%を占めていた。2000 年代以降は輸送機械の進出が 1990 年代の 6.2%か
ら 2000 年代の 22.9%に増加し、その分だけ電気・精密機械の比率は減少したものの、2000 年代以
降においても電気・精密機械の比率は 73%の高い水準である。2012 年時点で、韓国企業の進出が
多い国・産業については、中国での電気・精密機械が 53.5%で最も高く、次は中国での輸送機械
が 12.7%、日本での電気・精密機械が 5.7%、タイとベトナムでの電気・精密機械が 3.5%である。 
 
図 3-6 日本企業の年別進出（対東アジア、機械産業） 
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図 3-7 韓国企業の年別進出（対東アジア、機械産業） 
80s 90s 2000-2012 2012累積 80s 90s 2000-2012 2012累積
電気・精密機械 5 101 161 267 3.7% 21.2% 21.9% 19.8%
一般機械 1 48 141 190 0.7% 10.1% 19.2% 14.1%
輸送機械 0 32 143 175 0.0% 6.7% 19.4% 13.0%
全機械 6 181 445 632 4.4% 38.0% 60.5% 46.9%
電気・精密機械 6 6 15 27 4.4% 1.3% 2.0% 2.0%
一般機械 4 10 13 27 3.0% 2.1% 1.8% 2.0%
輸送機械 4 4 9 17 3.0% 0.8% 1.2% 1.3%
全機械 14 20 37 71 10.4% 4.2% 5.0% 5.3%
電気・精密機械 7 11 12 30 5.2% 2.3% 1.6% 2.2%
一般機械 9 6 10 25 6.7% 1.3% 1.4% 1.9%
輸送機械 8 1 0 9 5.9% 0.2% 0.0% 0.7%
全機械 24 18 22 64 17.8% 3.8% 3.0% 4.8%
電気・精密機械 3 15 11 29 2.2% 3.2% 1.5% 2.2%
一般機械 1 2 2 5 0.7% 0.4% 0.3% 0.4%
輸送機械 1 1 0 2 0.7% 0.2% 0.0% 0.1%
全機械 5 18 13 36 3.7% 3.8% 1.8% 2.7%
電気・精密機械 3 4 5 12 2.2% 0.8% 0.7% 0.9%
一般機械 3 4 3 10 2.2% 0.8% 0.4% 0.7%
輸送機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
全機械 6 8 8 22 4.4% 1.7% 1.1% 1.6%
電気・精密機械 0 16 5 21 0.0% 3.4% 0.7% 1.6%
一般機械 3 8 6 17 2.2% 1.7% 0.8% 1.3%
輸送機械 5 18 31 54 3.7% 3.8% 4.2% 4.0%
全機械 8 42 42 92 5.9% 8.8% 5.7% 6.8%
電気・精密機械 28 31 6 65 20.7% 6.5% 0.8% 4.8%
一般機械 4 5 1 10 3.0% 1.1% 0.1% 0.7%
輸送機械 0 4 3 7 0.0% 0.8% 0.4% 0.5%
全機械 32 40 10 82 23.7% 8.4% 1.4% 6.1%
電気・精密機械 18 24 22 64 13.3% 5.0% 3.0% 4.8%
一般機械 7 18 23 48 5.2% 3.8% 3.1% 3.6%
輸送機械 6 41 36 83 4.4% 8.6% 4.9% 6.2%
全機械 31 83 81 195 23.0% 17.4% 11.0% 14.5%
電気・精密機械 7 21 11 39 5.2% 4.4% 1.5% 2.9%
一般機械 1 5 1 7 0.7% 1.1% 0.1% 0.5%
輸送機械 1 15 2 18 0.7% 3.2% 0.3% 1.3%
全機械 9 41 14 64 6.7% 8.6% 1.9% 4.8%
電気・精密機械 0 12 38 50 0.0% 2.5% 5.2% 3.7%
一般機械 0 3 16 19 0.0% 0.6% 2.2% 1.4%
輸送機械 0 10 10 20 0.0% 2.1% 1.4% 1.5%
全機械 0 25 64 89 0.0% 5.3% 8.7% 6.6%
電気・精密機械 77 241 286 604 57.0% 50.6% 38.9% 44.8%
一般機械 33 109 216 358 24.4% 22.9% 29.3% 26.6%
輸送機械 25 126 234 385 18.5% 26.5% 31.8% 28.6%





























                                                        
67 理論研究として Helpman, Melitz and Yeaple（2004）と Antràs and Helpman（2004）がある。 
80s 90s 2000-2012 2012累積 80s 90s 2000-2012 2012累積
電気・精密機械 1 37 84 122 16.7% 56.9% 53.5% 53.5%
一般機械 0 2 5 7 0.0% 3.1% 3.2% 3.1%
輸送機械 0 1 28 29 0.0% 1.5% 17.8% 12.7%
全機械 1 40 117 158 16.7% 61.5% 74.5% 69.3%
電気・精密機械 2 4 7 13 33.3% 6.2% 4.5% 5.7%
一般機械 0 0 1 1 0.0% 0.0% 0.6% 0.4%
輸送機械 0 1 1 2 0.0% 1.5% 0.6% 0.9%
全機械 2 5 9 16 33.3% 7.7% 5.7% 7.0%
電気・精密機械 0 1 4 5 0.0% 1.5% 2.5% 2.2%
一般機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
輸送機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
全機械 0 1 4 5 0.0% 1.5% 2.5% 2.2%
電気・精密機械 0 3 2 5 0.0% 4.6% 1.3% 2.2%
一般機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
輸送機械 0 0 2 2 0.0% 0.0% 1.3% 0.9%
全機械 0 3 4 7 0.0% 4.6% 2.5% 3.1%
電気・精密機械 0 0 2 2 0.0% 0.0% 1.3% 0.9%
一般機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
輸送機械 0 0 1 1 0.0% 0.0% 0.6% 0.4%
全機械 0 0 3 3 0.0% 0.0% 1.9% 1.3%
電気・精密機械 0 2 3 5 0.0% 3.1% 1.9% 2.2%
一般機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
輸送機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
全機械 0 2 3 5 0.0% 3.1% 1.9% 2.2%
電気・精密機械 1 3 3 7 16.7% 4.6% 1.9% 3.1%
一般機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
輸送機械 0 0 2 2 0.0% 0.0% 1.3% 0.9%
全機械 1 3 5 9 16.7% 4.6% 3.2% 3.9%
電気・精密機械 1 5 2 8 16.7% 7.7% 1.3% 3.5%
一般機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
輸送機械 0 1 0 1 0.0% 1.5% 0.0% 0.4%
全機械 1 6 2 9 16.7% 9.2% 1.3% 3.9%
電気・精密機械 1 2 2 5 16.7% 3.1% 1.3% 2.2%
一般機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
輸送機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
全機械 1 2 2 5 16.7% 3.1% 1.3% 2.2%
電気・精密機械 0 2 6 8 0.0% 3.1% 3.8% 3.5%
一般機械 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
輸送機械 0 1 2 3 0.0% 1.5% 1.3% 1.3%
全機械 0 3 8 11 0.0% 4.6% 5.1% 4.8%
電気・精密機械 6 59 115 180 100.0% 90.8% 73.2% 78.9%
一般機械 0 2 6 8 0.0% 3.1% 3.8% 3.5%
輸送機械 0 4 36 40 0.0% 6.2% 22.9% 17.5%

































Dunning（1977）は Hymer（1960）の「独占的優位理論」と Buckley and Casson（1976）の「内
部化理論」を折衷し、さらに「立地上の優位性」を加え、「折衷理論」を提唱した。折衷理論では
企業特殊資産を所有することによる優位性（Ownership Advantage）、立地上の優位性（Locational 




























の売上・仕入比率が 100%に近く、右上の B 領域に位置する。垂直的直接投資は、自国と現地の
生産活動が相互に関連性を持ち、製造・販売部門のみを本社機能から切り離して海外に移す。そ
のため、最終財は現地での販売と自国への輸出で構成され、中間財は自国から供給されるので、






図 3-8 直接投資の類型と売上・仕入比率ボックス 
                                                        
68 清田（2015）24 頁。 
69 清田（2015）24-25 頁。 
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点 E のネットワーク型に位置している。2006 年には現地での仕入比率が 10.8%上昇して 49%とな
り、ほぼネットワーク型領域の真ん中に位置するようになった。以降、現地での売上・仕入比率
は伸び、2015 年には現地での売上比率が 56.2%、仕入比率が 59%であり、ネットワーク型を維持






率が減少し、点 E のネットワーク型となっている。韓国の子会社については、2007 年には現地で
の売上比率が 91.4%で非常に高いのに対し、仕入比率は 17.8%で低く、点 A の貿易摩擦回避型の
領域に位置している。その後、現地での売上比率は低下、仕入比率は増加し、2015 年には 87.5%、
36.4%となり、高い現地での売上比率を維持している。 
















                                                        
70 ここでは、韓国企業の産業・地域別のデータが取れないため、日本企業の投資だけを検討する。 













表 3-18 日本と韓国の海外直接投資の売上・仕入ボックス（全産業） 
 
出所：筆者作成（日本のデータは METI から、韓国のデータは韓国輸出入銀行から収集） 
  









                                                        
72 代表的な研究として、Carlton（1983）、Bartik（1985）がある。 
（単位：%）
1997 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
現地での売上 49.1 46.2 56.0 54.4 59.3 61.6 61.9 60.1 57.7 54.3 56.2
現地での仕入 38.2 49.0 52.6 46.7 56.3 54.0 55.7 55.9 57.3 54.9 59.0
現地での売上 81.9 80.3 85.8 77.4 69.3 66.3 67.2 65.6 63.2 58.9 58.9
現地での仕入 52.6 51.2 52.1 48.6 49.9 49.1 49.5 47.8 55.8 53.5 56.8
現地での売上 55.2 49.9 54.7 55.8 55.0 60.1 56.0 53.3 54.0 48.9 47.1
現地での仕入 33.1 25.3 25.2 22.6 22.7 22.2 26.3 22.5 23.1 22.3 24.0
1997 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
現地での売上 37.9 49.9 51.3 49.7 50.8 53.6 54.3 53.8 59.8 58.6
現地での仕入 36.1 41.0 39.5 43.5 43.3 47.2 44.4 43.3 51.5 45.9
現地での売上 91.3 91.4 87.7 89.5 86.3 87.0 85.7 83.4 84.2 87.5
現地での仕入 - 17.8 19.2 22.9 22.5 43.0 50.3 49.0 41.3 36.4
現地での売上 63.9 62.7 64.9 70.7 59.5 62.0 68.6 65.3 63.6 59.9










1997 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
現地での売上 48.1 47.5 53.8 54.4 59.7 56.9 59.3 54.7 50.1 48.4
現地でも仕入 39.4 54.1 58.1 49.7 62.1 58.8 59.8 59.6 62.6 58.1
現地での売上 86.8 86.1 86.8 70.2 65.4 65.1 67.5 62.6 61.5 61.9
現地でも仕入 49.8 59.6 60.3 60.9 62.8 61.5 60.4 60.0 59.8 59.4
現地での売上 64.0 45.3 48.8 52.2 48.4 53.0 54.9 47.3 52.1 41.5
















深尾・岳（1997）は 1978 年から 1992 年まで日本電気メーカーの海外進出の決定要因について
コンディショナル・ロジット・モデルを用いて分析した結果、集積は海外直接投資と正の関係で、






投資では、市場の規模が重要な要因であると論じた。Levy et al.（2002）は 1982 年から 1998 年ま
での 60 カ国を対象にして重力モデルを用いて 2 国間の対外直接投資（ODI：Outward direct 
investment）を分析した。分析の結果、GDP、貿易開放度、文化的類似性および地域貿易協定（RTA: 
Regional Trade Agreement）は ODI と正の関係で、1 人当たり GDP と距離は負の関係であった。Blaise
（2005）はコンディショナル・ロジット・モデルを用いて 1980 年から 1999 年まで日本企業の中
国進出を分析した。分析の結果、GDP、集積、政府開発援助（ODA：Official Development Assistance）
およびインフラは正の関係で、賃金、教育、距離は負の関係であるとした。Blaise（2005）は中国
の地域ごとに異なる日本の ODA をモデルに取り込み、インフラの改善が目的である ODA は海外
直接投資を誘致すると主張した。Han and Seo（2006）はコンディショナル・ロジット・モデルを






た。Hien（2008）では、1 人当たり GDP、ODA、教育のみが正の関係となった。最後に Urata（2015）
は、コンディショナル・ロジット・モデルを用いて 1980 年から 2012 年までの日本企業の海外進
























3-4-1 は、𝑖𝑖企業が𝑗𝑗国に投資し、得られる利潤は𝜋𝜋を示す。パラメタ𝑋𝑋𝑠𝑠𝑖𝑖は j 国の特性で、𝛽𝛽は推定し
たい係数ベクトルである。𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖は確率的誤差項で、i と j に関して独立に Weibull 分布に従えると仮
定すれば、McFadden（1974）が示したように i 企業が j 国に立地する（j 国への立地が i 企業に最



















GDP 正 no effect ＋ ＋ ＋
ホスト国
一人当たりGDP 混在 － ＋ ＋
集積 正 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
ODA 正 ＋ ＋
賃金 負 － － － － －
失業率 負 －
教育 混在 － － ＋
距離 負 － －
インフラ 混在 ＋ ＋ ＋ ＋





文化的要因 正 ＋ ＋
FTA 正 RTA（＋） ＋
インフレーション 負 － －
対象 39カ国 117カ国 60カ国 中国 中国 ベトナム 97カ国
期間 1978－1992 1980－1996 1982－1998 1980–1999 1989-2002 2002-2004 1980-2012
















大利潤をもたらす）確率は、式 3-4-2 のようにロジットの形で表される。企業が国 j を選択する回




𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑎𝑎0𝑋𝑋1𝑖𝑖𝛽𝛽1 ⋯𝑋𝑋𝑚𝑚𝑖𝑖𝛽𝛽𝑚𝑚𝑒𝑒𝑜𝑜𝑖𝑖𝑖𝑖                                                    (3- 4- 1) 
 
𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑒𝑒𝑥𝑥𝑙𝑙�∑ 𝛽𝛽𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙𝑋𝑋𝑠𝑠𝑖𝑖𝑚𝑚𝑠𝑠=1 �∑ 𝑒𝑒𝑥𝑥𝑙𝑙�∑ 𝛽𝛽𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙𝑋𝑋𝑠𝑠𝑖𝑖𝑚𝑚𝑠𝑠=1 �𝑛𝑛𝑖𝑖=1                                      (3- 4- 2) 
 
𝐺𝐺 =   ��𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖𝑜𝑜𝑖𝑖𝑛𝑛
𝑖𝑖=1𝑖𝑖
                                (3- 4- 3) 
  
ここで、式 3-4-2 に本分析の説明変数を代入すると i 企業が j 国に投資する投資確率関数は式
3-4-4 になる。 
 
𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑒𝑒𝑥𝑥𝑙𝑙�𝛼𝛼 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝐺𝐺𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐴𝐴𝐺𝐺𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽4𝑈𝑈𝑁𝑁𝑙𝑙𝑀𝑀𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽5𝐶𝐶𝑙𝑙𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽6𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖+ 𝛽𝛽7𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝑙𝑙𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽8𝐺𝐺𝐶𝐶𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽9𝐶𝐶𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽10𝑙𝑙𝑙𝑙𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽11𝐵𝐵𝐼𝐼𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽12𝐹𝐹𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖�   ÷ �𝑒𝑒𝑥𝑥 𝑙𝑙�𝛼𝛼 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝐺𝐺𝐺𝐺𝐷𝐷𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐴𝐴𝐺𝐺𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽4𝑈𝑈𝑁𝑁𝑙𝑙𝑀𝑀𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽5𝐶𝐶𝑙𝑙𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛
𝑖𝑖=1+ 𝛽𝛽6𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽7𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐺𝐺𝑙𝑙𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽8𝐺𝐺𝐶𝐶𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽9𝐶𝐶𝐹𝐹𝐷𝐷𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽10𝑙𝑙𝑙𝑙𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽11𝐵𝐵𝐼𝐼𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖+ 𝛽𝛽12𝐹𝐹𝑙𝑙𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖�                                    (3- 4- 4) 
 
 被説明変数𝑙𝑙𝑖𝑖𝑖𝑖は i 企業が j 国に立地する（j 国への立地が i 企業に最大利潤をもたらす）確率を
意味する。lnGDP は投資先国の GDP を示し、GGDP は投資先国の GDP の成長率を、lnWAGE は
投資先国の産業別賃金を、UNEMP は投資先国の失業率を、CPI はホスト国の CPI 増加率を、lnEDU
はホスト国の平均教育年数を示す。また、lnELEC は投資先国の 1 人当たり電気消費量を示し、
GOV は投資先国の政治的安定性を、CFDI は投資先国における FDI の累積値を、lnODA は投資先
国で行われている日本の ODA（政府開発援助）ストックを、BIT は 2 国間の BIT ダミーを、FTA





















































⑦投資先国の 1 人当たり電気消費量 






GOV は投資先国の政治的安定性を表すもので、International Country Risk Guide のすべての指標
を足しあげて算出した。深尾・岳（1997）によれば、直接投資のようにその資金が長期にわたり
相手国に滞留する場合には、収益性だけではなく、相手国の将来のマクロ経済のパフォーマンス




⑨投資先国における FDI 件数の累積値 







⑩投資先国における日本の ODA ストック 















FTA は 2 国間の FTA ダミー変数を示す。Urata（2015）によると伝統的な FTA の役割は、輸入
品に対する関税の引下げであったが、近年の FTA は包括的であり、貿易の活発化・自由化ととも
にサービス貿易や FDI の活性化、知的財産権、政府調達まで扱っている。本節では東アジア地域













仮説 10）投資先国に母国の ODA が大きくなるほど、多国籍企業が投資する確率は上がる。 
仮説 11）2 国の間に BIT が発行すると、多国籍企業が投資する確率は上がる。 

















電気・精密機械、一般機械、輸送機械といった 3 つの産業に分けて分析する。 
説明変数のデータの出所は次のとおりである。投資先国の GDP、GDP の成長率、失業率、CPI
の成長率および 1 人当たり電気使用量のデータは World Development Indicators（World Bank）から
収集している。投資先国の産業別賃金は UNIDO の INDSTAT から収集し、投資先国の平均教育年
数は École d'Économie de ParisEconomics serving society から収集している。政治的安定性の指標は
International Country Risk Guide から収集し、集積変数の FDI 件数の累積値は、被説明変数と同様
に OSIRIS 世界上場企業データベース、東洋経済の海外進出企業総覧、韓国 FnGuide の企業情報か
ら収集している。また、日本の ODA ストックは OECD.Stat から、BIT データは UNCTAD investment 
policy から、FTA データは ADB Asia Regional Integration Center から収集している。以上のすべて
の名目変数はデフレーターを用いて、実質値に換算して推定する。 
表 3-21 と表 3-22 には日本企業についての分析と、韓国企業についての分析に用いる変数の基本
統計量と変数間の相関関係が示されている。説明変数間の多重共線性を回避するために実施した
VIF 検査の結果では、日本企業に関する分析の平均 VIF 検定値が 5.35 で、韓国企業に関する分析































Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max
fdi 13887 0.1110 0.3142 0 1
lnGDP 13857 26.2363 1.1154 23.8353 29.7388
GGDP 13853 6.3193 3.4682 -13.1267 15.2404
lnWAGE 12746 8.5128 1.2024 5.8353 12.7152
UNEMP 13370 4.1731 2.5591 0.7000 11.9000
CPI 13316 4.8637 5.1044 -4.0230 58.3871
lnEDU 10787 1.9616 0.3130 1.1896 2.5896
lnELEC 13851 7.2905 1.2463 3.8321 9.2522
GOV 13757 53.1603 8.1758 29.17 67.83
CFDI_jpn 13869 72.2257 106.6079 0 635
lnODA_jpn 13869 7.4472 1.3908 2.5649 9.0696
BIT 13869 0.2541 0.4354 0 1
FTA 13869 0.1308 0.3372 0 1
fdi lnGDP GGDP lnWAGE UNEMP CPI lnEDU lnELEC GOV CFDI ODA BIT FTA
fdi 1
lnGDP 0.3609 1
GGDP 0.2205 0.2336 1
lnWAGE -0.23 -0.1823 -0.1079 1
UNEMP -0.0836 -0.1519 -0.2671 -0.2175 1
CPI 0.0113 0.1017 -0.1352 -0.4358 0.1844 1
lnEDU -0.2697 -0.0513 -0.2855 0.7744 0.0343 -0.2975 1
lnELEC -0.0857 0.0235 0.0203 0.8501 -0.457 -0.4751 0.6547 1
GOV -0.1071 -0.1351 0.0726 0.7093 -0.3311 -0.3969 0.4902 0.7936 1
CFDI_jpn 0.4013 0.6594 0.2132 -0.2098 -0.1169 -0.1627 -0.1849 0.0287 -0.1643 1
lnODA_jpn 0.1212 0.4181 -0.1668 -0.4979 0.4214 0.2846 -0.0816 -0.628 -0.6424 0.3452 1
BIT 0.3895 0.776 0.2338 -0.1112 -0.1647 0.0195 -0.1281 0.1299 0.0409 0.548 0.1561 1
FTA -0.1017 -0.0743 -0.0859 0.2697 -0.0451 -0.1582 0.3043 0.2674 0.1453 -0.0547 -0.2128 -0.1887 1
Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max
fdi 2142 0.1111 0.3143 0 1
lnGDP 2140 26.5686 1.4259 23.9354 29.6687
GGDP 2140 5.4243 3.6575 -13.1267 15.2404
lnWAGE 1954 8.6245 1.2709 5.8353 11.0363
UNEMP 2086 4.3077 2.5127 0.7000 11.9000
CPI 2082 4.1966 5.1309 -4.0230 58.3871
lnEDU 1666 2.0276 0.3011 1.1896 2.5787
lnELEC 2142 7.4449 1.2254 3.8321 9.0870
GOV 2124 54.3234 8.4245 29.1667 71.0000
CFDI_kor 2239 12.0889 28.9404 0 164
BIT 2142 0.7395 0.4390 0 1
FTA 2142 0.2124 0.4091 0 1
fdi lnGDP GGDP lnWAGE UNEMP CPI lnEDU lnELEC GOV CFDI BIT FTA
fdi 1
lnGDP 0.3625 1
GGDP 0.3521 -0.1289 1
lnWAGE -0.287 0.2163 -0.412 1
UNEMP -0.1211 -0.1198 -0.1857 -0.2186 1
CPI 0.0688 -0.1598 0.1949 -0.5684 0.2249 1
lnEDU -0.3788 0.2364 -0.6182 0.8327 0.0425 -0.4878 1
lnELEC -0.0806 0.2798 -0.2461 0.8798 -0.4785 -0.5893 0.6752 1
GOV -0.1308 0.19 -0.1884 0.8052 -0.3129 -0.463 0.6146 0.8142 1
CFDI_kor 0.5762 0.5071 0.3545 -0.1776 -0.0856 -0.105 -0.3151 0.0173 -0.1692 1
BIT 0.1613 0.0815 0.1045 -0.4862 0.1125 0.1306 -0.2302 -0.4006 -0.4767 0.2431 1








が 0 より小さいと、オッズ比は 1 より小さく、コンディショナル・ロジット・モデルの係数がゼ
ロより大きいと、オッズ比は 1 より大きくなる。オッズ比の意味は変数が 1 単位増加するとき、
勝算比が何倍増加するかを示す。たとえば、モデル（9）の FTA のオッズ比を解釈すると、投資










た。特にモデル（9）のオッズ比において、ODA が 2.887、BIT が 3.132、FTA が 3.661 であり、高
い数値となっている。韓国企業の FDI については、GDP、インフラ、BIT はプラスの有意な結果
で、教育年数はマイナスの有意な結果となった。しかし、日本の直接投資に比べて標本の数が少
ないため、総じて有意性が落ちている。モデル（13）のオッズ比において、韓国企業の直接投資
は、電気使用量のインフラが 3.305、BIT が 2.848、GDP が 2.011 であり、高い数値となっている。 
日本企業の分析結果を先行研究と比較すると、GDP と教育（負の関係）、失業率とインフレ（有
意性なし）のほかの変数は、仮説どおりの結果となった。特に ODA、BIT および FTA 変数は、ほ
かの変数よりオッズ比が高く、途上国の海外直接投資の誘致において、政府の政策が重要である
ことが明らかになった。日本政府による ODA は、欧米による ODA と比べて経済利益追求型であ
るとされてきたが、Kimura and Todo（2010）が主張したように日本政府による ODA は日本企業に
よる FDI の誘因となり、東アジア生産ネットワークの形成に貢献したことが明らかになった。一




























途上国政府の努力でも実現できると考えられる BIT や FTA といった政策的な要因を分析に取り込












表 3-23 推定結果 
 
出所：筆者作成 
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)
VARIABLES 産業全体 一般機械 電気精密機械 輸送機械 産業全体 一般機械 電気精密機械 輸送機械 産業全体 一般機械 電気精密機械 輸送機械 産業全体 一般機械 電気精密機械 輸送機械
lnGDP -0.189** -0.0537 -0.461*** -0.131 0.699*** 105.4 0.681*** 1.068* 0.828** 0.948 0.631*** 0.877 2.011*** 5.680e+45 1.975*** 2.910*
(0.0924) (0.192) (0.155) (0.178) (0.125) (0) (0.139) (0.584) (0.0764) (0.182) (0.0980) (0.156) (0.251) (0) (0.274) (1.699)
GGDP 0.0397** 0.0133 0.0924*** 0.0786** 0.0281 35.22 0.0276 0.283 1.040** 1.013 1.097*** 1.082** 1.028 1.979e+15 1.028 1.327
(0.0159) (0.0331) (0.0236) (0.0382) (0.0638) (1.893e+09) (0.0654) (0.286) (0.0165) (0.0335) (0.0258) (0.0414) (0.0656) (3.746e+24) (0.0672) (0.380)
lnWAGE -0.183* -0.151 -0.356** 0.221 -0.398 -68.76 -0.380 -4.092 0.833* 0.860 0.701** 1.247 0.672 0 0.684 0.0167
(0.0937) (0.229) (0.151) (0.190) (0.368) (4.087e+08) (0.387) (2.525) (0.0780) (0.197) (0.106) (0.237) (0.247) (0) (0.265) (0.0422)
UNEMP -0.00861 -0.00641 0.0297 -0.111** 0.0833 -1.647 0.0905 0.298 0.991 0.994 1.030 0.895** 1.087 0.193 1.095 1.346
(0.0255) (0.0590) (0.0418) (0.0467) (0.0907) (9.654e+08) (0.0960) (0.548) (0.0253) (0.0586) (0.0431) (0.0418) (0.0986) (1.860e+08) (0.105) (0.738)
CPI -0.00723 -0.0191 -0.0253* 0.0317** -0.0122 -20.66 0.00131 -0.641** 0.993 0.981 0.975* 1.032** 0.988 1.07e-09 1.001 0.527**
(0.00934) (0.0196) (0.0147) (0.0155) (0.0257) (5.563e+08) (0.0246) (0.289) (0.00927) (0.0192) (0.0143) (0.0160) (0.0254) (0.596) (0.0246) (0.152)
lnEDU -1.830*** -3.790*** 0.391 -4.806*** -2.680* 223.5 -2.441 -0.504 0.160*** 0.0226*** 1.479 0.00818*** 0.0685* 1.200e+97 0.0871 0.604
(0.456) (1.010) (0.640) (1.109) (1.613) (0) (1.711) (6.811) (0.0732) (0.0228) (0.946) (0.00907) (0.111) (0) (0.149) (4.113)
lnELEC 0.590*** 1.431*** -0.233 1.640*** 1.110** -12.07 1.049** 2.692 1.805*** 4.181*** 0.792 5.153*** 3.035** 5.73e-06 2.854** 14.76
(0.185) (0.436) (0.281) (0.388) (0.457) (9.246e+08) (0.476) (2.863) (0.334) (1.825) (0.223) (1.998) (1.386) (5,301) (1.359) (42.26)
GOV 0.0276*** 0.0227 0.0483*** -0.0227 -0.0319 -9.015 -0.0366 0.155 1.028*** 1.023 1.050*** 0.978 0.969 0.000122 0.964 1.167
(0.0104) (0.0235) (0.0166) (0.0199) (0.0339) (5.798e+08) (0.0362) (0.181) (0.0107) (0.0241) (0.0175) (0.0194) (0.0328) (70,504) (0.0349) (0.212)
CFDI 0.00368*** 0.00149 0.00596*** -0.000621 0.00337 -3.985 0.00423 -0.0246 1.004*** 1.001 1.006*** 0.999 1.003 0.0186 1.004 0.976
(0.000699) (0.00150) (0.00109) (0.00149) (0.00689) (1.197e+08) (0.00743) (0.0305) (0.000701) (0.00151) (0.00110) (0.00149) (0.00691) (2.225e+06) (0.00746) (0.0297)
lnODA_jpn 1.060*** 1.691*** 0.228** 3.048*** 2.887*** 5.425*** 1.256** 21.08***
(0.143) (0.319) (0.202) (0.449) (0.414) (1.728) (0.253) (9.471)
BIT 1.142*** 1.071** 2.095*** 0.459 1.047** 0.882 1.057** -0.527 3.132*** 2.917** 8.126*** 1.582 2.848** 2.416 2.878** 0.590
(0.215) (0.431) (0.364) (0.390) (0.447) (0) (0.483) (2.076) (0.674) (1.258) (2.957) (0.617) (1.273) (0) (1.391) (1.226)
FTA 1.298*** 1.861*** 1.040** 1.622*** 0.391 -111.2 0.245 -0.572 3.661*** 6.430*** 2.829** 5.064*** 1.479 0 1.278 0.564
(0.249) (0.485) (0.427) (0.477) (0.636) (0) (0.729) (1.936) (0.913) (3.115) (1.209) (2.418) (0.940) (0) (0.932) (1.093)
Observations 8,999 2,413 3,819 2,767 1,372 56 1,087 229 8,999 2,413 3,819 2,767 1,372 56 1,087 229
ID 1129 298 487 344 197 8 156 33 1129 298 487 344 197 8 156 33
p-R2 0.324 0.407 0.332 0.362 0.550 1 0.531 0.724
Standard errors in parentheses





第 5節 第 3章のまとめ 
 
第 3 章では、本論文の問題意識②「東アジア生産ネットワークの決定要因は何か」について検





第 2 節の垂直的産業内貿易の分析結果、OWT が減少するのに対し VIIT は増加しているという
既存の先行研究と異なって、2000 年代以降は VIIT が減少し、OWT が増加する傾向が看取された。
この背景には中国の東アジア経済への編入が挙げられる。一方、2000 年代以降の機械全産業にお
いて VIIT は OWT と併存しつつ引き続き高い比率を占めている。特に東アジア生産ネットワーク
を主導してきた電気機械の部品産業では、2000 年代以降も VIIT が高い割合を占めているため、
2000 年代以降も垂直的産業内貿易が東アジア生産ネットワークの中心であると判断できる。続い
て垂直的産業内貿易の決定要因をトービット・モデルを用いて分析した結果、両国の経済規模、1
人当たり GDP の差、地理的な距離および貿易不均衡は負の関係で、経済規模の差、1 人当たり
GDP の平均、相手国の産業構造の高度化、FTA および FDI は正の関係であった。特に、FTA につ
いて、今まで東アジア地域を分析対象にした研究では得られなかった結果となった。また、近年
使えるようになった 2 国間の FDI データを用いて分析を行い、東アジア諸国間の FDI が VIIT を
促進する効果を明らかにした。 
第 3 節の東アジア地域における中間財輸出の決定要因を重力モデルを用いて分析した結果、輸
出国の GDP は有意性がなかったものの、輸入国の GDP、輸出国・輸入国の 1 人当たり GDP、両
国の 1 人当たり GDP の差、地理的・文化的な類似性、FTA および FDI は中間財の輸出と正の関係
で、地理的な距離と相対的な労働者賃金は中間財の輸出と負の関係であった。特に係数が高い要
因は輸出国の 1 人当たり GDP であり、日本と NIEs に中間財を依存してきた東アジア生産ネット
ワークの実態が実証分析を通じて明らかになった。また、2000 年以降活発になった 2 国間の FTA
を分析に取り込み有意な結果を導いた。中間財の輸出は最終財の輸出に比べてより頻繁に国境を
越えながら行われるため、輸送費と関税などのサービスリンクコストに敏感に反応する。結果的
に東アジア地域において 2000 年代以降活発になった FTA はサービスリンクコストを節減させ、
中間財の貿易を促進し、生産ネットワークに寄与した。中間財の輸出と FDI の関係においては、
先行した FDI が中間財の輸出を促進するという本論文の仮定を 2 国間の国レベルの FDI と機械産



















アジア地域における FDI は垂直的 FDI であり、東アジア生産ネットワークの背景であることが明
らかになった。 



















                                                        
73 東アジア地域の多様性については、第 1 章第 4 節を参照されたい。 
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第 4章 東アジア生産ネットワークがもたらす利益 
 













レビューする。第 3 節では東アジア国々の労働生産性と近年使えるようになった OECD の TiVA









































by doing）されることもある。以後、内生的成長理論は Romer（1990）、Grossman and Helpman（1991）、







と Grossman and Helpman（1991）は水平的に差別化された多様な中間財を輸入し、生産を行うこ
とから R&D などの技術や知識が蓄積され、生産性が上昇するとした。Segerstrom et al（1990）と
                                                        
74 ここの資本は工場の機械設備などの物的な資本だけを意味する。 














生産関数で示すと式 4-2-1 になり、対数をとると式 4-2-2 のように線形化できる。ここで変数 Z は
技術伝播の経路となり、この定式から多くの実証分析が行われている。 
 
𝑌𝑌𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑖𝑖𝐾𝐾𝑖𝑖𝛽𝛽1𝐺𝐺𝑖𝑖1−𝛽𝛽1𝑍𝑍𝑖𝑖𝛽𝛽2𝜖𝜖𝑖𝑖                            (4- 2- 1) 
 






とみなす。本論文で想定している第 1 章第 5 節の生産ネットワークのメカニズムにより、東アジ


























表 4-1 には生産性及び経済成長と貿易の関係を分析した実証分析の結果が示されている。Coe 
and Helman（1995）はこの分野における先駆的な研究であり、1971 年から 1990 年までの OECD




Coe and Helpman（1997）は同じアプローチを用いて同期間における途上国 77 カ国を分析し、先
進国において開発された R&D ストックが輸入の経路を通じて途上国の生産性を向上させるとし
た。しかし、Keller（1998）によると、輸入シェアではなくランダムの数字を用いて算出した加重
平均値の R&D ストックも生産性とプラスの有意な結果となり、Coe and Helpman（1995、1997）
の分析結果から輸入が技術伝播の重要な経路であるという主張は説得力に欠けるとした。次に、
Nair-Reichert and Weinhold（2001）は、1971 年から 1995 年までの途上国 24 カ国を分析し、輸出や
国内投資は GDP の成長に影響を与えなかったが、FDI は正の影響を与えるとした。Falvey et al.
（2004）は、1975 年から 1990 年までの OECD の国々を分析し、輸出と輸入が 1 人当たり GDP の
成長と正の関係であることを明らかにした。特に貿易と成長の関係において、輸入が輸出よりも
プラスの効果が大きいと指摘した。Savvides and Zachariadis（2005）は、32 の途上国を分析し、資
本財の輸入と海外研究開発、FDI が TFP 成長にプラスの影響を与えるとした。Kim et al.（2007）
は、1980 年から 2003 年までの韓国産業を分析し、TFP 成長と輸入は正の関係であるが、輸出と
は関係がなかったと分析した。Madsen（2007）は、OECD の 16 カ国を分析し、輸入と国内研究開
発が TFP に正の影響を与えることを明らかにした。Mahmood and Talat（2008）は、1980 年から
2000 年までの東アジアを分析し、貿易開放度は TFP の成長と負の関係であり、FDI は TFP の成長
と関係がなかったとした。Fillat and Woerz（2011）は、OECD とアジアの 35 カ国を分析し、貿易
開放度、FDI、国内投資が労働生産性の成長にプラスの影響を与えていると論じた。最後に、近年
使えるようになった付加価値基準の貿易データ（TiVA）を用いた分析には Kordalska et al.（2016）
と Constantinescu et al.（2017）がある。Kordalska et al.（2016）は 1995 年から 2011 年までの OECD
を対象に分析を行い、FVA81（Foreign Value Added）が MFP（Multi Factor Productivity）や TFP に
正の影響を与えるとした。Constantinescu et al.（2017）は 1990 年から 2014 までの OECD を分析し、
輸入と輸出、FVA が労働生産性に正の影響を与えるとした。これらの先行研究をまとめると、生
産性と貿易の間には正の関係が看取され、特に輸入に注目した一部の研究では輸出よりも輸入が
                                                        








一方、東アジアを対象に分析を行った Mahmood and Talat（2008）では、貿易開放度と TFP の成長
率は負の関係であった。 
 





























輸入 正 ＋ ＋
輸出 正 no effect ＋
FVA 正
国内研究開発 正 +
海外研究開発 正 + + ＋
貿易開放度 混在
海外直接投資 正 ＋ ＋




77途上国 24途上国 21OECD 32LME
期間 1971-1990 1971-1990 1971-1995 1975-1990 1965-1992
分析方法 OLS OLS 差分OLS
固定効果
差分OLS 固定効果

























輸入 ＋ ＋ ＋
輸出 no effect ＋
FVA ＋ ＋
国内研究開発 ＋ ＋ no effect
海外研究開発
貿易開放度 － ＋
海外直接投資 no effect ＋
国内投資 ＋
対象 韓国 16OECD 東アジア 35OECDASIA OECD OECD
期間 1980-2003 1870-2004 1980-2000 1987-2002 1995–2011 1990-2014
分析方法 差分OLS DOLS 変量効果 GLSGMM IV
OLS
IV
レベル 産業 国 国 産業 産業 産業
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図 4-1 には EU と米国に対する東アジア電気機械の総輸出とその総輸出に含まれている域内の
付加価値貿易が示され、単位は百万ドルである。実線の赤い矢印は EU82と米国に対する日本、中
国、韓国、ASEAN の総輸出であり、点線の青い矢印はある国における対 EU と対米国の総輸出に
含まれる付加価値を示す。たとえば、1995 年に日本から中国へ輸出される 15.72 億ドルは米国に
対する中国の総輸出 72.23 億ドルの中に含まれている日本の付加価値を意味する。 
まず 1995 年の東アジア生産ネットワークについて検討する。1995 年の総輸出額については、
日本の輸出が最も大きく、米国へ 401.84 億ドル、EU へ 240.94 億ドルを輸出し、東アジア全体輸
出の 48%を占めている。次に輸出額が高いのは ASEAN であり、ASEAN は米国に 269 億ドル、EU
に 137.23 億ドルを輸出し、東アジア全体輸出額の 30%を占めている。その次は韓国であり、韓国
における対米国の輸出額は 127.92 億ドル、対 EU の輸出額は 55.98 億ドルであり、東アジア全体
輸出の 14%を占めている。中国の輸出規模はまだ少なく、東アジア全体輸出の 9%を占めている。 
                                                        




て検討する。日本は域内から輸入される FVA は小さいものの、域内諸国へ輸出する FVA は大き
い。特に ASEAN への FVA 輸出額は、米国向けが 41.33 億ドルであり、EU 向けが 21.07 億ドルに
達している。また、中国への FVA 輸出額も高く、中国における対 EU・米国向けの総輸出の約 22%
が日本から輸入される付加価値である。韓国の場合は、中国と ASEAN の間では輸出される FVA
が輸入される FVA より大きい。しかし、日本との間では輸出される FVA は EU と米国向けを合わ
せて 3.51 億ドルであるのに対し、輸入される FVA は 13.21 億ドルであり、日本から輸入される FVA
が日本へ輸出される FVA より約 4 倍も高い。ASEAN と中国の場合は、域内の付加価値貿易にお
いて、FVA を輸入する傾向にあり、域内へ FVA を殆ど輸出していない。 
1995 年の東アジアにおける三角貿易をまとめると、日本は東アジア域内へ FVA を輸出する最大
の国であり、韓国、中国、ASEAN は日本から FVA を輸入し、域外へ輸出するという三角貿易が




出額は 1995 年に比べて大幅に減少した。米国向けの総輸出額は 1995 年の 401.84 億ドルから 216.3
億ドルに減少し、EU 向けの総輸出額は 1995 年の 240.94 億ドルから 142.94 億ドルに減少した。東
アジアの総輸出に占める割合においても 1995年の 48%から 2011年の 10%に大幅に低下している。
ASEAN の域外への総輸出額は、1995 年に比べ 25.74 億ドルが増えたが、東アジアの総輸出に占め
る割合は 1995 年の 30%から 2011 年の 12%に低下した。韓国の域外への総輸出は 1995 年と比べ、
総輸出額は微増したが、東アジアの総輸出に占める割合は 14%から 6%に低下した。このような日
本、ASEAN、韓国の総輸出割合の低下は、中国の総輸出増加に起因することであり、2000 年代以
降、中国の域外への輸出額が急激に増加し、1995 年には EU と米国向けの輸出を合わせて 116.55
億ドルであった総輸出額が 2011 年には 2546.36 億ドルに約 22 倍も増加した。 
次に、域外への総輸出に含まれている域内の FVA について検討する。日本の場合は 2011 年に
域外への総輸出が大幅に減少したのに対し、域内への FVA 輸出は大幅に増加した。特に中国への
FVA 輸出額は 1995 年の 25.56 億ドル（EU 向け 9.84 億ドル、米国むけ 15.72 億ドル）から 259.1
億ドル（EU 向け 96.46 億ドル、米国むけ 162.64 億ドル）に約 10 倍以上に増加した。しかし、日
本から韓国と ASEAN へ輸出される FVA は 1995 年に比べて減少した。韓国の場合は、日本と
ASEAN の間における付加価値の貿易においては大きい変化がなく、中国への付加価値輸出が大幅
に増加した。詳細をみると、1995 年の中国における対 EU 総輸出額に含まれている韓国の FVA は
1.78 億ドルであったが、2011 年には 55.51 億ドルに増加し、中国における対米国の総輸出額に含
まれている韓国の FVA は 1995 年の 2.89 億ドルから 2011 年の 94.78 億ドルに増加した。ASEAN
                                                        





の場合、中国と韓国から輸入される FVA は微増したが、日本から輸入される FVA は大幅に減少
した。しかし、1995 年には殆ど行われなかった対中国の FVA 輸出が 2011 年には 1995 年に比べて





出所：OECD TiVA データベースから筆者作成 
図 4-1 電気機械における東アジアの三角貿易（単位：百万ドル） 
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最後にこれらの分析結果を次の 3 つにまとめて、議論を進めたい。 
第 1 に、1995 年に比べ、2011 年には東アジア地域の生産ネットワークはさらに深化した。その
中心には域内の FVA を輸入し、域外へ輸出する中国がある。 
第 2 に、1995 年から 2011 年の間において、生産ネットワークにおける域内の中間財の主要供
給先は ASEAN から中国に変わった。この背景には、日本と NIEs の多国籍企業の海外直接投資が












式 4-3-1 は生産関数の定式であり、𝑉𝑉𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 i 国の付加価値を示し、𝐾𝐾𝑖𝑖𝑖𝑖と𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 i 国の資本と
労働で、𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖は技術伝播を示し、𝜃𝜃は伝統的な貿易や海外直接投資などの技術伝播の経路を意味す




𝑉𝑉𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖(𝜃𝜃1,𝜃𝜃2,⋯ ,𝜃𝜃𝑛𝑛) × 𝐹𝐹(𝐾𝐾𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖)                                  (4- 3- 1) 
 






して、TiVA データベースの FVA を𝜃𝜃に入れて分析を行う。また、生産ネットワークと直接的な関
係はないものの、総輸出と最終財輸入も貿易を通じる技術伝播の経路として推定式に加えて分析
                                                        
84 韓国の海外直接投資は 2000 年代の投資初期から中国に集中している。一方、日本の海外直接投
資は 1990 年までは ASEAN への海外直接投資が中心であったが、2000 年代以降中国に移された。 
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を行う。𝜃𝜃として用いられる変数は次のとおりである。 lnTOTAL_IMP は総輸入を示し、 
lnTOTAL_EXP は総輸出を示す。lnFIN_IMP は最終財輸入を示し、lnINT_IMP は中間財輸入を示す。
lnFVA_GVC は輸出に含まれる海外の付加価値（FVA）を示し、lnFVA_noGVC は国内で消費される
海外の付加価値（FVA）を示す。 
一方、式 4-3-1 における生産性と FVA の間においては、FVA が生産性に与える影響だけではな
く、生産性が FVA に与える影響の逆因果関係もあり、内生性の問題が発生する可能性が想定され
る。Wooldridge（2010）によると、内生性問題は、同時性（simultaneous equation bias）、測定誤差
（measurement error bias）、除外変数（omitted variable bias）などの要因から発生する。本節ではこ
のような逆因果関係による内生性問題に対応するために、Constantinescu et al.（2017）が提案した
操作変数（instrumental variable）を用いる。Constantinescu et al.（2017）は、世界における各地域
の生産ネットワークを構築したヘッドクォーター経済（headquarter economies）である米国、ドイ
ツ、日本の 3 国は、参加国の輸出に必要な中間財を提供するのに対し、生産ネットワークに参加
する工場経済（factory economies）は労働を提供するという Baldwin and Lopez-Gonzalez（2015）の
研究に基づき、ある国（A 国）において、その国と地理的な距離が最も近い 3 カ国や所得水準が
最も似ている 3 カ国の輸出に含まれる米国、ドイツ、日本の FVA の平均値を操作変数として用い
た。すなわち A 国と似ている 3 カ国の輸出に含まれる米国、ドイツ、日本の FVA の平均値は A


























































①韓国：1950 年代と 1970 年代（重化学工業）、②台湾、シンガポール、マレーシア：1950 年代 








シア、マレーシア、フィリピン、ベトナム）であり、分析期間は 1980 年から 2012 年までとする。
被説明変数の労働生産性の算出に必要な総付加価値と労働データ 87及び資本ストックは APO
（Asian Productivity Organization）の Productivity Database から収集している。 
説明変数のデータの出所は次のとおりである。総輸出、総輸入、最終財輸入、中間財輸入など
の貿易データは、RIETI-TID 2013 から、国内で消費される付加価値と輸出に含まれる付加価値デ





う。説明変数間の多重共線性を回避するために実施した VIF 検査の結果、平均 VIF 検定値は、モ
デル（1）が 2.90、モデル（2）が 4.60、モデル（3）が 3.23 となり、説明変数間における多重共
線性の問題はないと考えられる。 
 
表 4-2 基本統計量と変数間の相関関係 
 
出所：筆者作成 
                                                        
87 労働者数の代わりに勤務時間を用いる。 
Obs Mean Std. Dev. Min Max
330 16.0439 1.1090 13.4574 17.7976
321 16.2073 2.6564 7.1670 19.1400
316 25.5565 1.1025 19.2344 28.0984
326 25.6047 1.0682 23.2305 28.5250
316 24.2667 1.1598 18.3078 26.5293
316 24.9591 1.0726 18.7304 27.3388
170 12.1151 0.9113 10.3783 14.5420
170 12.9188 1.2985 11.2035 15.8293















0.1117 0.3368 0.7604 1
0.5586 0.5800 0.9649 0.6482 1
0.4327 0.5185 0.9845 0.7384 0.9270 1
0.1671 0.3528 0.7901 0.9797 0.6882 0.7606 1
0.0453 0.2931 0.6801 0.8596 0.6351 0.5992 0.8720 1
























表 4-3 には推定の結果が示されている。モデル（1）から（3）は、OLS で推定した結果であり、
モデル（4）は操作変数を用いた 2sls により推定された結果である。モデル（4）において、内生
性の検定結果（Durbin-Wu-Hausman Test）では、lnFVA_GVC 変数の内生性が確認され、弱相関
（Kleibergen-Paap rk Wald F statistic）の検定では、弱相関の問題はないと考えられる 88。 
 
表 4-3 推定結果 
 













                                                        
88 Staiger and Stock （1997）によると Kleibergen-Paap rk Wald F 検定値が 10 より高ければ弱相関の
問題はないと考えられる。 
(1) (2) (3) (4)
IV
VARIABLES lnLP lnLP lnLP lnLP
lnK/L 0.151*** 0.196*** 0.386*** 0.251***













Observations 306 306 170 170
Durbin-Wu-Hausman Test 4.492***
Kleibergen-Paap rk Wald F statistic 12.474
R-squared 0.984 0.984 0.996 0.574
Standard errors in parentheses

























第 4節 東アジア生産ネットワークの参加と生産性の関係（産業レベル） 
 
第 3 節では国レベルの労働生産性により東アジア生産ネットワーク参加の利益について考察し
























数値の単位は 1,000 ドルである。 
まず、表 4-4 にある 1990 年の中間財移動について検討する。1990 年における中間財貿易の全体
規模は 268 億ドルである。最大の中間財輸出国は日本であり、域内中間財の 70%（187 億ドル）
を日本が輸出し、次は NIEs が 19%（52 億ドル）、ASEAN が 10%（26 億ドル）を輸出している。
中国の輸出はわずか 1%（3 億ドル）にすぎない。中間財の輸入において、最大の中間財輸入国は
NIEs であり、域内中間財の 56%（150 億ドル）を輸入している。特に NIEs へ輸入される日本の
中間財が最も大きく、域内中間財貿易の約 50%（132 億ドル）を占めている。続いて ASEAN が
22%（59 億ドル）を輸入し、日本が 16%（42 億ドル）、中国が 6%（16 億ドル）を輸入している。 
次に下段の産業レベルの表から各産業別の構成をみると、輸出においては、電気機械の中間財
輸出が最も大きく、機械全産業輸出の 70%（186 億ドル）を占めている。その次に輸送機械の輸
出が全体の 14%（38 億ドル）、一般機械が 13%（34 億ドル）、精密機械が 4%（9 億ドル）を占め
ている。輸入においても電気機械の中間財輸入が最も大きく、全体の 67%（180 億ドル）を占め






日本が域内へ中間財を供給し、その供給先は NIEs と ASEAN であった。 
表4-5は1995年の中間財の移動を示すものであり、中間財貿易の全体規模は743億ドルであり、
1990 年に比べて約 2.8 倍増加した。国別の移動については 1990 年と同様に最大の輸出国は全体輸
出の 58%（433 億ドル）を占めている日本で、最大の輸入国は全体輸入の 44%（329 億ドル）を占
めている NIEs である。一方、1990 年に比べて ASEAN の中間財の輸出は 1990 年の 10%（26 億ド
ル）から 1995 年に 15%（114 億ドル）に上昇した。ASEAN の輸入も 1990 年の 22%（59 億ドル）






表 4-6 は 2000 年の中間財の移動を示すものであり、中間財貿易の全体規模は 1,177 億ドルであ
り、1995 年に比べて 1.6 倍増加した。国別の移動については、日本は最大の輸出国であり、日本
の輸出は輸出全体の 41%（483 億ドル）を占めている。輸入においても最大の輸入国は NIEs であ
り、NIEs は輸入全体の 38%（446 億ドル）を占めている。また、中間財の輸出において NIEs の
輸出が 1995 年に比べて大幅に増加している。NIEs の中間財輸出は 1995 年の 163 億ドルから 2000
年の 374 億ドルに 2 倍以上増加し、日本に次ぐ域内の中間財供給地となった。一方、中国の中間
財輸出や中間財輸入は 1990 年代より増加してきたものの、日本、NIEs、ASEAN に比べてまだ輸
出と輸入の規模が少ない。 
表 4-7 は 2005 年の中間財の移動を示すものである。中間財貿易の全体規模は 1,848 億ドルであ
り、2000 年より 1.6 倍、1990 年より 6.9 倍増加し、継続的に東アジア地域おける国際分業が深化
したことがわかる。国別の移動については、日本は最大の中間財の輸出国であり、域内の中間財
輸出の 33%（602 億ドル）を供給している。一方、NIEs の成長が著しく、NIEs は日本の輸出額と
ほぼ同額の 595 億ドルの中間財を輸出している。中間財の輸入については、中国の浮上が目立っ
ている。中国の輸入は 1990 年の 16 億ドルから 1995 年の 97 億ドル、2000 年の 195 億ドルに継続
的に増加してきたが、2005 年には 644 億に急増し、最大の中間財供給先となった。産業別の移動




おける中間財の供給は、1990 年代には日本に依存し、2000 年代以降は日本と NIEs に依存してい
る。一方、東アジア地域における中間財の供給先は、1990 年代までは NIEs が最も大きい市場で、










表 4-4 東アジア地域における中間財の移動（1990 年） 
GM EM TM PM GM EM TM PM GM EM TM PM GM EM TM PM
GM 1,061,609   395,115      401,457      8,329           157,180      3,641           62,637         6,165           355,241      46,944         321,237      992              2,820,547     
EM 277,874      9,008,662   183,012      99,830         38,573         575,405      25,159         10,110         19,149         1,434,190   71,784         384              11,744,132   
TM 8,964           5,436           1,242,457   19                -                   -                   225,512      -                   9,934           77,735         1,902,359   397              3,472,813     
PM 39,141         111,292      77,380         256,526      12,449         142              54,992         47,198         823              2,887           17,834         66,602         687,266        
GM 214,011      16,365         13,926         1,840           26,558         904              9,393           1,906           72,939         16,334         11,747         394              386,317        
EM 209,884      2,411,509   82,308         25,659         21,687         230,656      7,882           1,117           16,510         1,303,591   48,143         157              4,359,103     
TM 32                78                167,377      -                   -                   -                   2,672           -                   1,987           3,677           49,960         5                   225,788        
PM 388              765              336              128,216      2,975           2                   14,052         8,522           367              2,218           3,832           29,433         191,106        
GM 9,768           1,978           1,443           222              2,180           2,711           1,022           21                4,261           857              793              24                25,280          
EM 66,265         119,105      8,457           679              299              36,759         646              47                503              13,363         7,029           11                253,163        
TM -                   -                   7,152           -                   1                   -                   1,481           -                   36                327              9,870           -                   18,867          
PM 109              241              108              14,575         37                768              228              571              9                   45                67                718              17,476          
GM 108,192      10,446         10,008         805              26,063         21,431         7,527           254              745              179              155              57                185,862        
EM 44,888         480,933      14,006         6,530           30,081         1,690,414   10,031         5,833           250              6,124           458              34                2,289,582     
TM 27                42                29,769         -                   197              22                10,597         1                   -                   -                   2,717           -                   43,372          
PM -                   26                20                30,050         367              7,970           2,103           11,231         8                   -                   41                21                51,837          
653,564      3,041,488   334,910      208,576      1,446,813   11,280,580 1,937,941   382,662      260,425      817,053      405,670      75,130         481,759      2,902,168   2,444,655   99,117         
18,724,758   
NIEs 3,272,694                                                                              -                                                                                              328,326                                                                                 1,561,294                                                                              5,162,314     
日本 NIEs 中国 ASEAN
日本 -                                                                                              13,177,103                                                                            1,219,163                                                                              4,328,492                                                                              
ASEAN 735,742                                                                                 1,824,122                                                                              10,789                                                                                    -                                                                                              2,570,653     
中国 230,102                                                                                 46,771                                                                                    -                                                                                              37,913                                                                                    314,786        
日本 NIEs 中国 ASEAN
日本




















表 4-5 東アジア地域における中間財の移動（1995 年） 
GM EM TM PM GM EM TM PM GM EM TM PM GM EM TM PM
GM 1,761,285   581,523      648,633      14,815         974,440      28,838         273,023      23,985         1,017,441   117,041      148,208      1,690           5,590,922     
EM 476,802      17,703,001 394,333      306,215      348,252      4,315,043   288,205      124,387      100,633      6,419,857   192,992      3,808           30,673,528   
TM 13,050         4,092           1,782,743   168              -                   -                   533,442      -                   20,470         187,446      3,818,661   743              6,360,815     
PM 23,564         155,318      67,181         164,334      17,287         380              60,691         51,397         1,490           23,576         15,831         140,894      721,943        
GM 272,770      130,410      24,815         2,250           231,310      23,850         91,755         16,274         356,250      185,447      27,744         1,281           1,364,156     
EM 304,390      6,769,603   143,757      155,181      205,972      1,399,446   52,868         2,730           53,452         4,943,480   80,627         1,282           14,112,788   
TM 74                130              303,601      10                1,319           -                   135,233      4,336           7,732           4,179           192,164      16                648,794        
PM 122              340              648              108,672      1,618           1                   6,516           5,255           709              9,946           5,204           46,115         185,146        
GM 102,852      5,870           6,333           429              30,224         9,008           11,410         299              49,939         8,291           4,150           111              228,916        
EM 311,234      1,174,630   59,592         4,819           45,954         850,067      49,597         7,624           2,399           245,986      12,004         121              2,764,027     
TM 372              658              77,006         50                117              94                32,385         26                178              404              20,441         -                   131,731        
PM 230              561              719              71,403         1,285           13,239         4,851           29,383         47                716              495              3,613           126,542        
GM 87,730         5,611           3,801           162              93,295         106,477      28,234         820              12,042         3,031           2,065           221              343,489        
EM 211,554      2,435,417   129,425      18,979         134,353      7,233,438   48,293         27,936         28,321         352,950      49,165         2,193           10,672,024   
TM 255              477              123,902      44,745         350              43                55,119         5                   -                   -                   4,651           -                   229,547        
PM 38,428         985              2,087           52,494         1,200           15,125         3,978           18,474         142              -                   590              304              133,807        
1,330,011   10,524,692 875,686      459,194      2,581,479   26,671,425 3,126,757   570,099      1,820,703   6,123,539   1,498,204   231,082      1,610,740   12,146,369 4,518,521   199,674      
中国 ASEAN
日本 -                                                                                              24,097,057                                                                            7,039,370                                                                              12,210,781                                                                            
日本 NIEs
11,378,867   
中国 1,816,758                                                                              1,085,563                                                                              -                                                                                              348,895                                                                                 3,251,216     
43,347,208   
NIEs 8,216,773                                                                              -                                                                                              2,178,483                                                                              5,915,628                                                                              16,310,884   
中国 ASEAN
日本
13,189,583                                                                            32,949,760                                                                            9,673,528                                                                              18,475,304                                                                            























表 4-6 東アジア地域における中間財の移動（2000 年） 
GM EM TM PM GM EM TM PM GM EM TM PM GM EM TM PM
GM 2,242,534   1,303,322   529,170      22,157         540,534      164,600      299,502      8,742           672,135      216,838      326,794      11,044         6,337,372     
EM 433,967      20,163,401 307,064      282,866      372,660      3,439,738   157,874      80,014         43,184         10,906,231 114,701      94,622         36,396,322   
TM 7,219           609              1,517,728   38                57                141              888,348      5                   144              2,442           1,885,255   423              4,302,409     
PM 68,771         302,249      155,994      270,944      11,806         27,245         13,079         25,284         2,811           28,224         1,036           328,496      1,235,939     
GM 447,134      9,057           5,230           93                409,548      180,019      161,392      8,461           251,468      151,395      47,044         7,584           1,678,425     
EM 293,733      10,727,742 292,767      189,058      268,213      8,676,700   72,099         92,650         31,758         13,925,490 42,590         69,024         34,681,824   
TM 186              216              359,608      -                   10                21                176,125      1                   14                750              106,313      336              643,580        
PM 16                145              887              139,304      10,398         23,993         11,518         22,265         1,817           27,406         800              160,907      399,456        
GM 417,264      7,387           5,479           72                176,533      39,962         31,257         645              74,349         18,139         9,897           1,095           782,079        
EM 151,392      1,614,822   240,196      6,506           64,055         2,742,147   61,895         24,400         10,801         1,958,566   27,219         6,735           6,908,734     
TM 168              182              236,370      2                   281              28                93,943         1                   1                   310              90,423         13                421,722        
PM 19                63                322              131,848      5,359           29,264         14,608         22,526         571              6,880           164              55,282         266,906        
GM 319,661      2,606           1,186           9                   249,074      382,600      54,180         5,156           14,755         4,607           6,589           274              1,040,697     
EM 292,578      4,785,073   308,481      53,943         213,874      12,424,481 77,318         139,991      118,303      3,073,955   40,831         32,875         21,561,703   
TM 26                26                656,009      -                   217              73                66,061         5                   -                   -                   12,762         -                   735,179        
PM 25                111              589              202,964      8,564           58,647         12,313         35,255         10,720         9,469           3,298           2,089           344,044        
1,922,202   17,147,430 2,107,124   723,799      3,470,448   37,446,783 2,921,531   803,984      1,757,004   15,600,488 1,843,417   272,660      1,089,053   27,242,671 2,652,236   735,561      
日本 NIEs
48,272,042   
NIEs 12,465,176                                                                            -                                                                                              10,113,413                                                                            14,824,696                                                                            37,403,285   
中国 ASEAN
日本 -                                                                                              27,608,033                                                                            6,029,629                                                                              14,634,380                                                                            
ASEAN 6,623,287                                                                              13,727,809                                                                            3,330,527                                                                              -                                                                                              23,681,623   
中国 2,812,092                                                                              3,306,904                                                                              -                                                                                              2,260,445                                                                              8,379,441     
日本 NIEs 中国 ASEAN
日本






















表 4-7 東アジア地域における中間財の移動（2005 年） 
GM EM TM PM GM EM TM PM GM EM TM PM GM EM TM PM
GM 2,023,379   1,042,049   830,361      12,022         1,733,782   7,047           330,076      4,798           1,070,673   164,239      390,669      29,929         7,639,024     
EM 529,295      16,325,844 867,333      518,831      1,259,766   13,970,667 344,317      210,396      95,797         9,443,440   257,270      145,710      43,968,666   
TM 12,636         5,309           1,897,142   53                135,882      24,697         1,740,605   -                   25,726         20,869         3,560,861   13,189         7,436,969     
PM 28,539         159,586      72,109         125,157      68,984         130,780      66,018         88,410         6,337           58,753         9,892           337,907      1,152,472     
GM 813,566      74,333         15,455         9,994           1,203,707   3,526           191,276      2,401           355,593      70,687         60,769         6,732           2,808,039     
EM 666,362      11,638,666 359,832      201,048      1,592,768   24,575,168 170,821      478,791      243,234      13,577,090 113,169      199,682      53,816,631   
TM 820              549              277,308      462              80,084         14,381         1,071,329   -                   8,738           5,689           609,144      2,767           2,071,271     
PM 2,379           10,673         629              23,040         94,969         252,834      90,888         121,713      2,776           35,120         5,163           131,563      771,747        
GM 1,619,687   142,658      29,749         19,153         495,187      235,181      212,225      3,048           468,363      43,174         75,422         4,834           3,348,681     
EM 697,004      5,830,137   666,702      88,241         331,155      9,921,109   368,709      122,854      61,767         8,511,092   150,542      97,191         26,846,503   
TM 2,676           1,915           506,660      1,334           1,564           294              235,810      6                   829              1,368           243,091      1,120           996,667        
PM 12,383         30,925         6,793           61,911         20,912         614,995      40,315         90,993         3,524           231,171      5,609           90,391         1,209,922     
GM 407,334      39,410         9,199           5,309           169,530      365,177      68,035         7,661           133,169      199              27,861         1,589           1,234,473     
EM 373,075      5,200,115   374,061      83,797         164,548      9,837,093   114,486      122,005      761,169      12,846,445 106,845      293,845      30,277,484   
TM 230              171              797,638      18                3,305           33,499         156,886      24                3,926           619              82,674         -                   1,078,990     
PM 3,296           14,768         871              31,864         6,584           43,061         15,918         35,098         6,598           17,561         6,310           8,454           190,383        
4,598,812   22,984,320 3,044,897   526,171      3,786,634   38,583,197 4,879,329   1,037,752   7,074,804   51,843,924 4,229,020   1,210,397   2,343,357   32,162,692 5,481,601   1,061,015   
60,197,131   
59,467,688   
20,116,225                                                                            
中国 ASEAN
15,631,261                                                                            
NIEs 14,095,116                                                                            -                                                                                              29,944,656                                                                            15,427,916                                                                            
日本 NIEs
日本 -                                                                                              24,449,645                                                                            
中国
日本 NIEs 中国
31,154,200                                                                            48,286,912                                                                            
32,401,773   
32,781,330   






64,358,145                                                                            41,048,665                                                                            




















推定モデルは、式 4-4-1 のとおりであり、時間ダミーを加えた単純な OLS で、各国の産業別 TFP
とその産業に投入される中間財を原産地別に分けて相関関係を確認する。𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝑙𝑙𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 c 国 i 産
業の全要素生産性を示し、𝑙𝑙𝑙𝑙𝑋𝑋𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖は t 年 c 国 i 産業へ輸入される中間財を意味する。 
 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝑙𝑙𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽𝑙𝑙𝑙𝑙𝑋𝑋𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛾𝛾 + 𝜀𝜀𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖                                  (4- 4- 1) 
 




位の TFP を算出した研究は十分になされていない。 




問題、信頼性問題、推定方法によって TFP の算出値が異なるという欠点がある。 
 



























総生産額 ○ ○ ○ ○ ○
付加価値額 ○ ○ ○ ○
資本 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
労働 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中間財 ○ ○
対象 35LME マレーシア 東アジア 中国 中国 タイ 韓国 東アジア7カ国 インドネシア


























推定方式では、Cobb-Douglas 生産関数から式 4-4-2 のように定式化し、誤差である𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖を TFP と
みなす。一方、𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖は観測できる𝜔𝜔𝑖𝑖𝑖𝑖と観測できない𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖で構成され、観測できる𝜔𝜔𝑖𝑖𝑖𝑖の情報が意思決
定に影響を与え、𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖と投入要素の変数の間に相関関係がある可能性がある。対策として先行研究








数化する。Törnqvist 指数による TFP の計算式は、式 4-4-3 のようになる。Törnqvist 指数により計













推定方式や成長会計方式に用いられるデータは表 4-9 のとおりであり、lnY は付加価値額、lnK
と lnL は産業別の資本ストックと産業別の労働者数を示す。すべてのデータは UNIDO の INSTAT2
から収集し、産業別のデフレーターを用いて実質化する。資本ストックの計算は、式 4-4-4 のよう
に恒久棚卸法を使用し、償却率（𝛿𝛿）は分析対象が機械産業であることを考慮して 10%を採用する。
イニシャル資本（𝐾𝐾𝑖𝑖−1）の計算は、Domenech and Fuente（2000）の方式（式 4-4-5）を採用し、投
資の成長率（𝑑𝑑𝑚𝑚𝑔𝑔𝑤𝑤𝑚𝑚ℎ𝐼𝐼）は最初の 10 年間の平均値を用いて計算する。また、稼働率については式
4-4-6 の中島（2001）の方法を採用し、最小値の資本指数（𝑘𝑘𝑖𝑖）を資本ストック稼働率のピークと
                                                        
89 トランスログ型とは、連続性を仮定し、2 回微分可能な任意の規模に関して収穫一定の関数を 2





𝐾𝐾𝑖𝑖 = (1 − 𝛿𝛿)𝐾𝐾𝑖𝑖−1 + 𝐼𝐼𝑖𝑖                                                    (4- 4- 4) 
𝐾𝐾𝑖𝑖−1 ≈
𝐼𝐼𝑖𝑖
𝑑𝑑𝑚𝑚𝑔𝑔𝑤𝑤𝑚𝑚ℎ𝐼𝐼 + 𝛿𝛿                                                       (4- 4- 5) 
𝑘𝑘𝑖𝑖 = 𝐾𝐾𝑖𝑖𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑙𝑙𝑚𝑚𝑚𝑚𝑖𝑖                                                                      (4- 4- 6) 
             k：資本指数、K：資本ストック、Output：総産出 
 
表 4-9 データ（TFP 計算用） 


















表 4-10 には、推定結果と算出された TFP の基本統計量が示されている。上段の表は OLS と固
定効果モデルにより推定された結果で、下段の表は各方式で計測した TFP の基本統計量である。
Operation rate は資本ストックにおける稼働率の反映有無を示し、資本ストックに稼働率が反映さ
れている場合は Yes で、反映されてない場合は No で表記されている。 
すべてのモデルにおいて、資本と労働はプラスの有意な結果となった。また、Cobb-Douglas 生
産関数を仮定した場合、両係数の合計から規模に関する収穫一定、収穫逓増、収穫逓減を判断す
ることができる。推定結果から両係数の合計は 1 より小さいが、1 に近く、収穫一定に近い収穫
逓減の状況であると判断できる。Year ダミーでは資本ストックに稼働率を反映することより、景
気変動の相当部分を取り除くことができたと考えられる。したがって、次の段階では Törnqvist 指
                                                        
90 韓国（The Bank of Korea Economic Statistics System "Producer Prices Indices"）、香港（Census & 
Stastic Department, "Producer Prices Indices for Manufacturing Industries"）、シンガポール（Department 
of Statistic, Ministry of Trade & Industry "Singapore Manufactured Products Price Index"）、タイ
（Department of Business Economics, Ministry of Commerce, "Wholesale Price Index by Commodity 
Group"）、マレーシア（ Department of Statistics Malaysia "Producer Price Index for Local Production by 
Commodity Groups"）、インドネシア（Central Bureau of Statistics "The Wholesale Price Indices of 




数から算出した TFP を用いて分析を進める。 
 




図 4-2 には、OLS、固定効果、Törnqvist 指数を用いて、計測した東アジア諸国における産業別
の TFP が示されている。全体的に 3 つの方法で計測した TFP が類似なパターンとなっており、信
頼できる数値になっていると考えられる。NIEs 諸国の TFP は、相対的に ASEAN に比べて変化が
少なく、全般的に右上がり、または横ばいの傾向である。その一方で、ASEAN 諸国の TFP は、
NIEs に比べて変動が激しく、全般的に右下がりの傾向である。
VARIABLES Solow Törnqvist
lnK 0.470*** 0.718*** 0.325*** 0.848***
(0.0296) (0.0158) (0.0354) (0.0141)
lnL 0.580*** 0.158*** 0.479*** 0.0503***
(0.0369) (0.0232) (0.0368) (0.0166)
1998.year -0.725*** -0.0813 -0.393*** -0.0996*
(0.147) (0.0856) (0.136) (0.0551)
1999.year -0.602*** -0.0596 -0.263* -0.0985
(0.147) (0.0856) (0.137) (0.0553)
2008.year -0.429*** 0.0124 -0.0467 -0.0569
(0.159) (0.0932) (0.149) (0.0608)
2009.year -0.449*** 0.0373 -0.0776 -0.0304
(0.165) (0.0960) (0.152) (0.0622)
Constant 4.976*** 4.184*** 8.918*** 3.089***
(0.334) (0.163) (0.559) (0.214)
Operation rate NO YES NO YES
Observations 790 787 790 787 759 759
R2 0.924 0.973 0.677 0.939
Solow Törnqvist
 Mean 1.1285 1.0448 1.0960 1.0174 0.9472 0.9585
Std. Dev. 0.6197 0.3203 0.5077 0.1918 0.3293 0.3282
Min 0.0747 0.2941 0.1106 0.4520 0.0056 0.0194

















ア国際産業連関表から中間財の輸入データが入手できる 4 年（1990 年、1995 年、2000 年、2005
年）とする。 
東アジア諸国の産業別 TFP データは、UNIDO INSTAT から Törnqvist 指数を用いた成長会計方
式で算出した TFP を用いる。機械産業の中間財輸入データは、第 4.1 節で分析したアジア国際産
業連関表から集計した中間財のデータを用いる。表 4-11 には変数の基本統計量が示されている。 
 
表 4-11 基本統計量 
Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max 
 
Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max 
lnTFP 87 -0.1975  0.5570  -3.9441  0.3258  
 
lnJPN_TM 68  8.2514  3.5778  0.5513  14.0900  
lnJPN_GM 82 10.0494  2.3980  3.7832  13.6240  
 
lnKOR_TM 68  7.5249  4.3030  0.7992  17.6899  
lnKOR_GM 80 9.0108  3.3758  2.4086  16.5237  
 
lnTWN_TM 62  5.1242  3.1948  -0.1177  10.5235  
lnTWN_GM 82 7.7638  2.1014  1.5266  11.3894  
 
lnSGP_TM 62  6.5745  3.6469  0.1160  14.1040  
lnSGP_GM 80 8.4617  2.5069  1.2146  13.2690  
 
lnCHN_TM 54  6.0073  3.2368  0.4961  12.1251  
lnCHN_GM 75 8.0960  2.2451  3.1720  12.8437  
 
lnIDN_TM 65  7.7736  4.0365  0.6830  16.5293  
lnIDN_GM 78 8.1086  3.3128  0.6830  14.8412  
 
lnMYS_TM 56  6.7696  3.9672  0.3657  14.9940  
lnMYS_GM 77 8.4036  2.8738  1.8244  14.0588  
 
lnTHA_TM 67  6.4710  3.5176  0.5019  14.4380  
lnTHA_GM 79 7.7409  2.6329  1.8237  14.2592  
 
lnPHL_TM 53  5.3657  3.3126  0.2787  13.0411  
lnPHL_GM 79 6.2178  2.5526  0.8682  12.3193  
 
lnJPN_PM 76  8.5812  2.4455  1.4676  11.8847  
lnJPN_EM 85 10.4612  3.1643  -0.1418  15.8307  
 
lnKOR_PM 71  7.6354  3.5034  1.3823  14.0903  
lnKOR_EM 84 9.8874  3.8278  2.2097  17.4335  
 
lnTWN_PM 74  6.0101  2.3386  -0.0369  9.7998  
lnTWN_EM 86 8.7648  3.2032  -0.0369  15.1700  
 
lnSGP_PM 75  7.6525  2.0619  1.3891  11.0484  
lnSGP_EM 84 9.6644  3.2422  0.1354  16.1330  
 
lnCHN_PM 67  7.4489  2.4800  2.1055  12.5874  
lnCHN_EM 77 9.1314  3.4383  1.1741  15.6215  
 
lnIDN_PM 69  6.4747  2.8152  1.1435  12.6867  
lnIDN_EM 77 9.6140  2.9416  3.2126  16.0114  
 
lnMYS_PM 65  7.6832  2.5302  1.7520  13.6718  
lnMYS_EM 82 9.5416  3.1848  1.2584  16.5161  
 
lnTHA_PM 72  6.2896  2.3421  2.1033  12.7802  
lnTHA_EM 82 9.0501  3.0076  0.5019  14.9793  
 
lnPHL_PM 68  5.5957  2.7409  0.8682  14.9301  
lnPHL_EM 83 8.4397  3.2985  1.2085  16.0538  
 









表 4-12 推定結果 
一般機械産業の中間財 
    
電気機械の中間財 
    
輸出国 Coef. SE Number of obs  R-squared  
 
輸出国 Coef. SE Number of obs  R-squared  
日本   0.0172  0.026  82 0.075  
 
日本   0.0318* 0.020  85 0.096  
NIEs   0.0426** 0.021  82 0.119  
 
NIEs   0.0394** 0.016  86 0.089  
韓国 0.0248  0.019  80 0.041  
 
韓国 0.0390** 0.016  84 0.088  
台湾 -0.0039  0.030  82 0.070  
 
台湾 0.0331* 0.019  86 0.100  
シンガポール 0.0388  0.025  80 0.097  
 
シンガポール 0.0382* 0.019  84 0.064  
中国   0.0146  0.032  75 0.062  
 
中国   0.0332 0.023  77 0.081  
ASEAN   -0.0265  0.023  87 0.037  
 
ASEAN   -0.00302 0.023  87 0.022  
インドネシア 0.0120  0.020  78 0.069  
 
インドネシア 0.0327 0.024  77 0.030  
マレーシア 0.0052  0.023  77 0.065  
 
マレーシア 0.0282 0.020  82 0.085  
タイ -0.0571** 0.025  79 0.077  
 
タイ -0.0101 0.022  82 0.016  
フィリピン -0.00231 0.026  79 0.061  
 
フィリピン 0.0229 0.020  83 0.035  
             輸送機械の中間財 
     
精密機械の中間財 
    
輸出国 Coef. SE Number of obs  R-squared  
 
輸出国 Coef. SE Number of obs  R-squared  
日本   -0.0159  0.012  68 0.109  
 
日本   0.0499* 0.027  76 0.113  
NIEs   0.0201* 0.011  71 0.114  
 
NIEs   0.0524*** 0.019  78 0.157  
韓国 0.00928 0.010  68 0.069  
 
韓国 0.0564*** 0.019  71 0.175  
台湾 -0.0184 0.014  62 0.114  
 
台湾 0.0497* 0.029  74 0.055  
シンガポール 0.00125 0.012  62 0.070  
 
シンガポール 0.104*** 0.033  75 0.182  
中国   -0.0114 0.015  54 0.030  
 
中国   0.0929*** 0.034  67 0.014  
ASEAN   -0.0336  0.016  81 0.079  
 
ASEAN   0.00163 0.029  81 0.063  
インドネシア -0.0169 0.011  65 0.176  
 
インドネシア 0.0325 0.026  69 0.030  
マレーシア -0.0226** 0.011  56 0.173  
 
マレーシア 0.0717** 0.031  65 0.082  
タイ -0.0710*** 0.020  67 0.210  
 
タイ -0.0390 0.032  72 0.019  
フィリピン -0.0279  0.014  53 0.178  
 
フィリピン 0.0153 0.030  68 0.006  
Standard errors in parentheses 
          
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 





一般機械の中間財輸入と全機械産業 TFP の関係については、NIEs から輸入される中間財は TFP
と正の関係であるが、その構成国から輸入される中間財は有意性がなかった。一方、タイから輸
入される中間財は TFP と負の関係であった。 
電気機械の中間財輸入と全機械産業 TFP の関係については、日本と韓国・台湾・シンガポール
の NIEs 諸国から輸入される中間財は TFP と正の関係であり、中国と ASEAN から輸入される中間
財では有意性がなかった。 
輸送機械の中間財輸入と全機械産業 TFP の関係については、NIEs だけがプラスの有意な結果と
なっているが、その構成国から輸入される中間財では有意性がなく、マレーシアやタイから輸入
される中間財は TFP と負の関係であった。 
精密機械の中間財輸入と全機械産業 TFP の関係については、日本、韓国・台湾・シンガポール
の NIEs 諸国、中国およびマレーシアから輸入される中間財は TFP と正の関係であり、ほかの
ASEAN 諸国から輸入される中間財では有意性がなかった。 
 




































第 4 節の産業レベルの分析結果では、一般機械と輸送機械の中間財は機械産業の TFP と有意な
関係がなかったものの、電気機械と精密機械の中間財においては、主に日本と NIEs から輸入され

























第 5章 おわりに 
 










上流度指数分析を行った。その結論は次の 6 点にまとめられる。 
第 1 に、日本は東アジア地域においてかねて付加価値国産化率が最も高い国であり、最大の付
加価値流入国であった。つまり、東アジア生産ネットワークは日本が主導している。 
第 2 に、東アジア地域における機械産業において 1995 年に比べて 2005 年の付加価値国産化率
は小さくなっており、国際分業化が進んだ。また、全機械産業において付加価値国産化率が最も
小さい産業は電気機械であり、電気機械が東アジア生産ネットワークの中心である。 




































第 5 に、地理的な距離が遠いほど、中間財の垂直的産業内貿易と中間財の輸出は縮小する。 
第 6 に、相手国の経済発展水準が高く、インフラが整備されるほど、中間財の垂直的産業内貿
易と中間財の輸出は拡大する。 
第 7 に、地理的・文化的な類似性が高いほど、中間財の輸出は拡大する。 
第 8 に、2 国間の自由貿易協定の締結により、中間財の垂直的産業内貿易と中間財の輸出は拡


















定し、単純な OLS で相関関係を調べた。 








































ける日本企業の貢献を明らかにした。（第 3 章） 
第 5 に、生産ネットワーク参加から得られる利益に関する考察について、輸出に含まれている
海外の付加価値と域内からの中間財輸入を生産ネットワーク参加の代理変数として用いて、生産
性との関係を実証分析した。（第 4 章） 









第 3節 今後の課題 
 
本論文において残された主な課題は次のとおりである。 




第 2 には、分析対象についての課題である。本論文では 1990 年代から 2000 年代までの東アジ




含まれている OECD-ICIO による国際産業連関表の活用が有効である。 





業の異質性を反映した貿易統計である TEC（Trade by enterprise characteristics）が作成されている。
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付録 I 東アジア地域における FTA と関税率の推移 
付録 I では FTA の発行年とともに 4 つの機械産業における東アジア諸国の MFN 税率と相手国
に対する特恵税率（PR 税率）が示されている。FTA 発行後の MFN 税率と特恵税率を比較すると










1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
シンガポール FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
タイ FTA 0.000 0.000 0.000
PR税率 インドネシア FTA 0.000 0.000
マレーシア FTA 0.000 0.000 0.000 0.000
フィリピン FTA 0.000 0.000
ベトナム FTA 0.000
ASEAN10 FTA 0.000
9.696 8.806 8.312 8.212 8.095 8.144 7.630 7.635 7.807 7.810
シンガポール FTA 6.859 5.392 5.246 0.812 0.158 0.158
香港 FTA 7.346 7.270 6.654 6.609 6.746 6.739
タイ FTA 6.596 5.486 5.283 1.337
インドネシア FTA 6.860 5.317 5.177 1.317
マレーシア FTA 6.893 5.355 5.212 1.408
フィリピン FTA 6.879 5.344 5.178 1.315
ベトナム FTA 5.529 5.319 1.394
ASEAN10 FTA 0.158 0.158


















12.761 9.477 2.663 13.152 2.140 2.428 2.043 1.979 2.095 2.088 2.152 2.152 2.152 2.205 2.205 2.185 5.317 5.317 5.317 5.317
日本 FTA
中国 FTA 1.801 0.659 0.165 0.165 0.115 0.115






ASEAN7 FTA 9.155 1.337 0.000
ASEAN10 FTA 1.275 0.769 0.800 0.535 0.549 0.549 0.422 0.000 0.000
5.449 4.792 2.608 3.237 2.512 3.406 3.416 3.431 3.428 3.431 3.429 3.431 3.332 3.328 3.263 3.263 3.259 3.259 3.257 3.250
日本 FTA 2.105







ASEAN7 FTA 0.793 1.215 0.000
ASEAN10 FTA 1.159 0.727 0.713 0.082 0.091 0.091










ASEAN10 FTA 1.054 0.980 0.980
12.679 12.482 12.194 12.007 5.792 5.315 4.823 4.602 3.646 3.305 2.102 1.961 2.083 2.083 2.083 2.108 2.102 2.100 2.100 2.077 2.078 2.052
日本 FTA 0.426 0.364 0.282
中国 FTA 1.969 0.177 0.168 0.163






ASEAN10 FTA 0.495 0.495 0.495 0.496 0.073 0.058 0.058 0.000 0.000 0.001
4.149 4.280 4.417 4.417 4.925 4.925 4.925 4.925 3.502 3.328 3.153 2.940 2.956
日本 FTA 2.784 2.087
中国 FTA 4.224 2.784 1.951 1.463



































1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
0.146 0.149 0.149 0.149 0.149 0.149 0.141 0.141 0.141 0.141 0.080 0.080 0.080
シンガポール FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
タイ FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
PR税率 インドネシア FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
マレーシア FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
フィリピン FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
ベトナム FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
ASEAN10 FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
11.427 10.520 9.909 9.581 9.406 9.183 8.174 8.169 8.484 8.513
シンガポール FTA 7.740 5.600 5.479 1.273 0.733 0.758
香港 FTA 7.806 7.204 6.241 6.202 6.442 6.468
タイ FTA 6.736 6.151 5.845 2.417 0.733 0.758
インドネシア FTA 7.890 5.873 5.622 2.338 0.733 0.758
マレーシア FTA 7.756 5.576 5.463 2.354 0.733 0.758
フィリピン FTA 7.760 5.529 5.416 2.352 0.733 0.758
ベトナム FTA 6.097 5.787 2.391 0.733 0.758
ASEAN10 FTA 0.733 0.758


















18.746 13.690 11.393 23.666 8.908 10.460 8.688 6.333 6.396 6.378 6.521 6.521 6.521 5.844 5.832 5.801 5.708 5.708 5.708 5.708
日本 FTA
中国 FTA 4.695 2.171 0.404 0.404 0.337 0.337






ASEAN7 FTA 4.189 0.000
ASEAN10 FTA 3.464 2.774 2.834 1.898 1.695 1.591 0.439 0.000 0.000
16.343 14.012 8.370 8.955 8.247 8.747 8.109 8.171 8.171 8.171 6.392 6.290 6.171 6.171 4.040 4.040 4.040 4.040 4.078 4.094
日本 FTA 3.298







ASEAN7 FTA 2.400 2.651 0.000
ASEAN10 2.496 2.228 1.747 0.312 0.241 0.241










ASEAN10 2.909 2.781 2.781
19.129 19.674 18.521 17.571 13.157 13.046 8.989 8.860 6.019 5.371 3.940 3.158 4.067 3.900 3.900 4.030 3.997 4.007 4.007 3.947 3.951 3.874
日本 FTA 1.740 1.515 1.268
中国 FTA 3.130 0.590 0.288 0.261






ASEAN10 FTA 1.387 1.366 1.366 1.383 0.217 0.220 0.220 0.000 0.000 0.000
14.820 15.328 14.572 14.514 14.515 4.514 14.514 14.514 10.750 10.321 9.150 8.071 7.967
日本 FTA 8.169 5.958
中国 FTA 11.788 6.496 4.459 3.491




































1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
0.064 0.063 0.063 0.063 0.063 0.063 0.064 0.064 0.064 0.064 0.064 0.065 0.065
シンガポール FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
タイ FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
PR税率 インドネシア FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
マレーシア FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
フィリピン FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
ベトナム FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
ASEAN10 FTA 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
15.360 13.817 12.719 11.843 11.238 11.211 11.210 11.213 11.213 11.213
シンガポール FTA 9.443 7.791 7.787 3.719 2.933 2.933
香港 FTA 11.212 11.116 11.115 11.213 11.118 11.018
タイ FTA 6.651 9.658 9.653 4.490
インドネシア FTA 10.830 10.246 10.242 4.539
マレーシア FTA 10.615 9.517 9.513 4.482
フィリピン FTA 10.806 9.995 9.990 4.523
ベトナム FTA 9.495 9.490 4.488
ASEAN10 FTA 2.933 2.933


















30.894 25.974 25.566 31.326 25.518 26.977 12.070 11.870 11.688 11.688 11.782 11.782 11.782 11.095 10.853 10.168 8.956 8.956 8.751 8.956
日本 FTA
中国 FTA 11.553 10.497 8.648 7.299 7.299 6.817 6.976






ASEAN7 FTA 25.023 4.864 0.000
ASEAN10 FTA 2.744 1.825 1.876 1.855 1.783 1.883 0.840 0.000 0.000
17.565 16.224 14.321 14.501 13.951 17.935 18.471 18.603 18.603 18.603 15.520 13.552 10.962 10.962 11.095 11.095 10.904 10.904 10.904 10.626
日本 FTA 7.326







ASEAN7 FTA 2.817 12.125 0.000
ASEAN10 FTA 12.281 10.369 0.415 0.415 0.522 0.522










ASEAN10 FTA 2.822 4.138 4.138
17.610 18.380 18.001 16.044 14.043 13.465 12.528 12.572 8.470 7.857 7.735 7.636 8.370 8.370 8.244 8.642 8.667 8.735 8.740 8.476 8.402 8.425
日本 FTA 2.061 1.986 2.271
中国 FTA 8.270 6.137 5.270 5.281






ASEAN10 FTA 1.841 1.841 1.814 1.826 0.853 0.698 0.698 0.000 0.000 0.056
20.160 22.052 21.064 20.905 20.893 20.905 20.905 20.905 16.715 15.856 16.968 17.013 16.733
日本 FTA 16.109 12.977
中国 FTA 16.557 11.753 10.408 9.106



































1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
0.140 0.138 0.138 0.138 0.138 0.138 0.152 0.152 0.152 0.152 0.152 0.156 0.156
シンガポール FTA 0.038 0.038 0.041 0.041 0.034 0.030 0.026 0.023 0.019
タイ FTA 0.024 0.020 0.016 0.012 0.008 0.004
PR税率 インドネシア FTA 0.024 0.020 0.016 0.013 0.008
マレーシア FTA 0.024 0.020 0.016 0.012 0.008 0.004 0.000
フィリピン FTA 0.024 0.020 0.016 0.013 0.008
ベトナム FTA 0.152 0.026 0.024 0.021 0.018
ASEAN10 FTA 0.034 0.030 0.026 0.023 0.019
11.346 10.749 10.461 10.388 9.987 10.385 10.103 10.001 10.038 9.984
シンガポール FTA 8.699 6.211 6.184 1.795 0.046 0.046
香港 FTA 8.142 8.219 8.049 7.927 7.771 7.760
タイ FTA 8.678 6.204 6.188 2.354
インドネシア FTA 8.699 6.194 6.179 2.331
マレーシア FTA 8.699 6.194 6.179 2.331
フィリピン FTA 8.699 6.194 6.179 2.331
ベトナム FTA 6.194 6.179 2.331
ASEAN10 FTA 0.046 0.046


















14.118 11.645 9.167 9.167 7.255 8.157 7.244 5.077 5.035 5.110 5.110 5.110 5.152 5.152 5.152 5.745 5.745 5.745 5.745
日本 FTA
中国 FTA 4.710 1.048 0.000 0.000 0.000 0.000






ASEAN7 FTA 9.530 3.482 0.000
ASEAN10 FTA 3.112 1.477 1.500 0.615 0.615 0.604 0.207 0.000 0.000
6.296 4.420 1.663 1.663 1.548 1.562 1.043 1.480 1.480 1.480 0.666 0.666 0.688 0.688 0.676 0.676 0.610 0.610 0.610 0.635
日本 FTA 0.301







ASEAN7 FTA 0.630 0.625 0.000
ASEAN10 FTA 0.625 0.625 0.331 0.143 0.035 0.035










ASEAN10 FTA 0.810 0.795 0.795
16.667 16.696 16.674 16.652 10.307 8.479 6.901 6.025 3.661 3.451 2.934 2.915 2.763 2.717 2.717 2.732 2.850 2.850 2.850 2.810 2.810 2.805
日本 FTA 0.173 0.149 0.114
中国 FTA 2.606 0.028 0.016 0.007






ASEAN10 FTA 0.198 0.198 0.198 0.198 0.027 0.027 0.027 0.000 0.000 0.000
9.433 9.548 9.548 9.436 9.436 9.436 9.436 9.436 7.203 6.672 6.086 6.002 5.999
日本 FTA 5.723 4.691
中国 FTA 7.572 5.297 3.652 1.591



























付録 II アジア国際産業連関表の産業分類（9 つの産業） 
 
    出所：アジア国際産業連関表 2005 より筆者作成 
注：1990 年と 1995 年のアジア国際産業連関表は 78 部門であり、2000 年と 
2005 年のアジア国際産業連関表は 76 部門である。 
 




降中国が急激に増加し、2011 年時点では、中国が 89,894 本、日本が 47,106 本、韓国が 25,593
本となっている。ほかの東アジア諸国のうち科学技術論文の数が多い国は 4,543 本のシンガポ
ールであり、日中韓 3 カ国との差が大きいことがわかる。GDP に占める研究開発の支出につい
ては、2000 年代以降、韓国の増加率が高く、2014 年時点で、約 GDP の 4.3%を占めている。次
は日本が約 3.6%、シンガポールが約 2.2%、中国が約 2.0%を占めている。ほかの諸国において
は 1%のマレーシアを除くとまだ 1%にも達していない状況である。さらに日中韓 3 か国の GDP
がほかの東アジア諸国の GDP より規模が大きいことを考慮すると、日中韓 3 カ国の技術水準が
ほかの東アジア諸国の技術水準より高いと判断することができる。 






























付録 IV 東アジア地域における全産業の付加価値国産化率 
 
出所：アジア国際産業連関表（1995、2005）より筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
